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略 語 表 

略語 正式名称 日本語表記 
AFAD Başbakanlık Afet ve Acil Durum Yönetimi 

Başkanlığı (Republic of Turkey Prime 
Ministry Disaster and Emergency 
Management Presidency) 

首相府防災危機管理庁 

AFADEM Afet ve Acil Durum Eğıtim Merkezi (Disaster 
and Emergency Training Center) 

AFAD災害研修センター 

AHEB Afete Hazirlik Eğitim Birimi (Disaster 
Preparedness Education Unit)  

災害予防教育ユニット 

COMU Çanakkale Onsekiz Mart University チャナッカレ・オンセキズ・マルト大学 
C/P Counterpart カウンターパート 
EOU Eskişehir Osmangazi University エスキャシャヒール・オスマンガジ大学 
GNSS Global Navigation Satellite System 全地球航法衛星システム 
GPS Global Positioning System グローバル・ポジショニング・システム 
HPC high-performance computing 高性能計算 
IMM Istanbul Metropolitan Municipality イスタンブール大都市圏市役所 
IOC Intergovernmental Oceanographic 

Commission of UNESCO 
ユネスコ政府間海洋学委員会 

ISMEP Istanbul Seismic Risk Mitigation and 
emergency Preparedness Project  

イスタンブール市地震被害軽減・緊急時
対策 

ITU Istanbul Technical University イスタンブール工科大学 
IU Istanbul University イスタンブール大学 
JAMSTEC Japan Agency for Marine-Earth Science and 

Technology 
国立研究開発法人 海洋研究開発機構 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 
JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 
JSPS Japan Society for the Promotion of Science 日本学術振興会 
JST Japan Science and Technology Agency  国立研究開発法人 科学技術振興機構 
KOERI Kandilli Observatory and Earthquake 

Research Institute - Bogazici University 
ボアジチ大学カンデリ地震観測研究所 

KIZILAY Turkish Red Crescent  トルコ赤新月社 
MarSITE New Directions in Seismic Hazard 

Assessment through focused Earth 
Observation in the Marmara Supersite 

マルマラ海周辺の地震に関する調査研
究プロジェクト 

MarDiM Earthquake and Tsunami Disaster Mitigation 
in the Marmara Region and Disaster 
Education in Turkey 

マルマラ地域における地震・津波防災お
よび防災教育プロジェクト 

MATLAB Matrix Laboratory 米国MathWorks社が開発した値解析ソフ
トウェアであり、その中で使うプログラ
ミング言語の名称でもある 

METU Middle East Technical University 中東工科大学 
M/M Minutes of Meetings 協議議事録 
MOD Ministry of Development 開発省 
MONE Ministry of National Education 国民教育省 
MoU Memorandum of Understanding 覚書 
NAF North Anatolian Fault 北アナトリア断層 
NESAP National Earthquake Strategy and Action Plan トルコ国地震戦略及び行動計画 
NIED National Research Institute for Earth Science 

and Disaster Prevention 
国立研究開発法人 防災科学技術研究所 

NRIFD National Research Institute of Fire and 
Disaster 

消防庁消防大学校 消防研究センター 
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経済協力開発機構 - 開発援助委員会 

PARI Port and Airport Research Institute  国立研究開発法人 港湾空港技術研究所 
PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリックス 
PO Plan of Operation 活動計画 
R/D Record of Discussion 討議議事録 
ROV Remotely operated vehicle 遠隔操作型の無人潜水機 
SATREPS Science and Technology Research Partnership 

for Sustainable Development  
地球規模課題対応国際科学技術協力プ
ログラム 

SHOD Seyir, Hidrografi ve Osinografi Dairesi 
Baskanligi (Office of Navigation, 
Hydrography and Oceanography) 

トルコ海軍水路海洋学局 

SWIFT Source estimates based on Waveform 
Inversion using Fourier Transformed 
Seismograms 

震源解析システム 

TITEC Tokyo Institute of Technology 東京工業大学 
TUBITAK Türkiye Bilimsel ve Teknolojik Araştırma 

Kurumu (Scientific and Technological 
Research Council of Turkey)  

トルコ科学技術研究評議会 

UDIM Ulusal Deprem Izleme Merkezi (National 
Earthquake monitoring center) 

国立地震モニタリングセンター 
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終了時評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：トルコ共和国 案件名：マルマラ地域における地震・津波防災及び防災教育プロ

ジェクト 分野：防災 

所轄部署：地球環境部防災グ

ループ防災第二チーム 
協力形態：地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム

（SATREPS） 

協力期間 

R/D締結： 
2013年 2月 8日 
 
協力実施期間： 
2013年 5月 1日～
2018年 4月 30日 

協力金額（評価時点）：約 4.5億円 

先方実施機関：ボアジチ大学カンデリ地震観測研究所（KOERI）、
中東工科大学（METU）、イスタンブール大学（IU）、首相府防災
危機管理庁（AFAD）、AFAD災害研修センター（AFADEM）イス
タンブール大都市圏市役所（IMM）等 

日本側協力機関：海洋研究開発機構（JAMSTEC）、東京大学、江
戸川大学、名古屋大学、東京工業大学（TITEC）、京都大学、中
央大学、東北大学、港湾空港技術研究所（PARI）、消防庁消防大
学校消防研究センター（NRIFD）等 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 
トルコでは、国土の北部を約 1,000km にわたって北アナトリア断層（North Anatolian Fault：

NAF）が走っている。北アナトリア断層では 20世紀には、1999年のイズミット地震を含めてマ
グニチュード 7 以上の地震が多く発生している。同断層上にはイズミットやエルズィンジャン
などの主要都市が形成されており、トルコ最大都市であるイスタンブールも同断層から 20km程
度しか離れていない場所に位置している。1999 年のイズミット地震以降、マルマラ地域での地
震の危険性が高まっているとみられるが、マルマラ海底の断層は海底であるために技術的にも

経済的にも調査が困難であり、最も研究されていない地域として取り残されていた。 
トルコ政府は効率的な災害リスク管理を促進すべく、首相府防災危機管理庁（Republic of 

Turkey Prime Ministry Disaster and Emergency Management Presidency：AFAD）の設置や大学など
の各研究機関の地震観測の整備を進めてきた。JICAも「地震観測能力強化プロジェクト」（2010 
- 2013 年）や「リスク評価に基づく効果的な災害リスク管理のための能力開発プロジェクト」
（2013-2017年）の実施を通じて、地震観測データの即時解析にかかる能力開発や効果的なリス
ク評価から情報発信を行うための行政機関の能力向上を促進し、トルコ政府の努力を支援して

きた。 
しかし、2011 年 3 月に我が国で発生した東日本大震災でも明らかになったとおり、都市が震

源に非常に近い場合、地震発生から津波の到着までの時間的猶予が短く、避難に要する時間の

確保が課題となる。それに対処するためには、海底地震計（Ocean Bottom Seismograph：OBS）
や海底間音響測距装置を用いた方法を取り入れた、より精緻な観測と解析の体制への検討・改

善が必要であるものの、そのような体制がトルコでは構築されているとは言えない状況であっ

た。さらに津波の危険性や地震による建物への被害予測に必要な研究も不十分であり、それら

の研究を促進する強いニーズがあった。こうした中、2013 年 5 月より「マルマラ地域における
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地震・津波防災及び防災教育プロジェクト」（以下、「プロジェクト」と記す）が JICAと科学
技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）が協力して推進する協力形態である
地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（Science and Technology Research Partnership for 
Sustainable Development：SATREPS）のスキームのもとで開始された。 

１－２ 協力内容 
（１）上位目標 

学際的な研究を基に災害への備えを促進する。 
 

（２）プロジェクト目標 
学際的な研究を基に被害地震の想定シナリオを設定する。 

 

（３）成果 
１） 海底観測に基づく想定マルマラ地震の震源モデルが構築される。 
２） 想定マルマラ地震の連動性評価と津波の予測がなされる。 
３） 想定マルマラ地震による構造物の振動・倒壊危険性予測がなされる。 
４） 研究成果を基に防災教材が開発され、利用される。 

 

（４）投入（終了時評価調査時点） 
１） 日本側： 
専門家派遣：2013年 5月より 2017年 11月まで 27名の短期専門家、長期の業務調整員
1名 
資機材供与：OBS、高性能計算機、強震計、GPSレシーバー等 
本邦研修：KOERI、METU、IUから計 12名の研究者が JAMSTEC、PARI、TITEC、中央
大学、東京大学、東北大学にて研修参加 
現地活動費：2013年 5月より 2017年 9月まで 537,904リラ（活動費、資機材、本邦  研

修等） 
２） トルコ側： 
カウンターパート：KOERIよりプロジェクト・リーダー、副リーダー、コーディネータ
ーの任命、さらに KOERI、METU、IU、AFADよりグループ・リーダーを任命、カウン
ターパートは関係機関より約 50名以上 
カウンターパート予算：開発省より KOERI にプロジェクト予算が割り当てられ、2013
年 5月から終了時評価時点までの KOERIの支出は 1,193,814リラ。METU、IUはそれら
の経常予算から活動費を支出 

２．評価調査団の概要 

日本側 荒津 有紀 
横堀 慎二 
山口 豊 
藤井 敏嗣 
近藤 礼佳 

JICA 地球環境部主任専任参事 
JICA 地球環境部防災グループ防災第 2チーム主任調査役 
有限会社クランベリー 
JST SATREPS防災分野研究主幹（オブザーバー） 
JST 国際科学技術部（SATREPSグループ）（オブサーバー） 

トルコ側 Selen Arli Yilmaz 
Hasan Coban 

開発省（MOD）専門家 
開発省（MOD）専門家 
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Bulent Ozmen ガジ大学地震工学実施研究センター 

調査期間 2017年 10月 15日～2017年 11月 1日 調査種類：終了時評価調査 

３．評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 
（１）成果 1 
既にほぼ達成されている 
プロジェクトはマルマラ海底の北アナトリア断層のモデル（主断層の形状とセグメンテー

ション）を構築した。長期にわたる海底の地震と地殻変動の観測から得られるデータを解析

することによって、断層の形状とその固着の状況についてより良く把握できるようになって

いる。プロジェクトは、OBS、海底間測距装置、海底電磁電位差計（Ocean Bottom Electrometer：
OBEM）を使用した、海底での観測に成功した。プロジェクトは、OBSを、2014年、2015年、
2016年、2017年の 4回マルマラ海に設置し、これまで 2015年、2016年、2017年の 3回のデ
ータ回収を成功している。OBS による観測結果の解析から、調査対象地域の地震波断層映像
による地下構造（3次元速度構造）が得られた。 

 

（２）成果 2 
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（４）成果 4 
既にほぼ達成されている 
プロジェクトは教材として、津波防災教育教材（ビデオとハンドブック）を作成し、これ

らの教材はボアジチ大学カンデリ地震観測研究所（Kandilli Observatory and Earthquake Research 
Institute - Bogazici University：KOERI）の災害予防教育ユニット（Disaster Preparedness Education 
Unit：AHEB）での、生徒、教員、地方政府職員などへの防災教育に使用されている。メディ
ア・コンテンツとしては、2016年に CNNトルコが、プロジェクトが名古屋で開催した災害リ
スク情報伝達に関するワークショップについてのプログラムを作成し放映した。またプロジ

ェクトは地震・津波防災に関する地域セミナーを実施した。これによって地域の防災関連コ

ミュニティとの協力が AFAD 地方事務所と協調しつつ促進された。さらにプロジェクトによ
ってメディア・サイエンス・カフェが 3 回実施された。これは地震・津波防災についての知
識と経験を共有する関係をメディアと研究者との間に顔の見える関係を作り上げることが目

的であった。 
 

（５）プロジェクト目標 
プロジェクト目標は達成される見込みである。プロジェクトは、理学と工学の多くの分野

の研究成果を生み、さらにそれらを総合して、震源モデル、津波シミュレーション、地震波

形シミュレーション、建物とサイトの振動特性、統合地震シミュレーションなどの、想定シ

ナリオを用いた研究を実施してきた。これらの研究成果のいくつかは既に国際誌に掲載され、

また国際会議でも公表された。またプロジェクトは AFAD 県事務所、地方政府、大学等と協
力して地域セミナーを開催し、公的部門の責任者や研究者等の関係者を招いた。セミナーで

は、想定されるシナリオ等のプロジェクトの成果と活動の情報が普及され、関係者に認知さ

れた。 
 

３－２ 評価結果の要約 
（１）妥当性 
プロジェクトの妥当性は高い。 
トルコにおける災害リスク管理のための政策・制度環境は、2013 年のプロジェクト開始当

初から大きな変更はない。「トルコ国地震戦略及び行動計画（National Earthquake Strategy and 
Action Plan：NESAP2023）」及び「AFAD戦略計画 2013-2017」が引き続き国家政策の基本的な
枠組みとなっている。これらの政策では地震についての啓発を強化し、地震災害のリスクを

軽減し、災害により強い社会を作ることが目標とされている。2015年 5月、KOERIの国家地
震モニタリングセンター（National Earthquake monitoring center：UDIM）は、津波モニタリン
グの機能を加えて 2015年 5月に「地域地震・津波モニタリングセンター」に改組された。こ
れによりプロジェクトの活動は、より一層 KOERIの組織体制に沿うものとなった。またプロ
ジェクトは日本の対トルコ協力政策と一致している。2012年 2月の「対トルコ共和国 国別援
助方針」では、重点分野の「持続的経済発展の支援」に、防災・災害対策のための支援が含

まれており、日本の援助政策とも整合性がある。 
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（２）有効性 
プロジェクトの有効性は高い。 
プロジェクトは既に研究成果を国際誌等に発表しており、研究成果のさらなる発表が残り

のプロジェクト期間及びプロジェクト終了後にも期待できる。想定される震源の状況はより

明確になってきており、津波や地盤・建物の震動など地震のインパクトについての情報が得

られ、有益な研究成果があげられている。OBS や海底間測距装置などの新たな研究用機材の
投入に伴い新たな研究技術が導入された他、GIS情報を用いた多基準判断分析を使用した津波
脆弱性評価、統合地震シミュレーション、電磁気・電位差観測などの先進的な研究手法がプ

ロジェクトでは導入され、研究成果を上げている。さらにプロジェクトは防災関連のステー

クホルダーの津波リスクに対する意識の向上に貢献した。AFADやイスタンブール市はより明
確に津波災害のリスクを認識するようになっており、AFAD 災害研修センター（Disaster and 
Emergency Training Center：AFADEM）の防災訓練には津波災害に対する対処が取り入れられ
るようになっている。こうした活動や成果について、プロジェクトは地域セミナーを実施し、

また防災教材を作成し、地域の防災関連のステークホルダーに認知されている。 
 

（３）効率性 
プロジェクトの効率性は高い。 
マルマラ海上での調査を含めた多くの観測と解析が大きな遅れや事故が無く実施された。

ロジスティックな管理はスムーズであった。観測や解析のために必要な機材の調達や設置は

大きな問題も無く実施できた。中間レビューでは研究グループ内のコミュニケーションの改

善の必要性が指摘されたが、その後のプロジェクト期間中に改善がみられた。プロジェクト

は大きな問題無く進捗したものの、プロジェクトには多くの学問分野の多数の異なるタイプ

の観測と解析が含まれ、日本とトルコの二カ国の多くの関係機関が実施に参加しており、ま

た観測は長期にわたるものが少なくなく、プロジェクト活動の管理と調整は容易な業務では

なかった。研究者間のコミュニケーションの促進は、学際的な研究を推進するためにも重要

であった。なお開発省からの活動資金の支援や水路海洋学局（Office of Navigation, Hydrography 
and Oceanography：SHOD）からの調査船の貸与などトルコ側からの支援もプロジェクトの効
率的な実施に貢献した重要な要素であった。 

 

（４）インパクト 
プロジェクトのインパクトのレベルは高い。 
プロジェクトでは研究者の一部はプロジェクトの計画を超えて研究を既に進めており、上

位目標の一部は達成されつつあると言える。プロジェクトに参加した研究者の多くがプロジ

ェクト終了後も研究を継続し、研究テーマをさらに発展させていく可能性はかなり高い。プ

ロジェクトの成果を生かして、災害への一層の備えのための学際的な研究が引き続き実施さ

れていくとみられる。またプロジェクトの研究成果の応用はプロジェクトの重要なインパク

トである。プロジェクトが開発した技術はイスタンブール市による調査に採用された。イス

タンブール市は、プロジェクトが開発したバクルキョイ地区の津波脆弱性評価の手法を適用

した津波ハザード分析の実施を、2017年にMETUのプロジェクト・メンバーに依頼した。METU
の調査チームは現在イスタンブール市のために調査を実施しており、リスク削減のための提
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言を市に行う予定である。需要があれば、上記の他にもプロジェクトで開発または使用した

技術は、地震・津波防災のために応用されたり、さらなる研究のために利用される可能性が

ある。それらの技術は主に、津波シミュレーション、地盤特性調査、建物の震動特性調査、

タンクの地震応答シミュレーション、統合地震シミュレーションなどの成果２及び３で実施

された研究で用いられたものである。 
 

（５）持続性 
プロジェクトの持続性は比較的高い。 
トルコ政府の地震・津波防災に関する政策には大きな変更の予定はなく、今後も政策的な

持続性が期待できる。KOERIが、マルマラ海での OBSと海底間測距装置を用いた海底観測を
継続するためには、SHODなど政府機関と協力的な関係を維持し、調査のための船を確保する
ことが重要となっている。またマルマラ海での海底観測の継続には、開発省やトルコ科学技

術研究評議会（Scientific and Technological Research Council of Turkey：TUBITAK）のような政
府機関からの財政的な支援を今後も確保する努力を継続する必要もある。技術的にはトルコ

側の大学の研究者の多くは研究継続に十分な技術レベルを持っており、技術的な側面での持

続性は高い。KOERI が 2017 年に OBS と海底間測距装置を用いた観測をほぼ単独で実施でき
たことは重要である。OBS と海底間測距装置を用いた海底観測の実施については、その観測
データを十分に活用するために、トルコ側は解析を行える研究者をさらに育成することが望

ましく、また研究実施のために研究者チームを組織することも必要とみられる。持続性を高

めるためには、特にデータ解析の分野での若手研究者への支援協力を継続することが持続性

向上に寄与する。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 
（１） 計画内容に関すること 

１） 中間レビューで提言されたように、プロジェクトの PDMは改訂され、プロジェクト目
標・上位目標がより的確に記述されるとともに、PDM 指標が設定され、プロジェクトの
意図する到達点を明確にされた。プロジェクトの活動と成果は基本的に変更されてはい

ないが、PDMの改訂によりプロジェクトの管理と評価をより的確に行えるようになった。 
 

（２） 実施プロセスに関すること 
１） プロジェクトの効果発現に貢献した重要な要因のひとつは、プロジェクトが新たな研

究技術の導入に成功していることである。プロジェクトは、OBS、海底間測距装置、OBEM、
高性能コンピューターなどの新たな研究用機材を導入した他、多くの先進的な研究手法

を導入し、研究成果を上げた。 
２） プロジェクトは日本側及びトルコ側の研究者による共同研究として、一般に良好な協

力関係のもとに実施された。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１） 計画内容に関すること 

特になし 
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を導入し、研究成果を上げた。 
２） プロジェクトは日本側及びトルコ側の研究者による共同研究として、一般に良好な協

力関係のもとに実施された。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
（１） 計画内容に関すること 

特になし 
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（２） 実施プロセスに関すること 
１） 上述のとおりプロジェクトは大きな問題無く進捗したものの、プロジェクトには多く

異なる学問分野の多数の研究者が二カ国の様々な機関から参加しており、その活動の管

理と調整は容易でなく、特にプロジェクト前半では、異なる研究グループ間のコミュニ

ケーションが不足している場合があった。 
 

３－５ 結論 
プロジェクトは計画した成果を達成し、プロジェクト期間内にプロジェクト目標を達成する

ことが見込まれる。プロジェクトは、理学と工学の多くの分野の研究を行い、さらにそれらを

総合した成果を生みだし、マルマラ海地域での被害地震の想定シナリオを設定し、津波のシミ

ュレーションを行った。それらの成果は地域セミナーや防災教材によって普及が行われた。ト

ルコ側及び日本側の研究者の良好な協力関係が成果の達成に貢献した。プロジェクトは妥当性、

有効性、効率性、インパクト、持続性の 5 項目の評価項目すべてにおいて良好な評価結果を得
ており、特に妥当性、有効性、効率性、インパクトについて高いパフォーマンスを達成してい

る。プロジェクトの持続性は、今後の KOERI内での OBSや海底間測距装置を用いた海底観測と
解析の実施体制の整備によってさらに高められることが期待される。 
 

３－６ 提言 
（１）プロジェクトは 2018年 3月にセミナーの実施を計画している。セミナーでは研究の意義

とプロジェクトの技術やアイデアのトルコでの適用を促進することが望ましい。セミナー

をより有意義にするためには、プロジェクトはその成果を、明解に、視覚化して、専門用

語の使用を減らして、技術の応用例を紹介するなどして、説明する必要がある。政府職員

や重要なステークホルダーに対して研究の意義についての理解を求めることは、研究の持

続性を増すために重要であり、彼らに対してセミナーへの出席を促すことが望ましい。  
 
（２）プロジェクトが作成した防災教材のより有効な利用のために、KOERIの AHEBはそれら

の教材を AFADEMと共有するだけでなく、教育省（Ministry of National Education：MONE）
などの関係機関やマスメディアに対しても紹介していくことが望ましい。 

 
（３）プロジェクト終了後に、OBS と海底間測距装置を用いた海底観測と解析をさらに実施し

ていくためには、KOERI と JAMSTEC の協力関係が必要と思われる。KOERI は JAMSTEC
からの助言を得るため密接な連絡関係を保つことが望ましい。 
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Terminal Evaluation Summery 
１．Outline of the Project 
Country: Turkey Project title: Project on Earthquake and Tsunami Disaster Mitigation 

in the Marmara Region and Disaster Education in Turkey Issue/Sector: Water resources 
and Disaster Management 
Division in charge: Global 
Environment Department, 
JICA 

Cooperation scheme：Technical Cooperation, Science and Technology 
Research Partnership for Sustainable Development (SATREPS) 

Period of 
Cooperation 

(R/D): 
February 8th, 
2013 
 
May 1st, 2013 
– April 30th, 
2018  

Total cost： 450 Million Yen 
Partner Country’s Implementing Organization: Kandilli Observatory 
and Earthquake Research Institute (KOERI) - Bogazici University, 
Middle East Technical University (METU), Istanbul University (IU), 
Republic of Turkey Prime Ministry Disaster and Emergency 
Management Presidency (AFAD), Disaster and Emergency Training 
Center of AFAD (AFADEM), Istanbul Metropolitan Municipality 
(IMM) and others 
Japanese Cooperation Organization: Japan Agency for Marine-Earth 
Science and Technology (JAMSTEC), the University of Tokyo, 
Edogawa University, Nagoya University, Tokyo Institute of 
Technology (TITEC), Kyoto University, Chuo University, Tohoku 
University, Port and Airport Research Institute (PARI), National 
Research Institute of Fire and Disaster (NRIFD) and others 
Related Cooperation:  

1-1. Background of the Project 
     The North Anatolian Fault (NAF) extends around 1,000 km across northern Turkey. During the 
20th century, many earthquakes with magnitude greater than seven ruptured the NAF including the 
latest 1999 Izmit-Golcuk (Ms=7.4) earthquakes in the Marmara region. On the NAF, large cities such as 
Izmit and Erzincan are located and Istanbul, the largest city in the country, is approximately only 20 km 
away from the fault. The seismic risk at the Marmara region seems to have been increased following the 
1999 Izmit-Golcuk earthquake. However, the segments beneath the Marmara Sea are the least studied 
segments of the NAF due to their underwater location thereby making their study technologically and 
economically challenging. 
     The Government of Turkey established the AFAD to promote efficient disaster risk management 
and developed earthquake observation systems in research institutes including universities. JICA 
supported the government’s efforts through the implementation of “Capacity Improvement Project on 
Seismic Observation (2010-2013)” and “Project on Capacity Development toward Effective Disaster 
Risk Management (2013-2017)”, for the capacity development of earthquake observation data real-time 
analyses and information dissemination with effective risk estimation by government agencies.  
     When a city is located near the epicenter of an earthquake, sufficient time for evacuation from 
tsunami hazard areas is not available, as is the case of the Great East Japan Earthquake in March 2011. 
To cope with this situation, it is necessary to examine and improve observation and data analysis 
systems to employ more precise methods using Ocean Bottom Seismometers (OBSs) and seafloor 
extensometers. However, such a system was inexistent in Turkey. In addition, there were strong needs 
to promote researches necessary to estimate tsunami risks and damages caused by earthquakes. With 
this background, “Project on Earthquake and Tsunami Disaster Mitigation in the Marmara Region and 
Disaster Education in Turkey” (hereinafter referred to as “the Project”) began in May 2013 under the 
scheme of “Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development (SATREPS)”, 
which is jointly promoted by JICA and Japan Science and Technology Agency (JST). 
1-2. Project Overview 
(1) Overall Goal 
   To promote disaster preparedness based on multidisciplinary research 
 
(2) Project Purpose 
   To construct probable scenarios of destructive earthquakes based on multidisciplinary researches  
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(3) Outputs 
1) Earthquake source model is created. 
2) Tsunami prediction based on earthquake cycle simulation is established.  
3) Seismic characterization and damage prediction is made. 
4) Disaster education materials based on research findings are developed and utilized. 

 
(4) Inputs: at the time of Terminal Evaluation  

1) Japanese side: 
Dispatch of experts: 27 Short-term experts from May 2013 to November 2017, 1 long-term expert 
(project coordination) 
Provision of equipment and materials: OBSs, High-performance computer, seismometers, GPS 
receivers and others 
Training in Japan: 12 trainees from KOERI, METU and IU trained in JAMSTEC, PARI, TITEC, 
Chuo University, the University of Tokyo, and Tohoku University 
Local costs: 537,904 lira from May 2013 to September 2017 (operation budget, equipment, 
training in Japan and others) 

2) Turkish side: 
Counterparts: More than 50 counterparts from the implementing organizations including a Project 
leader, a Project sub-leader, and a coordinator from KOERI, and group leaders from KOERI, 
METU, IU and AFAD  
Budget spent by the implementing agencies: 1,193,814 lira spent by KOERI from May 2013 until 
the time of the Terminal Evaluation (allocated by the Ministry of Development) , Operation costs 
disbursed from the current budget of the universities (METU and IU) 

2. Terminal Evaluation Team 
Members of 
the Japanese  
team 

Yuki ARATSU 
 
Shinji YOKOHORI 
 
Yutaka YAMAGUCHI 
Toshitsugu FUJII 
 
Ayaka KONDO 
 

Senior Assistant Director, Water Resources and Disaster Risk 
Reduction Group, Global Environment Department, JICA 
Deputy Director, Disaster Risk Reduction Team II, Global 
Environment Department, JICA 
Consultant, Cranberry Inc. 
Program Officer, SATREPS, Japan Science and Technology 
Agency (JST) (Observer), JST (Observer) 
SATREPS, Japan Science and Technology Agency (JST) 
(Observer) 

Members of 
the Turkish  
team 

Selen Arli Yilmaz 
Hasan Coban 
Bulent Ozmen 
 

Expert, Ministry of Development 
Expert, Ministry of Development 
Gazi University Earthquake Engineering Implementation and 
Research Center 

Period of 
Evaluation 

From October 15th to November 1st, 2017 Type of Evaluation: Terminal evaluation 

3. Overview of Evaluation Results 
3-1. Project Performance  
(1) Output 1 
    Output 1 has been already almost achieved. 
    The project constructed a model of the fault geometry and the segmentations of the main North 

Anatolian Fault under the Sea of Marmara. Further analyses of the data form the long-term 
seafloor seismic and geodetic observations are being conducted to clarify further the geometry of 
the NAF and changes of its coupling status. The project has been able to conduct observations 
under the sea successfully, using OBS, extensomenters and OBEM, extensometers and Ocean 
Bottom Electromagnetometer (OBEM). The OBSs were installed under the Sea of Marmara 4 
times (2014, 2015, 2016 and 2017) and the data was successfully retrieved in 3 times (2015, 2016 
and 2017). With the data analysis of OBS observations, the project produced 3-D tomographic 
modeling to obtain the precise hypocenters. 

 
(2) Output 2 
    Output 2 has been already almost achieved. 
    For a source model, the Project conducted simulations (dynamic rupture simulations) using 
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analysis data produced by the Output 1 and will conduct further advanced analyses using 
non-planar fault geometries by the end of the project. With regard to tsunami risk estimation, 
tsunami simulation was conducted for Haydarpasa Port and tsunami vulnerability assessment was 
also conducted for Yenikapi and Bakirkoy districts. For the vulnerability assessment, a new 
method, assessment with GIS-based multi criteria decision analysis methods, was used to 
understand tsunami risk better. The project treated not only tsunamis due to fault movements but 
also those produced by submarine landslides. The Project also developed a model for a tsunami 
warning system, specifically for the Marmara region to improve early detection capacity.   

 
(3) Output 3: 
    Output 3 has been already almost achieved. 
    The Project completed the planned activities to collect data to estimate sub-surface structure, 

installing 11 strong ground motion sensors in Istanbul and Terkirdag and having implemented 
microtremor measurement at about 160 sites surrounding the Sea of Marmara by June 2017. Then 
the Project compiled data and conducted simulation of 2 past earthquakes verifying the estimated 
sub-surface structure.  

    To study on seismic resistance, the project carried out microtremor measurements at 24 buildings 
to obtain dynamic properties of the structures. In addition the Project analyzed oil tanks, 
calculating the vibrations of the tanks and constructing 3D simulations. For the production of 
hazard maps, the Project successfully applied an advanced method, Integrated Earthquake 
Simulation (IES) system in the Zeytinburnu District of Istanbul, including site response analysis as 
well as structural seismic response analysis of existing buildings using their GIS data.  

     
(4) Output 4: 
    Output 4 has been already almost achieved. 
    The Project produced educational materials, 2 videos and a handbook, which are used at Disaster 

Preparedness Education Unit (AHEB) of KOERI for disaster education for the visitors; such as 
students, teachers, and local government officials. As a media content, CNN Turk produced a 
video program on an international workshop organize by the Project on disaster information 
literacy held at Nagoya University and broadcasted it in 2016. The Project also held regional 
seminars on disaster risk reduction of earthquake and tsunami. Collaboration for disaster 
management through regional disaster prevention community was encouraged with the 
coordination of local AFAD offices. In addition, Media Science Cafes were organized 3 times, 
which aimed to establish a platform where researchers and media professionals share their 
knowledge and experiences directly on disaster related matters, especially on earthquake and 
tsunami. 

 
(5) Project purpose 
    The Project Purpose is expected to be achieved. The Project produced and combined research 

results of many academic disciplines in science and engineering, producing probable scenarios 
including source models, tsunami simulations, simulation of waveforms of earthquakes, simulation 
of response of buildings and integrated earthquake simulation. Some of the research results were 
already published in international journals and presented in international conferences. In addition, 
the Project organized regional seminars in collaboration with provincial offices of AFAD, local 
governments and universities. The Project invited to the seminars people concerned including 
government officials and researchers to disseminate the information on the activities and the 
research results including probable scenarios, which were acknowledged by those stakeholders.  

 
3-2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
  The level of relevance of the Project is high. 
    The policy and institutional environment have not been substantially changed with regard to 

disaster risk management for earthquakes and tsunami, since the start of the Project. Turkey’s 
National Earthquake Strategy and Action Plan 2012-2023 (NESAP 2023) of AFAD continues to be 
the national policy framework, which aims at increased learning about earthquake, reducing the 
earthquake risk, and enabling a society that is prepared against the hazard. In May 2015, the 
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National Earthquake Monitoring Center (UDIM) of KOERI was reorganized as “Regional 
Earthquake-Tsunami Monitoring Center”, incorporating the tsunami monitoring function. This 
reorganization made KOERI more consistent with the activities of the Project. The Project is also 
in accordance with the cooperation policy of Japan with Turkey. Disaster preparedness and 
prevention are included in the priority area of “Support for sustainable economic development” in 
Japan’s County Assistance Policy for Turkey dated February 2012. 

 
(2) Effectiveness 
    The level of effectiveness of the Project is high. 
    The Project already published its research results in international journals, and further publications 

are expected during the rest of the project period and even after the end of the Project. The 
conditions of the earthquake source are becoming clearer and useful research results on the 
impacts of the earthquake have been produced, including those on tsunami, effects on sites and 
buildings. New research technologies have been introduced together with new types of survey 
equipment such as OBSs and extensometers. In addition to these, new innovative research methods 
were also successfully employed in this Project, which included tsunami human vulnerability 
assessment with GIS-based multi criteria decision analysis, electromagnetic survey and integrated 
earthquake simulation. The Project contributed to raise awareness of tsunami risk of the 
stakeholders. Currently AFAD, IMM and some other local governments are well aware of the risk 
and AFADEM already has a tsunami component in their training programs. The Project obtained 
acknowledgment of the research activities and results by stakeholders organizing regional 
seminars and producing educational materials. 

 
(3) Efficiency  
    The level of efficiency of the Project is high. 
  A number of surveys including those of offshore operation in the Sea of Marmara have been 

concluded without major delay or accidents. The logistic administration has been smooth. The 
introduction and setup of the equipment for observations and analysis have been conducted 
without any significant problems. Communication among the research group members seems to 
have improved compared with the time before the Mid-term review which indicated the necessity 
of the improvement. Although the Project has been progressing without substantial problems, the 
management of this type of project has not been an easy task. The Project is composed of many 
different types of surveys and analyses of different academic disciplines conducted by multiple 
organizations in the two countries. Promotion of communication among research members was 
important in order to realize interdisciplinary researches. Significant support by the concerned 
Turkish organizations was an important contributing factor for the efficient implementation of the 
Project, which included financial support for the operation by the Ministry of Development and 
provision of a ship for surveys by the Office of Navigation, Hydrography and Oceanography 
(SHOD). 

 
(4) Impact 
    The level of the impact of the Project is high. 
  The Project has already begun to achieve a part of the Overall Goal, as some research members 

have already initiated further research activities then planned. It is highly probable that most 
research members continue their researches and further develop research subjects, after the end of 
the project. Project’s outcomes contribute to accelerate their research for further disaster 
preparedness. Application of a research is also an important impact of the Project. One of the 
technologies developed by the Project has already been adopted by IMM. In 2017, IMM asked 
researchers of METU, who are also members of the Project, to apply the method of vulnerability 
assessment used in the Bakirkoy’s analysis to other districts of Istanbul, which seem to be prone to 
tsunami hazards. The researchers of METU are conducting the vulnerability assessment for IMM 
and will give recommendations to reduce disaster risks of those districts. Many other technologies 
developed or used in the Project can be useful for future application or further analyses to promote 
earthquake and tsunami preparedness, in case there exist needs for those technologies. They are 
especially researches conducted in the Output 2 and 3, which include tsunami simulation, sub-soil 
structure properties, structural dynamics of buildings, simulation of tank response and integrated 
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earthquake simulations. 
 
(5) Sustainability 
    The level of sustainability of the Project is relatively high. 
  There will be sustainability in policies, as there is not planned any fundamental change in the 

policies of Turkish Government with regard to earthquake and tsunami disaster reduction . 
Continuing collaborative relationship with the Office of Navigation, Hydrography and 
Oceanography (SHOD) or some other government agencies to secure a ship will contribute much 
to the KOERI’s sustainable seafloor observations using OBSs and extensometers in the Sea of 
Marmara. It is also necessary for KOERI to secure government’s financial support like that of the 
Ministry of Development or TUBITAK to keep the seafloor observations. Sustainability in 
technical aspect is high in many researches. The members of Turkish universities possess an 
advanced level of capacity in conducting many fields of researches and data analysis. It is worth 
mentioning that the KOERI team fully conducted the seafloor observations in 2017. For a research 
like the seafloor observations, it is better to secure more analysts or to form a team of analysts in 
order to fully utilize the observation results by the Turkish side. Therefore, continuing 
collaborative relationships in supporting younger researchers in some areas especially in data 
analysis will contribute to increased sustainability. 

 
3-3. Promoting Factors 
(1) Factors concerning to Planning 

1) As recommended by the Mid-term Review, the PDM was revised for more definite and accurate 
description of Project Purpose, Overall Goal, and Indicators, thus making the Project more effective 
for advancing towards the intended goal. The activities and results of the Project have been basically 
the same since the beginning of the Project, however more appropriate management and evaluation of 
the Project have become easier with the revision of the PDM. 

 
(2) Factors concerning to the Implementation Process 

1) One of the important contributing factors for the achievements of the Project is the successful 
introduction of new research technologies. The Project has successfully introduced a number of new 
types of survey equipment such as OBSs, OBEMs, extensometers, and a high-performance computer, 
together with various new innovative research methods employed in the studies of the Project.  
2) In general, the research activities of the Project have been implemented with good collaboration 
between the Japanese and Turkish researchers. 

 
3-4. Inhibiting Factors 
(1) Factors concerning to Planning 

None 
 
(2) Factors concerning to the Implementation Process 

1) As indicated above, although the Project has been progressing without substantial problems, the 
management and coordination of the Project activities has not been an easy task, since a large number 
of researchers of different academic disciplines participated from multiple organizations of the two 
countries. Communication among different research groups was sometimes insufficient especially in 
the first half of the Project period. 

 
3-5. Conclusion 
The Project will successfully achieve the expected outputs and the project purpose by the end of the 
Project Period. The Project produced and combined research results of many academic disciplines in 
science and engineering, constructing probable scenarios of destructive earthquakes and conducting 
tsunami simulation in the region of Marmara, which have been disseminated through the regional 
seminars and educational materials. Collaborative efforts by both of the Turkish and Japanese 
researchers have greatly contributed to the production of outputs. From a point of view of evaluation 
with the five criteria, the Project is highly evaluated in general, especially in its relevance, 
effectiveness, efficiency and impact. The sustainability of the Project is expected to be further enhanced 
by KOERI’s efforts to improve the system to implement the seafloor observations using OBSs and 
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extensometers and their data analyses. 
 
3-6. Recommendations  
(1) The Project plans to organize seminars in March 2018. It is advisable for the Project to organize the 
seminars so as to promote the significance of the researches and possible application of the Project’s  
technologies or ideas in Turkey. To make the seminars more effective, the outcomes of the Project shall 
be plainly and visually explained with relatively less technical terms introducing possible examples of 
application of the technologies. It is highly important for the Project to seek for understanding the 
significance of the researches by government officials and important stakeholders to make the 
researches more sustainable. These key persons are expected to be invited to the seminars.  
 
(2) For more effective use of the educational materials prepared by the Project, it is recommended for 
AHEB of KOERI to introduce them not only to AFADEM, but also other concerned organizations such 
as the Ministry of National Education (MONE) and mass media.  
 
(3) Collaborative relationships between KOERI and JAMSTEC deem necessary to further conduct 
surveys and analyses that uses OBS and extensometers after the end of the Project. It is recommended 
that KOERI keep close communication with JAMSTEC for their advice.  
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application of the technologies. It is highly important for the Project to seek for understanding the 
significance of the researches by government officials and important stakeholders to make the 
researches more sustainable. These key persons are expected to be invited to the seminars.  
 
(2) For more effective use of the educational materials prepared by the Project, it is recommended for 
AHEB of KOERI to introduce them not only to AFADEM, but also other concerned organizations such 
as the Ministry of National Education (MONE) and mass media.  
 
(3) Collaborative relationships between KOERI and JAMSTEC deem necessary to further conduct 
surveys and analyses that uses OBS and extensometers after the end of the Project. It is recommended 
that KOERI keep close communication with JAMSTEC for their advice.  
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第１章 評価調査の概要 
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施が求められている。 

トルコでは効率的な災害リスク管理を促進すべく、首相府防災危機管理庁（Republic of Turkey 
Prime Ministry Disaster and Emergency Management Presidency：AFAD）の設置や大学などの各研究
機関の地震観測等を進めてきているところであり、独立行政法人国際協力機構（JICA）でも、「地
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震観測能力強化プロジェクト」（2010 - 2013年）や「リスク評価に基づく効果的な災害リスク管
理のための能力開発プロジェクト」（2013-2017年）を通じて、地震観測データの即時解析にかか
る能力開発及び効果的なリスク評価から情報発信を行うための行政機関の能力開発を進めている。 

しかしながら、2011年 3月に我が国で発生した東日本大震災でも明らかになったとおり、都市
部が震源から非常に近い場合、地震発生から津波の到着までの時間的猶予が短いため、避難に要

する時間の確保が課題となる。そのためには、海底地震計（Ocean Bottom Seismograph：OBS）や
海底 GPSを用いたより精緻な観測や解析方法の検討・向上が必要になる。イスタンブールは地理
的にも非常にリスクが高い地域として考えることができるものの、現段階においては、精緻な観

測・分析体制が構築されているとは言えない状況である。 

効果的な災害リスク管理のためには、観測データに基づく災害予測とリスク評価、及び評価結

果に対する国民の正しい認識を促進するためのツール開発が不可欠である。 

このような状況の中、マルマラ海近郊で発生が考えられる地震・津波に備え、よりレベルの高

い技術を用いた観測の実施及び解析能力等の向上を目的に、トルコ政府から本案件が要請された。

同要請に対し、国立研究開発法人海洋研究開発機構（Japan Agency for Marine-Earth Science and 
Technology：JAMSTEC）を代表とする日本側研究グループは、地球規模課題対応国際科学技術協
力プログラム（Science and Technology Research Partnership for Sustainable Development：SATREPS）
として、国立研究開発法人科学技術振興機構（Japan Science and Technology Agency：JST）に本案
件のプロポーザルを提出し、採択を受けた。これに伴い、トルコ政府からの協力要請も採択され、

2012年 11月の詳細計画策定調査の実施、2013年 2月の討議議事録（Record of Discussion：R/D）
署名交換を経て、2013年 5月より国際共同研究である本プロジェクトが開始された。R/Dに記載
のとおり、2015 年 9 月には中間レビュー調査が実施され、さらに 2017 年 10 月から 11 月にかけ
て本終了時評価調査が実施されることとなった。 

１－２ 終了時評価調査の目的 

合同終了時評価調査の目的は次のとおりである。 

  (1) プロジェクトの投入、活動・成果の進捗、及び実施プロセスを確認し、プロジェクト目

標の達成見込みを検証する。 

  (2) 「事業評価ガイドライン」に基づき、評価 5項目（妥当性、有効性、効率性、インパク
ト、持続可能性）の観点から、プロジェクトが順調に成果達成に向けて実施されている

かを評価する。 

  (3) プロジェクトの残り期間における成果及びプロジェクト目標の達成見込み、プロジェク

ト終了後の成果の活用と持続性にかかる提言を取りまとめる。 

  (4) 上述の評価結果と提言を取りまとめ、先方実施機関と協議のうえ合意形成を図り、協議

議事録（Minutes of Meetings：M/M）署名により確認する。 
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１－３ プロジェクトの概要 

プロジェクトの概要は、2015年 9月 11日付けプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 
Design Matrix：PDM）バージョン 1 によると下記のとおりである。本終了時評価にあたっては、
この PDMバージョン 1 を用いることがトルコ側及び日本側の合同調整委員会（Joint Coordinating 
Committee：JCC）のメンバーによって了承された。同 PDMは、2013年 2月 8日に署名されたプ
ロジェクト R/Dによる PDMバージョン 0 （暫定版）の改訂版として、中間レビューで作成され
その後の合同調整委員会で提案について合意された。中間レビューでは、上位目標とプロジェク

ト目標を的確に記載し、プロジェクトの到達点を明確にするために指標を設定することが提言さ

れ、改訂版 PDMバージョン 1 が作成された。改訂することが提言され、その改訂案として合意
されたものが、2015年 9月 11日付け PDM Version 1 である。（付属資料 2） 

  (1) 上位目標 
学際的な研究を基に災害への備えを促進する。 

  (2) プロジェクト目標 
学際的な研究を基に被害地震の想定シナリオを設定する。 

  (3) 成果 
1. 海底観測に基づく想定マルマラ地震の震源モデルが構築される。 
2. 想定マルマラ地震の連動性評価と津波の予測がなされる。 
3. 想定マルマラ地震による構造物の振動・倒壊危険性予測がなされる。 
4. 研究成果を基に防災教材が開発され、利用される。 

  (4) 実施機関 
代表機関：ボアジチ大学カンデリ地震観測研究所（Kandilli Observatory and Earthquake 

Research Institute - Bogazici University：KOERI） 

  (5) プロジェクトサイト及び受益者 
プロジェクトサイト：イスタンブールおよびマルマラ地域 

受益者：トルコ側研究者およびマルマラ地域沿岸の 8県の住民 

  (6) プロジェクト実施期間 
専門家・研究者の最初のトルコ到着より 5年間（2013年 5月 1日～2018年 4月 30日） 

１－４ 調査団の構成 

合同終了時評価調査は次の団員により実施された。 

  (1) トルコ側 
氏名 担当 所属 

 Selen Arli YILMAZ  評価  開発省（MOD）専門家 
Hasan COBAN  評価 開発省（MOD）専門家 
Bulent OZMEN  評価  ガジ大学 地震工学実施研究センター 
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  (2) 日本側 
氏名 担当 所属 

荒津 有紀  団長／総括  JICA地球環境部専任参事 

横堀 慎二 調査企画  JICA地球環境部防災グループ防災第 2チーム主任専任 
 参事 

山口 豊  評価分析  有限会社クランベリー 
藤井 敏嗣 オブザーバー  JST SATREPS防災分野研究主幹 
近藤 礼佳 オブザーバー  JST 国際科学技術部（SATREPSグループ） 

 

１－５ 調査日程 

合同終了時評価調査の日程は付属資料のとおり。（付属資料 4） 

１－６ 調査の手法 

合同終了時評価調査は、「JICA事業評価ガイドライン」に沿って、必要なデータ・情報を収集、
整理、分析し、当初計画と活動実績、計画達成状況、評価 5項目等の観点から、プロジェクトの
実施状況を総合的に評価した。終了時評価調査の基本資料としては、2015年 9月 11日付け PDM
バージョン 1 を用いた。 

調査団は、まずプロジェクトに関する既存の文献、報告書等をレビューし、次に PDM に基づ

き、プロジェクトの実績（投入、活動、アウトプット、プロジェクト目標達成度など）および評

価 5項目ごとの調査項目に関するデータ・情報を収集・整理するための評価グリッドを作成し、
国内での専門家に対するインタビュー調査を実施した。さらに質問票を作成し、現地調査期間中

は評価グリッド及び質問票をもとに、プロジェクト実施に関わる専門家、カウンターパートに対

するインタビュー、関係機関に対するヒアリングを行った。（付属資料 5）これらの調査結果をも
とに、プロジェクト専門家・カウンターパートとも協議しながら、プロジェクトの進捗を確認し、

評価 5項目の観点からレビューを行い、提言を抽出し、合同終了時評価調査報告書に取りまとめ
た。 

JICAのプロジェクト評価では、評価における価値判断の基準として「評価 5項目」が採用され
ている。評価 5 項目は、1991 年に経済協力開発機構開発援助委員会（Organization for Economic 
Co-operation and Development – Development Assistance Committee：OECD-DAC）で提唱された開発
援助の評価基準であり、次の 5項目からなる。 

項目 評価の主な視点 
妥当性 相手国やターゲットグループの政策・方針、優先度やニーズと、プロジェクト

の目標・上位目標との整合性の度合い。 
有効性 プロジェクト目標の達成度合いを測り、活動・成果・目標の関係など、プロジ

ェクトが有効に組み立てられていたかどうかを検証。 
効率性 プロジェクトが期待する成果（アウトプット）を達成するために効果的に資源

（インプット）を使っているかどうかをみる。 
インパクト 上位目標への進捗度合のほか、プロジェクトによって意図的または意図せずに

生じる正・負の変化を評価する。環境・貧困削減・ジェンダー等の開発指標に
もたらす影響を含む。 

持続可能性 プロジェクトによる支援が終了しても成果・便益が継続するかどうかについて、
制度、技術、人材、財政の各視点からの見込み。 
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第２章 プロジェクトの実績 

２－１ 投入実績 

 ２－１－１ 日本側の投入 

  (1) 専門家の派遣 
プロジェクトは、2013年 5月 2～3日にトルコ現地で開催するキックオフ会議のため、12

名の研究者・専門家のトルコ到着により開始された。その後、イスタンブールの KOERIに
常駐する業務調整専門家が 2013年 7月に着任した。2017年 11月までの間で、計 27名の研
究者・専門家が短期派遣（のべ 1,315日間）されている。（付属資料 6） 

  (2) 資機材供与 
日本側から提供された主な資機材は、次のとおり。（付属資料 7） 

関連の活動 ○供与 □JAMSTEC貸与 使用場所 
1-1 （海底地震長期観測） ○ 海底地震計（OBS）- 10台 

□ OBS - 5台 
KOERI 
KOERI 

1-2 （海底下電磁気観測） ○ 電磁気電位差観測用レコーダー 
- 1台  

□ 海底電磁電位差計（OBEM）- 3
台 

□ 海底電位差計 （OBE） - 2台 
□ 電磁気電位差観測用レコーダー 

- 1台 

IU（KOERI経由） 
KOERI 
KOERI 
IU 

1-3 （海底間音響測距観測） ○ 海底間音響測距装置 – 5セット 
○ GPSレシーバー – 2台 

KOERI 
KOERI 

2-2 （津波シミュレーショ
ン） 

○ ワークステーション – 4台 
○ ワークステーション – 1台 

METU 
KOERI 

3-1 （地盤構造のモデリン
グと解析及び強振動

観測） 

○ 強震計- 11台  
□ 地震計 (微動観測)  - 11台 

IU（KOERI経由） 
IU（KOERI経由） 

3-3 （ハザードマップ開発） ○ 高性能計算機（HPC）- 1台 
○ ワークステーション  - 1台 

METU 

 

  (3) 本邦研修 
これまで KOERIより 6名、中東工科大学（Middle East Technical University：METU）より

5 名、イスタンブール大学（Istanbul University：IU）より 1 名の計 12 名のトルコ側研究者
が、JAMSTEC、港湾空港技術研究所（Port and Airport Research Institute：PARI）、中央大学、
東京工業大学（Tokyo Institute of Technology：TITEC）、東京大学、名古屋大学での研修に参
加した。またチャナッカレ・オンセキズ・マルト大学（Çanakkale Onsekiz Mart University：
COMU）より 1名、KOERIより 1 名が、それぞれ TITEC、京都大学の博士課程に国費留学
した。さらに 35名のトルコ側研究者がプロジェクト現地業務費を利用して日本を訪問し、
業務打合せ・会議参加・国内関係機関での研修等に参加した。（付属資料 8） 
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  (4) 現地活動費 
トルコでの現地活動のための費用を現地業務費（JICA 予算）から支出しており、主な内

訳は航空賃、航空賃以外の旅費、会議費、および一般業務費である。その 2013年 5月から
2017年 9月までの合計は 537,904リラとなっている。（付属資料 10） 

 ２－１－２ トルコ側の投入 

  (1) カウンターパートの配置 
プロジェクト・マネジャーとして実施機関である KOERI所長が任命され、さらに研究グ

ループごとに日本側とトルコ側の双方からグループ・リーダーが任命された。これらを含む

プロジェクトのメンバーは、JCCの場で確認・合意されてきた。カウンターパートの配置は
トルコ側の各参加機関内での人事異動により変動があり、常時およそ 50名が配置されてき
た。終了時評価実施時での最新の主要メンバーは下記のとおりである。（付属資料 9） 

プロジェクトでの役割 トルコ側 日本側 
1 プロジェクト・リーダー Haluk Ozener (KOERI) 金田 義行（JAMSTEC） 
2 プロジェクト副リーダー Nurcan Meral OZEL (KOERI) 高橋 成実（JAMSTEC） 
3 プロジェクト・コーディネ
ーター 

Dogan KALAFAT (KOERI) チタク セキン

（JAMSTEC） 
4 グループ 1リーダー Ali PINAR (KOERI) 

Oguz OZEL (IU) 
金田 義行（JAMSTEC） 

5 グループ 2リーダー Ahmet Cevdet YALCINER (METU) 堀 高峰（JAMSTEC） 
6 グループ 3リーダー Murat NURLU (AFAD) 

Erdal SAFAK (KOERI) 
堀 宗朗（東京大学） 

7 グループ 4リーダー Gulum TANIRCAN (KOERI) 
Ahmet DEMIRTAS 
(AFAD-AFADEM))  

隈本 邦彦（江戸川大学） 
阪本 真由美（名古屋大学）   

 

  (2) プロジェクトのための設備・施設 
JICA の業務調整専門家は KOERI で執務にあたっており、KOERI はその執務スペース及

び家具、水光熱費、インターネットなどの職場環境を提供・負担している。また KOERIは、
コンピューター、プリンター、外付けハードディス等プロジェクト活動のための設備を購入

している。（付属資料 7） 

  (3) カウンターパート予算 
実施機関である KOERIには開発省よりプロジェクト予算が割り当てられ、そこからプロ

ジェクト活動費が支出されている。その 2013年 5月から 2017年 10月までの合計は 1,193,814
リラであり、主な内訳としては、海底観測のための船舶レンタル、機材購入、研究活動関連

費、旅費、機材の輸入のための経費となっている。一方、IUと METUは開発省からのプロ
ジェクト予算の割り当てがないため、それぞれの経常予算により旅費やパソコン・サーバー

のアップグレード等プロジェクト活動にかかる経費をカバーしている。（付属資料 10） 
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２－２ 成果の達成 

各活動レベルの主な進捗については、別途、評価グリッドに整理した。（付属資料 11）各成果
の達成状況についての要約は次のとおり。 

 ２－２－１ 成果１ 

成果 海底観測に基づく想定マルマラ地震の震源モデルが構築される。 

指標 

1-1 震源モデルの作成と津波シナリオ開発へのフィードバック 
 
1-2 地域の地震波断層映像による 3次元速度構造を得ることによって地震活
動度の把握を改善する 

達成状況 

1-1 プロジェクトは、マルマラ海底の北アナトリア断層の主断層の震源モデ
ルとセグメンテーションを構築した。断層の固着状態の空間的・時間的
な状態変化をより明確にするために、海底地震及び地殻変動の長期観測
のデータ解析を進めている。 

 
1-2 マルマラ海底の北アナトリア断層で発生する微小地震の震源をより正
確に把握することによって、地震活動についての理解が進んだ。震源の
正確な把握によってプロジェクトは 3次元速度構造の断層モデル（地震
波トモグラフィー）を作成した。 

 

成果 1はほぼ既に達成された。 

  (1) 長期の継続的な海底地震観測 
プロジェクトは、OBS を、2014 年、2015 年、2016 年、2017 年の 4 回マルマラ海に設置

し、これまで 2015 年、2016 年、2017 年の 3 回のデータ回収に成功している。2017 年に設
置した OBSは 2018年に回収予定である。地震波トモグラフィーの技術を用いて、地震発生
帯の位置を特定し、3 次元の地殻速度構造を求めた。KOERI の陸上観測所ネットワークに
よる陸上観測点のデータも統合して解析が行われた。成果 1の最新の調査結果では、最近の
地震活動はマルマラ海中央部のセグメントでは穏やかであり、西部及び東部で活発である。

不活発な地震活動と過去のすべりの記録から、中央部は固着している可能性がある。成果 1
の地殻変動の観測によって、それが本当に固着しているかどうかが明らかになると期待され

る。 

  (2) マルマラ海底の地殻の状態についての解析（S波スプリッティング解析と応力テンソル
解析） 

OBS を用いた観測データを解析し地殻の状態を知るため、異方性構造を広域的に推定す
る S波スプリッティング解析を行うことのできるソフトウェア「LTsplit」を、日本側研究者
が開発した。マルマラ地域の地震波速度異方性を求めたところ、最大主応力軸の方向はおお

むね北西-南東方向であった。またトルコ側研究者による応力テンソル解析からも、北西-
南東方向の結果が出ており、二つの解析結果（S波スプリッティング解析と応力テンソル解
析）で、整合する結果が得られた。ただし、北アナトリア断層周辺では断層方向に沿った方

向に強い異方性を示しており、断層が発達するエリアでは断層が異方性に大きく寄与してい

る。 
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  (3) 地殻変動の観測 
5台の海底間測距装置を用いた観測システムによって、マルマラ海の Western High地域の

地殻変動を正確に測定することできた。先進的な測定及び解析技術によって北アナトリア断

層のすべりについての正確なデータを得ることができた。海底間測距装置は 2014年に最初
の設置を行い、さらに正確な観測を行うために 2016年には陸上にも GPS観測点をマルマラ
島北部と Kapidag 半島の北部に設置した。海底の海底間測距装置は 2017 年に無事回収され
ると同時に、マルマラ海の Central High地域に再設置された。 

  (4) 断層の動きについてのモデル 
上記のとおりマルマラ海をカバーするために、海底間測距離観測に加えて陸上の GPS デ

ータも統合して、プロジェクトは断層モデルを作成した。過去の研究成果からプレートが継

続的に東西方向に年間 25ミリ横ずれすると想定して、北アナトリア断層の動きを評価した。
この評価から年間 17mm 動いているが部分的に固着しているモデルが最もよく測位データ
を説明することがわかった。 

  (5) 電磁気・電位差観測 
マルマラ海底下の地殻構造と北アナトリア断層の状態を調査するため、電磁気・電位差

観測を実施した。海底での海底電磁電位差計（Ocean Bottom Electromagnetometer：OBEM）
による観測と陸上での電磁気電位差観測機器（LEMI）を用いて、2015 年から 2016 年にか
けて、電磁気・電位差観測が実施された。マルマラ海底下の地殻と上部マントルの比抵抗の

状態がより明確になった。これらの観測結果の解析から、マルマラ海底の Cinarcik Basinと
Central Basinの間付近に低比抵抗異常が発見された。プロジェクトは、マルマラ地域の陸上
での電磁気・電位差観測を継続し、データ解析を行っている。 

  (6) トレンチ調査 
過去のトレンチ調査と海底ボーリング調査のデータの収集を行った。エスキャシャヒー

ル・オスマンガジ大学（Eskişehir Osmangazi University：EOU）が断層周辺の調査結果をと
りまとめた。過去の大地震についてのトレンチ調査の結果は断層についての解析結果と整合

性があることがわかった。 
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図１ マルマラ海底の断層モデル（断面図） 

注）○は震源を表す、図１内の赤線の長方形 A～Eの部分は震源が少ない地域となっている。 
出典）合同調整委員会でのプロジェクトによる発表、2017年 10月 31日 
 

 ２－２－２ 成果２ 

成果 想定マルマラ地震の連動性評価と津波の予測がなされる 

指標 

津波リスク評価能力を提示する 
(1) 地震シミュレーションによる震源モデル 
(2) 洪水 
(3) 浸水深 
(4) 流速 
(5) 運動量流束 
(6) 選択された地域の脆弱性評価とマップ（少なくとも 2） 

達成状況 

(1) 地震シミュレーションによる震源モデルについては、平面断層の破壊
シミュレーションを行い、プロジェクト終了までにはより高度な非平
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ションを、ハイダルパシャ港、イエニカプ地区、バクルキョイ地区を
対象として、行った。 
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成果 2はほぼ既に達成された。 

  (1) 震源モデル 
震源モデルについて、まずプロジェクトは 2015年の成果 1の観測結果に基づく暫定震源

モデルを作成した。その後、成果 1による 2017年までの詳細な観測結果を用いて、震源モ
デルを改良した。断層のセグメントが破壊伝播シミュレーションの解析のターゲットとした。

不均質な応力の平面断層モデルの破壊伝播シミュレーション（低分解能及び高分解能）のテ
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ストを既に実施し、非平面的な断層のモデルについては、プロジェクトの終了までにシミュ

レーションを終える予定である。 

  (2) ハイダルパシャ港の津波シミュレーション 
プロジェクトは、イスタンブールのハイダルパシャ港について、港周辺の津波のパラメ

ータを NAMI-DANCEプログラム（津波シミュレーション・ツールと海岸での津波氾濫計算
を統合したプログラム）を用いて計算し、高分解能のマルマラ海の津波シミュレーションを

行った。港湾保護施設は津波に耐え得るように設計されていないため、ハイダルパシャ港で

津波が発生した場合は、防波堤の安定性が、荒波や氾濫が軽減できるかを左右する重要な要

素のひとつであることがわかった。 

  (3) イエニカプ地区の津波脆弱性評価 
プロジェクトは高分解能の津波氾濫モデルをもとに、イエニカプ地区の津波リスクの脆

弱性評価を行った。プロジェクトは、同地区での人の津波に対する脆弱性を新たな分析法（多

基準判断分析による階層分析法）を用いて分析し、津波に対するサイトの脆弱性と避難に関

するマップを作成した。サイトの脆弱性に関するマップには、イスタンブール市の使用のた

めのもの、地質、標高値、海岸からの距離が含まれる。また避難に関するマップでは、傾斜、

平地内での距離、建物への距離、道路網への距離を考慮している。これら要素の組合せを新

たに提案し、浸水深マップ、サイト脆弱性マップ、避難用マップを用い、津波ハザードマッ

プを作成した。 

  (4) バクルキョイ地区の津波脆弱性評価 
バクルキョイ地区の地震による津波脆弱性評価を、メトロポリタン大学で開発した評価

方法（メトロポリタン人的津波脆弱性評価法）で実施した。この評価では高分解能の津波ハ

ザード分析に、NAMI-DANCE プログラムと GIS 情報を用いた多基準判断分析を使用した。
イスタンブール市はこの調査手法を採用し、プロジェクトの研究者に同市の他の地区の津波

脆弱性評価の実施を発注した。 

  (5) 津波シナリオ・データベース 
2016 年に、マルマラ海の津波シナリオ・データベースが完成した。プロジェクトは断層

の動きによって発生する津波だけでなく、海底地滑りによる津波もデータベースに含めた。

地滑りによって発生する津波リスクは断層の動きによって発生するリスクより大きい場合

もあり得る。海底地滑りが発生する可能性のある地域が特定された。プロジェクトでは、

Ambarli港（マルマラ海の北岸に位置する港湾の総称）に対する海底地滑り津波のモデル（2
次元及び３次元）を作成中である。 

  (6) 津波早期警報システムのモデルの提案 
プロジェクトは、特にマルマラ海での津波リスクを早期に検知する能力を改善するため

に、津波の早期警報システムを開発してその実現のための提案を行った。地震早期警報シス

テムと津波リスク削減活動のステークホルダー（地区及び地域の災害や緊急事態管理のため

の組織や市民防災ユニットなど）と強く結びついたシステムの提案がなされた。 
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  (7) 即時震源解析システム 
2014 年、大地震（主に Mw 5.0 以上）の震源を自動的に推定する解析システム（Source 

estimates based on Waveform Inversion using Fourier Transformed Seismograms：SWIFT）が
KOERI に導入された。SWIFT の機能と利用をさらに高めるために、同システムの WEB 版
も設置された。 

 
図２ イスタンブール市バクルキョイ地区の津波脆弱性評価マップ 

出典）合同調整委員会でのプロジェクトによる発表、2017年 10月 31日 

 

 ２－２－３ 成果３ 

成果 想定マルマラ地震による構造物の振動・倒壊危険性予測がなされる 

指標 

3-1 
3-1-1 11サイトで 5年間の観測（プロジェクト終了まで） 
3-1-2 40カ所のサイトでの観測 
3-1-3 過去の 2地震を用いた想定 
3-1-4 5種の石油タンクの分析 
3-1-5 20の建物での観測 
3-2 
3-2-1 少なくとも 100チャネルでの観測データの収集と分析 
3-2-2 実大三次元振動破壊実験施設（Eディフェンス）による再現とその

他の建造物への予測 
3-3 
3-3-1 2地震動とのハザードマップ、高周波 (1 - 25 Hz) /低周波 (0.1 - 1. 

Hz),ゼイティンブルヌ 地区(5 km x 5 km x 150 m) 
3-3-2 2つの震源モデルによる地震動による２つのハザードマップ 

達成状況 

3-1 
3-1-1 イスタンブールとテキルダアの合計 11サイトで強震計を設置して

強震動観測を行った。 
3-1-2 2017年 6月までに、プロジェクト約 160カ所のサイトで微動観測を

行った。 
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成果 想定マルマラ地震による構造物の振動・倒壊危険性予測がなされる 
3-1-3 過去の 2地震（2014年のエーゲ海地震と 1912年のムレフテ地震）

を用いたシミュレーションを行った。 
 5種の石油タンクに対する地震動の危険性を分析する研究を行った。 
3-1-5 24の建物での微動調査を実施した。 
3-2 
3-2-1 日本人研究者が 960データチャネルを持つ実大三次元振動破壊実験

施設（Eディフェンス）での実験に参加した。 
3-2-2 日本人研究者が、Eディフェンスによる実験の数値解析による解析

を行い、トルコ人研究者が数値解析の研修を日本で受け、現在耐震
建造物の研究を実施している。 

3-3 
3-3-1 ゼイティンブルヌ地区で、高周波と低周波での地震動によるハザー

ドマップが先進的な統合的地震シミュレーションによって作成され
た。 

3-3-2 2つの震源モデルによる解析（確率論的地震ハザード解析システム）
を実施した。 

 

成果 3はほぼ既に達成された。 

  (1) 強震動観測 
2014年に強震計 10台を設置し、2015年 2月に 11台目を設置し、イスタンブール及びテ

キルダアで強震動観測を開始した。プロジェクトによる陸上での主な地震波観測の目的は、

地下の地盤構造（地震波速度構造）を様々な手法（経験的グリーン関数法や地震波干渉法な

ど）によって推定するためのデータを収集することであった。 

  (2) マルマラ地域の地下の地盤特性 
プロジェクトは、マルマラ地域でこれまで地下の地盤についてほとんど情報が得られて

いなかったサイト 160カ所以上を選んで、微動アレイ観測を実施した。実施した地域は、イ
スタンブール及びテキルダア（2013 年及び 2014 年）、チャナッカレ及びエディルネ（2015
年）、ブルサ及びヤロヴァ（2016年）、中央イスタンブール（2017年）であった。プロジェ
クトは、微動計を用いてサイトの地震動応答を調べ、表層地盤の構造（S波速度構造）を求
めた。（手法としては、レイリー波の位相速度を推定し、その逆解析によって表層地盤の S 
波速度構造モデルを構築する手法を用いた。） 

  (3) 地震波形のシミュレーション 
プロジェクトは、2014年 5月 24日のエーゲ海地震（Mw=6.9）、1912年 8月 9日のムレフ

テ地震（Mw=7.4）、マルマラ海（Tekirdag Basin）でのシナリオ地震（Mw=7.5）について地
震波形のシミュレーションを行った。シミュレートした地震波形を、微振動調査で得られた

サイトの地震動応答の特性を用いて増幅した。プロジェクトによれば、S波部分から成る主
要動を良く再現することができ、プロジェクトが作成した地盤モデルが妥当なものであるこ

とが確認された。 

  (4) 建物の振動特性 
プロジェクトは建物の振動特性を知るために建物内の常時微動計測を行った。常時微動

計測は、建物の耐震性を強化するための「都市再開発事業プロジェクト（Urban Transformation 
Project）」が実施されているゼイティンブルヌ地区で行った。一部の計測は、常時微振動を、
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建物内と周辺で同時に実施した。この計測は建物が建っている場所の地下地盤の特性を知る

ためであった。プロジェクトでは、2016 年にイスタンブール市のゼイティンブルヌ地区の
24の建物と 11サイトで常時微動測定を行った。 

  (5) 鉄筋コンクリート造り構造物の数値解析 
2015年 2名のトルコ人研究メンバーが、日本の国立防災科学技術研究所（National Research 

Institute for Earth Science and Disaster Prevention：NIED）兵庫耐震工学研究センターの 960デ
ータチャネルを持つ実大三次元振動破壊実験施設（Eディフェンス）の震動台実験に参加し
た。日本側研究メンバーは E ディフェンスによる破壊実験の数値解析を実施した。さらに
トルコ人 1名は、鉄筋コンクリート造り構造物の地震応答の数値解析のための研修を日本で
受け、名古屋大学で建築物の耐震性強化のための手段についての研究を継続している。 

  (6) 液体タンクの地震応答シミュレーション 
長周期の地震振動によりタンク内の液体が揺動（スロッシング）し、石油タンクなどの

構造が破壊されたり、液体が容器から溢れ出る被害などの問題に対処するため、プロジェク

トは、様々な直径と高さの比（アスペクト比）を持つタンクの地震による振動を短期的な応

答（衝撃応答）と長期的な応答（振動応答）に分けて研究した。まずプロジェクトは、トル

コと日本の石油化学プラントと精油所のタンクのデータを集め、典型的なタンクの形状や材

質の特性と過去の地震によるタンクの屋根と床部分の被害についての情報を収集した。さら

にプロジェクトはタンクの短期的な振動（タンクの壁）と長期的な振動（液体の揺動）を計

算し、3次元シミュレーションを行った。 

  (7) 統合地震シミュレーション 
地盤データと建物の GIS データを用いて地盤と建物の揺れを、複数の地震シナリオで何

通りものシミュレーションを、地区あるいは都市全体で行えるようにするシステム（統合地

震シミュレーション）をプロジェクトは、ゼイティンブルヌ地区をモデルとして開発した。
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図３ 地震動によるゼイティンブルヌ地区の建物の動き（最大変異） 

出典）プロジェクトによる論文、Abdurrahman Sahin, Rafet Sisman, Aysegul Askan and Muneo Hori (2016), Development of integrated 
earthquake simulation system for Istanbul, Earth, Planets and Space 
 

 ２－２－４ 成果４ 

成果 研究成果を基に防災教材が開発され、利用される 

指標 

4-1 少なくとも 2つの教材が災害予防教育ユニット、国民教育省等の防災
教育プログラムで使用される 

4-2 プロジェクトが作ったメディアと学会のネットワークを用いて、少な
くとも 2つのメディア・コンテンツ（ラジオ・テレビ）が作成される 

4-3 コミュニティと少なくとも 4回の地域セミナーを開催する 

達成状況 

4-1 プロジェクトは教材として、ビデオ 2本と小冊子 1冊を作成し、教材
は災害予防教育ユニットで使用されている。 

4-2 プロジェクトが作ったメディアと学会のネットワークによって、CNN
が 15分間の番組を作成しトルコで放映した。さらに現在プロジェクト
はプロジェクトの活動と成果を紹介するビデオを作成中である。 

4-3 4回の地域セミナーが開催された。 
 

成果 4はほぼ既に達成された。 

  (1) 教材開発 
下記の防災教材が、プロジェクトによって作成され、これらの教材は KOERIの災害予防

教育ユニット（Disaster Preparedness Education Unit：AHEB）での、生徒、教員、地方政府職
員などへの防災教育に使用されている。また、KOERIと AFADの災害研修センター（Disaster 
and Emergency Training Center：AFADEM）は、プロジェクトで開発した教材について、覚書
（Memorandum of Understanding：MOU）を交わしており、AFADEMに対する終了時評価時
のインタビュー結果で、実施中の公務員一万人に対する防災研修でも、これらの教材の一部

が利用されていることが確認された。 

プロジェクトが開発した教材のリスト 
- 地震・津波防災ビデオ「津波について知られていること（Tsunami Hakkinda Bilinenler）」 
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- 津波情報小冊子（Tsunami Bilgilendirme El Kitabi） 
- 子供向けアニメビデオ（Deprem ve Tsunami Hazirlik） 

  (2) メディア・コンテンツ 
CNN トルコは、名古屋大学減災連携研究センターが開催した国際シンポジウム「巨大災

害と災害情報－研究者とメディアの連携による災害情報リテラシーの向上－」についての

15分間のビデオプログラムを作成し、2016年に放映した。さらに、プロジェクトは終了時
評価実施時に、これまでのプロジェクトの成果をとりまとめたビデオを作成しており、メデ

ィアで放映される可能性もある。また、プロジェクトの活動や成果は下記のような様々な機

会にメディアによって伝えられている。 

- メディア・サイエンス・カフェについてのビデオ放映 CNNTurk News（2017年 3月） 
- シリーズでのプロジェクトの紹介 Acik Radio（2015年 11月、2016年 10月、2016年 11月） 
- 津波啓発デー 於 KOERI（2016年 11月） 

  (3) 地域セミナー 
プロジェクトは地震・津波防災に関する地域セミナーを実施した。地域の防災関連コミ

ュニティとの協力は地域の AFAD 事務所との協調によって促進された。プロジェクトの活
動や成果はこれらのセミナーでも普及された。 

- ヤロヴァ地域セミナー ヤロヴァ（Yalova）県 AFADとの共催（2015年 4月） 
- テキルダア地域セミナー テキルダア（Tekirdag）市との共催（2015年 9月） 
- チャナッカレ地域セミナー チャナッカレ（Canakkale）県AFADとの共催（2017年 2月） 
- イスタンブール地域セミナー イスタンブール（Istanbul）市AFADとの共催（2017年 9月） 

 

また、マルマラ地域市連合によって 2015年にブルサで開催された「市によるスマート・
サービス・サミット」や 2015年の METUで行われた「統合地震シミュレーションと高性能
計算機の適用」についてのセミナーでも、プロジェクトの活動は紹介された。 

  (4) メディア・サイエンス・カフェ 
プロジェクトによってメディア・サイエンス・カフェが 3 回（2014 年 11 月、2015 年 9

月、2017 年 3 月）実施された。これは特に地震・津波防災についての知識と経験を共有す
る関係を、メディアと研究者との間に顔の見える関係を作り上げ、プロジェクトの研究成果

をより正確に効果的にトルコ社会に伝えることが目的である。テレビ、新聞、インターネッ

トを含めたマスメディア関係者が参加し、それらのメディアでカフェの開催が報じられた。 

  (5) 共同国際シンポジウム 
プロジェクトは、インドネシア及びチリの SATREPSプロジェクトの代表、国連国際防災

戦略事務局（UNISDR）などとともに、2017年 2月に日本において「巨大災害と災害情報」
に関する共同シンポジウムを実施した。このシンポジウムでは、研究者とメディア関係者が

参加し、新たな科学的な研究をどうメディアに周知するか、また各国での事例や今後の研究

者とメディアのコミュニケーションの方向について意見交換を行った。 
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  (6) プロジェクト終了までのプロジェクトの成果普及のための活動 
2018 年 3 月に、プロジェクトはイスタンブールとアンカラにおいて、プロジェクトの成

果を普及するためのセミナーの実施を計画している。またプロジェクトはプロジェクトの成

果を展示するためのスペースをプロジェクト終了までに AHEB 内に作成することも計画し
ている。 

 
図４ 地域セミナー開催地 

 

２－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標 学際的な研究を基に被害地震の想定シナリオを設定する 

指標 
1. 想定されるシナリオが公表される。 
 
2. 想定されるシナリオが関係者に受け入れられる。 

 

プロジェクト目標は達成される見通しである 
プロジェクトは、理学と工学の多くの分野で研究成果を生み、またそれらを総合して、震源モ

デルの適用、津波シミュレーション、地震波形シミュレーション、建物とサイトの振動特性、統

合地震シミュレーションなどの、想定シナリオを用いた研究を実施してきた。研究成果のいくつ

かは既に「Earth, Planets and Space」や「Journal of Geophysical Research」などの国際誌に掲載され
ている。さらにそれらの研究成果は、プロジェクトが地震・津波防災のセッションを実施した欧

州地球科学連合などの国際会議でも公表された。また、プロジェクトは AFAD県事務所、地方政
府、大学等と協力して地域セミナーを開催し、公的部門の責任者や研究者等の関係者を招いた。

セミナーでは、想定されるシナリオ等のプロジェクトの成果と活動の情報が普及され、関係者に

認知された。 
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２－４ 位目標の達成見込み 

上位目標 学際的な研究を基に災害への備えを促進する 

指標 災害への一層の備えのために、学際的な研究がより盛んに実施される。 
 

達成される可能性がある 
プロジェクトによる学際的な研究は、プロジェクト終了後も、プロジェクトに参加したトルコ

側・日本側の研究者によって、研究が継続され学会発表または論文公表が行われる可能性がある。

終了時評価によって実施されたインタビュー調査では、研究メンバーの一部は既に、プロジェク

トの成果を基にさらに研究活動を行っており、プロジェクトの研究テーマを継続しさらに発展さ

せている。一部の研究者は既に研究実施のための資金的な援助の承認をトルコ科学技術研究評議

会（Scientific and Technological Research Council of Turkey：TUBITAK）、日本学術振興会（Japan 
Society for the Promotion of Science：JSPS）、その他国際機関などから得ることに成功している。
OBSや海底間測距装置を用いた海底観測を行う研究の実施の継続には、こうした研究補助金の確
保や、解析のための研究チームを組織することが重要となってくるとみられる。 

また、研究に参加する研究者の数もプロジェクト活動や研修の実施によって増加している。研

究者の一部は、プロジェクト終了後も観測データの解析を続け、さらに論文作成や学会でのプレ

ゼンテーションを行う予定である。各成果を担当した研究チームのメンバーの多くは、それぞれ

の担当分野を研究の関心領域または業務としており、今後もプロジェクトの成果を生かした研究

活動が継続し、災害への一層の備えのための、学際的な研究がより盛んに実施されることが期待

できる。 

２－５ 実施プロセス 

 ２－５－１ プロジェクトの実施体制 

トルコ側からは、プロジェクト・リーダー、プロジェクト副リーダー、コーディネーターが

すべて KOERI より任命されている。トルコ側からはさらに、実施機関である KOERI のもと、
METU、 IU、AFAD、AFADEM、イスタンブール大都市圏市役所（ Istanbul Metropolitan 
Municipality：IMM）、COMU、EOUなど多数の機関がプロジェクトに参加している。 

日本側からは、JAMSTEC から日本側チームのプロジェクト・リーダー、プロジェクト副リ
ーダー、コーディネーターが任命されている。さらに JAMSTEC を主要研究機関として、東京
大学、江戸川大学、名古屋大学、TITEC、京都大学、中央大学、東北大学、PARI、消防庁消防
大学校消防研究センター（NRIFE）などが参加している。 

プロジェクトではこのように機関が多数関与していることから、プロジェクトの活動を円滑

に運営するため、各成果レベルでグループ・リーダー、各活動レベルでサブリーダーをトルコ

側・日本側双方から任命し、多機関からなるグループを取りまとめるとともにグループを代表

してグループ内及びグループ間のコミュニケーションを取り持つように配慮する体制となっ

ている。 
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 ２－５－２ PDMによる管理 

中間レビューで提言されたようにプロジェクトの PDM は改訂され、プロジェクト目標・上位

目標がより的確に記述されるとともに、PDM指標が設定され、プロジェクトの意図する到達点が
明確にされた。プロジェクトの活動と成果は基本的に変更されてはいないものの、PDMの改訂に
よって、プロジェクトの管理と評価が容易になった。中間レビュー以降、プロジェクトの予定さ

れた活動実施と成果達成に向けて投入が促進され、またそれらに対する管理と評価も適切に行え

るようになった。 
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第３章 評価結果 

３－１ 評価 5項目 

 ３－１－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性は高い 

  (1) トルコにおける災害リスク管理のための政策・制度環境は、2013年のプロジェクト開
始当初からの変更はない。「トルコ国地震戦略及び行動計画（National Earthquake Strategy 
and Action Plan：NESAP2023）」及び「AFAD戦略計画 2013-2017」が引き続き国家政策
の基本的な枠組みとなっている。これらの政策では地震についての啓発を強化し、地震

災害のリスクを軽減し、災害により強い社会を作ることが目標とされている。 

  (2) 「トルコ国第 10次国家開発計画（2014-2018）」では、NESAPが国家防災戦略と位置付
けられており、同国家開発計画の防災管理計画の主な目標としては、マクロ経済・セク

ター・国土の計画策定において災害リスク管理を主流化する、災害に対する意識とレジ

リエンスの向上、災害に強い安全な住居の建設、があげられている。現在 AFADは「ト
ルコ災害リスク削減計画（TARAP）」を策定中であり、AFADによれば、TARAPでは優
先順位によってリスク削減のための活動を決め、組織間の調整を確保し投資の重複を避

けることを目標としている。 

  (3) 2015年 5月、KOERIの国家地震モニタリングセンター（National Earthquake monitoring 
center：UDIM）は、津波モニタリングの機能を加えて 2015年 5月に「地域地震・津波
モニタリングセンター」に改組された。これによりプロジェクトの活動は、より一層

KOERIの組織体制に沿うものとなった。なお KOERIは、2012年より UNESCO政府間
海洋学委員会の津波早期警報及び軽減システムのための政府間調整グループによって、

東部地中海、エーゲ海、黒海地域への国家津波警報センターとして指定され機能してい

る。 

  (4) プロジェクトは日本の対トルコ協力政策と一致している。2012年 2月の「対トルコ共
和国 国別援助方針」では、重点分野の「持続的経済発展の支援」に、防災・災害対策
のための支援が含まれている。この援助方針に沿って、2016年の 4月付けの「対トル
コ共和国 事業展開計画」では、防災・災害対策能力の向上プログラムの技術協力プロ

ジェクトの一つとして、このプロジェクトが位置づけられている。これまで日本とトル

コは防災分野の中でも地震関連の協力プロジェクトを継続的に実施してきており、2017
年には、開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業として「耐震補強

技術普及促進事業」が採択された。 
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 ３－１－２ 有効性 

プロジェクトの有効性は高い 

  (1) プロジェクト目標は達成される見込みである。プロジェクトは既に研究成果を国際誌等

に発表しており、研究成果のさらなる発表が残りのプロジェクト期間及びプロジェクト

終了後にも期待される。想定される震源の状況はより明確になってきており、津波や地

盤・建物の震動など地震のインパクトについての有益な研究成果があげられている。２

－２の「成果の達成」で既に指摘したように、計画された成果１～４の指標はほとんど

既に達成されており、多くの研究成果があげられ、プロジェクト目標の達成につながっ

ている。計画された活動の着実な実施と成果の産出が、プロジェクト目標達成の重要な

要素のひとつとなっている。また、プロジェクトは地域セミナーを計画どおり 4回実施
し、プロジェクトの活動と成果の広報を地域の防災関連のステークホルダーに対して行

っている。 

  (2) プロジェクトの有効性に貢献した重要な要因のひとつは、新たな研究技術の導入に成功

していることである。OBSや海底間測距装置などの新たな研究用機材の投入に伴い新
たな研究技術が導入された他、GIS情報を用いた多基準判断分析を使用した津波脆弱性
評価、統合地震シミュレーション、電磁気・電位差観測などの先進的な研究手法がプロ

ジェクトでは導入され、研究成果を上げている。 

  (3) プロジェクトは防災関連のステークホルダーの津波リスクに対する意識の向上に貢献

した。AFADやイスタンブール市はより明確に津波災害のリスクを認識するようになっ
ており、AFADEMの防災訓練には津波災害に対する対処が取り入れられるようになっ
ている。プロジェクトでは津波に関する防災教材が開発されAHEBで使用されている。 

 

 ３－１－３ 効率性 

プロジェクトの効率性は高い 

  (1) ほとんどの予定された観測と解析は、重大な問題なく実施された。マルマラ海底での調

査を含め多くの観測が大きな遅れや事故が無く、行うことができたことは重要な事実で

あった。ロジスティックな管理はスムーズであった。観測や解析のために必要な機材の

調達や設置も大きな問題も無く実施できた。 

  (2) 中間レビューでは研究グループ内のコミュニケーションの改善の必要性が指摘された

が、その後のプロジェクト期間中に改善がみられた。中間レビューまでの時期に比較し

て、後半のプロジェクトではグループ会合の開催数が増え、進捗報告書の作成も増加し

た。また JCC会合も予定とおり毎年実施され、プロジェクト内の異なる研究グループ
間の情報交換の機会となった。 

  (3) プロジェクトは大きな問題無く進捗したものの、プロジェクトには多く学問分野の多数

の異なるタイプの観測と解析が含まれ、日本とトルコの二国の多くの関係機関が実施に

参加しており、さらに観測は長期にわたるものが少なくなく、プロジェクト活動の管理
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と調整は容易な業務ではなかった。研究者間のコミュニケーションの促進は、学際的な

研究を推進するためにも重要であった。プロジェクトの終了期間が近づくにつれて研究

成果が増加していき、グループで成果が共有され、学際的な研究成果もまたさらに増え

ていくことが期待される。 

  (4) トルコ側からの支援もプロジェクトの効率的な実施に貢献した重要な要素であった。

KOERIの活動資金についてはトルコ開発省による支援があり、IUや METUなどのトル
コの他の大学では、それらの大学の経常予算から活動資金が負担された。また 2016年
よりトルコ海軍水路海洋学局（Office of Navigation, Hydrography and Oceanography：
SHOD）はプロジェクトのマルマラ海での観測のために無償で調査船を貸与している。 

  (5) 観測及び解析のために導入された機材は効率的に使用されている。OBS、OBEM、海底
間測距装置、強震計、高性能計算機などが、予定された活動に使用され、供与された機

材は良好に維持管理されている。 
 

 ３－１－４ インパクト 

プロジェクトのインパクトは高い 

  (1) 上位目標は通常は実施期間終了後、3～5年後に実現されることが期待されているが、
プロジェクトでは研究者の一部はプロジェクトの計画を超えて研究を既に進めており

上位目標の一部は達成されつつあると言える。プロジェクトに参加した研究者の多くが

プロジェクト終了後も研究を継続し、研究テーマをさらに発展させていく可能性はかな

り高い。プロジェクトの成果を生かして、災害への一層の備えのための学際的な研究が

引き続き実施されるとみられる。 

  (2) プロジェクトの研究成果の応用はプロジェクトの重要なインパクトである。プロジェク

トが開発した技術はイスタンブール市による調査に採用された。イスタンブール市は、

プロジェクトがバクルキョイ地区の津波脆弱性評価の手法を適用した津波ハザード分

析の実施を、2017年に METUのプロジェクト・メンバーに依頼した。METUの調査チ
ームは現在イスタンブール市のために調査を実施しており、リスク削減のための提言を

市に行う予定である。 

  (3) 需要があれば、上記の他にもプロジェクトで開発または使用した技術は、地震・津波防

災のために応用されたり、さらなる研究のために利用される可能性がある。それらの技

術は主に、津波シミュレーション、地盤特性調査、建物の震動特性調査、液体タンクの

地震応答シミュレーション、統合地震シミュレーションなどの成果２及び３で実施され

た研究で用いられたものである。津波シミュレーションはイスタンブール市の場合のよ

うに、津波リスクの軽減に用いることができる。地下の地盤特性の調査は建物建設の際

の安全な地盤の確保に利用できる。建物の震動特性の調査は耐震性を増すための耐震補

強または建物の建てなおしに役立つ。液体タンクの地震応答シミュレーションは耐震補

強や安全なタンク建設のためのガイドライン作成に役立つ。最後に、統合地震シミュレ
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ーションは戦略的に重要な地域、産業、インフラストラクチャーなどを地震災害から守

るための戦略的な都市計画に利用され得る。 

  (4) 若手研究者の育成もプロジェクトの重要なインパクトである。プロジェクトはトルコ人

若手研究者に日本での研修の機会を与え（付属資料 8本邦研修を参照）、微動観測など
では一部の日本の若手研究者がトルコで観測調査を経験することができた。さらにトル

コ人研究者 1名がこのプロジェクトの研究グループの支援を受け、日本で博士号の学位
を取得した。 

 

 ３－１－５ 持続性 

プロジェクトの持続性は比較的高い 

  (1) プロジェクトの活動は KOERI、METU、IUなど実施機関の目的と一致しており、また
トルコ政府の地震・津波防災に関する政策と整合性がある。トルコ政府の防災に関する

政策には大きな変更の予定はなく、政策的な持続性が期待できる。現在 AFADは「ト
ルコ災害リスク削減計画（TARAP）」を策定中であり、また AFADが政府の防災に関す
る政策の実施について調整役を果たすことが規定されていることから、KOERI他プロ
ジェクトの関係機関はプロジェクト終了後も AFADと良好な連絡関係を維持すること
が望ましい。 

  (2) マルマラ海での OBSと海底間測距装置を用いた海底観測の継続には、開発省や
TUBITAKのような政府機関からの財政的な支援を今後も確保する努力を継続する必要
がある。開発省は 2018年の KOERIのプロジェクト活動の継続を支援する資金を既に承
認しているが、その後については KOERIが申請をした場合には開発省が資金の支援を
行う可能性はあるとみられる。 

  (3) 終了時評価調査終了時に開催された合同調整委員会において、プロジェクト・リーダー

である KOERI所長から、KOERI内に海底観測を専門とする部署を創設する計画が公表
された。海底観測専門部署の設立は研究活動の持続性確保に貢献するとみられる。なお

同計画は未だ予算的な裏付けを得ていないため、今後の動向を見守る必要がある。 

  (4) KOERIはプロジェクト実施期間中に、マルマラ海での海底観測に使用する船を確保す
る努力行っており、2016年に KOERIは SHOD及びトルコの鉱物探鉱調査総局（MTA）
と技術協力協定を結んだ。これに基づき 2016年から SHODはプロジェクトに対して調
査船をプロジェクトの調査に提供している。持続的なマルマラ海での OBSと海底間測
距装置を用いた海底観測の実施には、SHODなど政府機関と協力的な関係を維持し、調
査のための船を確保することが重要となっている。 

  (5) プロジェクトは地域セミナーの実施と防災教材の開発により、プロジェクトの活動と成

果の情報の普及に努め、防災関連のステークホルダーに認識されてきた。しかし政府職

員や市民に対するプロジェクトの研究メンバーによるプロジェクトの研究の意義と技
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術の応用の可能性についての説明は、今後もさらに必要とみられる。こうした情報の伝

達はプロジェクトの持続性にも貢献するものと思われる。 

  (6) プロジェクトで供与した機材の使用及び維持管理のために、プロジェクトはトルコ及び

日本において OJTを実施してきた。例えば高性能計算機の導入に際しては入念な技術
協力が METUに対して行われ、また OBSと海底間測距装置の使用については調査船上
での訓練も実施された。さらに OBS観測に役立つ遠隔操作型の無人潜水機（Remotely 
operated vehicle：ROV）の使用についても船上での訓練機会が有った。JAMSTECは OBS
の維持管理を容易にするために、OBSの操作を簡単にするなどの工夫も行った。こう
した努力もあり、KOERIが 2017年に OBSと海底間測距装置を用いた観測をほぼ単独
で実施できたことは重要である。 

  (7) トルコ側の大学の研究者の多くは研究継続に十分な技術レベルを持っており、技術的な

側面での持続性は高い。OBSと海底間測距装置を用いた海底観測の実施については、
その観測データを十分に活用するためには、トルコ側は解析を行えるようさらに多くの

研究者を育成することが望ましく、また研究実施のために研究者チームを組織すること

も必要とみられる。持続性を高めるためには、特にデータ解析の分野での若手研究者へ

の支援協力が継続することが持続性向上に寄与する。 

  (8) プロジェクトの実施により、日本とトルコ側研究者の協力関係は強化された。こうした

研究協力関係はプロジェクト終了後も継続するとみられ、持続性に貢献する要素である。 
 

３－２ 結論 

プロジェクトは計画した成果を達成し、プロジェクト期間内にプロジェクト目標を達成するこ

とが見込まれる。プロジェクトは、理学と工学の多くの分野の研究を行い、さらにそれらを総合

した成果を生みだし、マルマラ海地域での被害地震の想定シナリオを設定し、津波のシミュレー

ションを行った。それらの成果は地域セミナーや防災教材によって普及が行われた。トルコ側及

び日本側の研究者の良好な協力関係が成果の達成に貢献した。プロジェクトは妥当性、有効性、

効率性、インパクト、持続性の 5項目の評価項目すべてにおいて良好な評価結果を得ており、特
に妥当性、有効性、効率性、インパクトについて高いパフォーマンスを達成している。プロジェ

クトの持続性は、今後の KOERI内での OBSや海底間測距装置を用いた海底観測と解析の実施体
制の整備によってさらに高められることが期待される。 
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第４章 提言 

４－１ 提言 

  (1) プロジェクトは 2018年 3月にセミナーの実施を計画している。セミナーでは研究の意
義とプロジェクトの技術やアイデアのトルコでの適用を促進することが望ましい。セミ

ナーをより有意義にするためには、プロジェクトはその成果を、明解に、視覚化して、

専門用語の使用を減らして、技術の応用例を紹介するなどして、説明する必要がある。

政府職員や重要なステークホルダーに対して研究の意義への理解を求めることは、研究

の持続性を増すために重要であり、彼らに対してセミナーへの出席を促すことが望まし

い。 

  (2) プロジェクトが作成した防災教材のより有効な利用のために、KOERIの AHEBはそれ
らの教材を AFADEMと共有するだけでなく、教育省（Ministry of National Education：
MONE）などの関係機関やマスメディアに対しても紹介していくことが望ましい。 

  (3) プロジェクト終了後に、OBSと海底間測距装置を用いた海底観測と解析をさらに実施
していくためには、KOERIと JAMSTECの協力関係が必要と思われる。KOERIは
JAMSTECからの助言を得るため密接な連絡関係を保つことが望ましい。 
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実
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ェ
ク
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れ
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れ
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れ
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。
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。
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催
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究
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に
防
災
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材
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開
発
さ
れ
、
利
用
さ
れ
る
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1.

  
少
な
く
と
も

2
つ
の
教
材
が
災
害
予
防
教
育
ユ
ニ

ッ
ト
、
国
民
教
育
省
等
の
防
災
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

で
使
用
さ
れ
る
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2.
  
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
作
っ
た
メ
デ
ィ
ア
と
学
会
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
用
い
て
、
少
な
く
と
も

2
つ
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メ
デ
ィ
ア
・
コ
ン
テ
ン
ツ
（
ラ
ジ
オ
・
テ
レ
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）
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作
成
さ
れ
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作

成
す
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。
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磁
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す
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。
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海
底
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を
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す
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。
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ョ
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。

 
2-

2 
津
波
発
生
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
う
。
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す
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す
る
。
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。
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。
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ク
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。
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す
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。
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ク
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介
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。
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が
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を
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す
る
。
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沿
岸
で
の
研
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り
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。
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邦
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内
で
の
活
動

 

 ト
ル
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 人
員
の
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 施
設
・
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材
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動
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条
件

 

実
施
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が
ア
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と
し
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参
加
す
る
。

 
  研
究
の
た
め
の
機
材
が
ト
ル
コ
に
輸
送
さ

れ
、
そ
の
後
、
日
本
に
返
送
さ
れ
る
。
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付属資料 3: PDM活動計画 
                                                                                                            バージョン 1 

(G1) 
研究課題 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 

1. 震源モデル構築 
【 3D速度構造モデル構築と断層モデルと地殻変動の
推定】 
（震源モデルグループ） 

     

1-1 海底地震の長期観測      
【既存情報のデータベース】      
【OBS Observation】    トルコ側の自律的な運営 
【OBSデータ解析】    トルコ側の自律的な運営 
【断層の推定】      
【震源の推定】      
【3D 速度構造の可視化】      
      
1-2 電磁気観測      
【既存情報のデータベース】      
【OBEM観測】      
【OBEMデータ解析】      
【地殻流体のイメージ化】      
      
1-3 海底間音響測距観測      
【既存情報のデータベース】      
【陸上 GPS解析】      
【海底間測距装置の設置】      
【データ収集と観測】      
【地殻変動の推定】      
      
1-4 トレンチ調査      
【既存情報のデータベース】      
【トレンチ調査データ収集】      
【断層モデルの推定】      

 
(G2) 

研究課題 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 
2. 地震発生サイクルシュミレーションに基づく津波予
測 
【シナリオ地震の想定】（地震サイクルシミュレーショ
ン・グループ） 

     

2-1 地震サイクルシミュレーション      
【既存情報のデータベース】      
【断層及び海底地盤モデルの構築】      
【暫定的な地震サイクル発生シミュレーション】      
【地震サイクル発生シミュレーション】      
【数値モデルと複数の発生シナリオの改訂】      
      
2-2 津波シミュレーション      
【既存情報のデータベース】      
【数値解析のテスト】      
【数値解析】      
【津波到達水位の分布等のパラメータ】      
【地震またはその他による津波シナリオの推定・シミ
ュレーションとそれによる津波パラメータ（水位、流
速、到達時間、流束）の決定】 

     

      
2-3 マルマラ海の津波シナリオ・データベース      
【過去の津波についてのデータベースの作成】      
【津波シナリオ・モデルの構築】      
【マルマラ海で発生可能性のあるすべての津波シナリ
オのデータベース作成】 

     

      
2-4 早期探知能力の改善      
【地震解析法の改善・実施・研修】      
【津波早期警報システムの提案実施のための必要条件
についての評価】 
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（G3） 
研究課題 FY2013 FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 

3. 地震特性評価及び被害予測 
【地盤の速度構造のモデル化、被害予測、ハザードマ
ップの向上】 
（強震動グループ） 

     

3-1速度構造をモデル化し、強震動推定のための分析を
行う 

     

【強震動観測の継続】   観測と解
析 

観測と解
析 

観測データ
の評価 

【微振動／常時微動の収集】   観測と解
析 

観測と解
析 

データの編
集と解釈 

【過去の地震の記録の編集及び利用による地質モデル
の検証】 

  シミュレ
ーション
の準備 

過去の地
震データ
の収集等 

モデルの検
証 

【液体貯蔵タンクの地震応答解析】   数値解析
プログラ
ムの開発 

解析の実
施と解釈 

解析の実施
と解釈 

【常時微動データの取集 20以上の建物】   観測と解
析 

観測と解
析 

観測データ
の評価 

      
3-2 大規模実験及び先端数値解析を使った構造物耐震
性評価 

     

【Eディフェンスによる実物大実験の実施】   実験 データ収
集と解析 

 

【高度な構造物の数値計算の実施】   モデルの
完成 

実施 解釈 

3-3 イスタンブールのハザードマップの向上      
【決定論的なハザードマップの作成】   モデルの

完成とシ
ミュレー
ションの
実施 

モデルの
完成とシ
ミュレー
ションの
実施 

シミュレー
ション結果
の解釈と視
覚化 

【確率論的なハザードマップの作成】   モデルの
完成とシ
ミュレー
ションの
実施 

モデルの
完成とシ
ミュレー
ションの
実施 

シミュレー
ション結果
の解釈と視
覚化 

 
（G4） 

研究課題 2013 2014 2015 2016 2017 2018 
(- 3月) 

4. 研究成果を基に防災教材が開発され、利用される       
4-1 プロジェクトの成果を利用して、防災教育プログラムの内容を
補足し、また開発する 

      

 [プロジェクトの成果を利用した効果的で分かりやすい教材の開
発] 

      

 [学校、病院、公共的な建物での防災教育プログラムの補完]       
 [研究の映像を用いたコンテンツの作成]       
 [プロジェクト・メンバーの機関を通じて研究映像の普及]       
       
4-2 メディアと学会が有効に協力する       
 [メディア・サイエンス・カフェの実施]       
 [プロジェクト紹介のための放送コンテンツの作成]       
 [インターネット・TVを通じてのプロジェクト PRビデオの放映]       
[プロジェクト紹介のためのテレビドキュメンタリーの作成支援]       

       
4-3 地域コミュニティにプロジェクトの成果を紹介する       
 [地域コミュニティによる地震・津波及び防災教育に関する研究紹
介セミナー実施支援] 

      

 [地震・津波に関する研究のシンポジウムへの貢献]       
 [地域の地震リスクの調査とフィードバック]       
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ェ
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付属資料 5: 面談者リスト  

1 トルコ側 

カウンターパート機関・関係機関 

1 Haluk OZENER (KOERI) Project leader 10/30 

2 Nurcan Meral OZEL  (KOERI) Sub project leader Group 2-1 10/16 

3 Dogan KALAFAT (KOERI) Project coordinator Group 1-1 10/17 

4 Ali PINAR (KOERI) Group 1 Co-Leader 1-1 10/17 

5 Zafer OGUTCU (KOERI) Group 1-1 10/16 

6 Cemil GURBUZ (KOERI) Group 1-1 10/23 

7 Mustafa Kemal TUNCER (IU) Group 1-2 10/24 

8 Ahmet Cevdet YALCINER (METU) Group 2 Leader 2-2 10/18 

9 Ysemin KORKUSUZ (KOERI) Group 2-1 10/16 

10 Ocal NECMIOGLU (KOERI) Group 2-3 10/17 

11 Ceren Ozer SOZDINLER  (KOERI) Group 2-3 10/17 

12 Murat NURLU (AFAD) Group 3 Co-Leader 10/19 

13 Erdal SAFAK (KOERI) Group 3 Co-Leader 10/23 

14 Oguz OZEL (IU) Group 3-1 10/24 

15 Eren UCKAN  (KOERI) Group 3-2 10/16 

16 Aysegul ASKAN (METU) Group 3-3 10/18 

17 Shaghayegh KARIMZADEH  (METU) Group 3-3 10/18 

18 Gulum TANIRCAN (KOERI) Group 4 Co-Leader 10/17 

19 Ahmet DEMIRTAS (AFADEM) Group 4 Co-Leader 10/18 

20 Fettah OLCAR (AFADEM) Deputy Manager of AFADEM 10/18 

21 Seyhun PUSKULCU (KOERI) Group 4-1 10/17 

22 Alev BERBEROGLU (KOERI) Group 4-1 10/17 

23 Miktad KADIOGLU  (ITU) Group 4-2 10/24 

24 Osman KILIC  (IMM) Group 4-3 10/24 

25 Semih AKTEKIN (MONE) General Director of Teacher Training and Development 10/27 

26 Ahmet Erhan ALTUNIZADE (MONE) Project Coordinator 10/27 

2  日本側 

 1)  プロジェクト 

1 金田 義行 JAMSTEC 10/2,10/29-10/31 

2 Seckin Ozgur CITAK JAMSTEC 10/6,10/15-10/31 

3 高橋 成実 JAMSTEC 10/6,10/29-10/31 

4  堀 高峰 JAMSTEC 10/2,10/29-10/31 

5 山中 浩明 TITEC 10/2 

6 有川 太郎 中央大学 10/4 

7 隈本 邦彦 江戸川大学 10/3 

8 堀 宗朗 東京大学 10/10, 10/29-10/31 

9 高橋 美保 プロジェクト調整員 10/15-10/31 

2)  日本大使館 

1 宮島 昭夫 駐トルコ日本大使 10/26,11/1 

2 野田 太一 参事官 10/26,11/1 

2)  日本総領事館 

1 江原 功雄 在イスタンブール総領事 10/31 

2 田中 剛士 在イスタンブール領事 10/31 

 2)  JICA 

1 安井 毅裕 トルコ事務所長 11/1 

2 松岡 秀明 次長 11/1 

3 勝間田 幸太 所員 10/31,11/1 

4 Mr. Ali BEKIN プログラム・オフィサー 10/18-10/19,10/27 
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付属資料 5: 面談者リスト  

1 トルコ側 

カウンターパート機関・関係機関 

1 Haluk OZENER (KOERI) Project leader 10/30 

2 Nurcan Meral OZEL  (KOERI) Sub project leader Group 2-1 10/16 

3 Dogan KALAFAT (KOERI) Project coordinator Group 1-1 10/17 

4 Ali PINAR (KOERI) Group 1 Co-Leader 1-1 10/17 

5 Zafer OGUTCU (KOERI) Group 1-1 10/16 

6 Cemil GURBUZ (KOERI) Group 1-1 10/23 

7 Mustafa Kemal TUNCER (IU) Group 1-2 10/24 

8 Ahmet Cevdet YALCINER (METU) Group 2 Leader 2-2 10/18 

9 Ysemin KORKUSUZ (KOERI) Group 2-1 10/16 

10 Ocal NECMIOGLU (KOERI) Group 2-3 10/17 

11 Ceren Ozer SOZDINLER  (KOERI) Group 2-3 10/17 

12 Murat NURLU (AFAD) Group 3 Co-Leader 10/19 

13 Erdal SAFAK (KOERI) Group 3 Co-Leader 10/23 

14 Oguz OZEL (IU) Group 3-1 10/24 

15 Eren UCKAN  (KOERI) Group 3-2 10/16 

16 Aysegul ASKAN (METU) Group 3-3 10/18 

17 Shaghayegh KARIMZADEH  (METU) Group 3-3 10/18 

18 Gulum TANIRCAN (KOERI) Group 4 Co-Leader 10/17 

19 Ahmet DEMIRTAS (AFADEM) Group 4 Co-Leader 10/18 

20 Fettah OLCAR (AFADEM) Deputy Manager of AFADEM 10/18 

21 Seyhun PUSKULCU (KOERI) Group 4-1 10/17 

22 Alev BERBEROGLU (KOERI) Group 4-1 10/17 

23 Miktad KADIOGLU  (ITU) Group 4-2 10/24 

24 Osman KILIC  (IMM) Group 4-3 10/24 

25 Semih AKTEKIN (MONE) General Director of Teacher Training and Development 10/27 

26 Ahmet Erhan ALTUNIZADE (MONE) Project Coordinator 10/27 

2  日本側 

 1)  プロジェクト 

1 金田 義行 JAMSTEC 10/2,10/29-10/31 

2 Seckin Ozgur CITAK JAMSTEC 10/6,10/15-10/31 

3 高橋 成実 JAMSTEC 10/6,10/29-10/31 

4  堀 高峰 JAMSTEC 10/2,10/29-10/31 

5 山中 浩明 TITEC 10/2 

6 有川 太郎 中央大学 10/4 

7 隈本 邦彦 江戸川大学 10/3 

8 堀 宗朗 東京大学 10/10, 10/29-10/31 

9 高橋 美保 プロジェクト調整員 10/15-10/31 

2)  日本大使館 

1 宮島 昭夫 駐トルコ日本大使 10/26,11/1 

2 野田 太一 参事官 10/26,11/1 

2)  日本総領事館 

1 江原 功雄 在イスタンブール総領事 10/31 

2 田中 剛士 在イスタンブール領事 10/31 

 2)  JICA 

1 安井 毅裕 トルコ事務所長 11/1 

2 松岡 秀明 次長 11/1 

3 勝間田 幸太 所員 10/31,11/1 

4 Mr. Ali BEKIN プログラム・オフィサー 10/18-10/19,10/27 
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月
）

 
20

15
年
度

 
（

20
15
年

4
月

 -
 2

01
6
年

3
月
） 

20
16
年
度

 
（

20
16
年

4
月

 -
 2

01
7
年

3
月
） 

20
17
年
度

 
（

20
17
年

4
月

 -
 現
在
）

 

1 
金
田

 
義
行

 
海
洋
研
究
開

発
機
構

/ 
 

香
川
大
学

 

20
13

/5
/1

 - 
20

13
/5

/8
 

20
13

/1
2/

22
 –

 2
01

3/
12

/2
7 

20
14

/3
/1

9 
– 

20
14

/3
/2

2 

(8
) 

(6
) 

(4
) 

20
14

/8
/2

3 
– 

20
14

/9
/1

 
20

14
/1

1/
23

 –
 2

01
4/

11
/2

7 
 

(1
0)

 
(5

) 
 

20
15

/4
/2

6 
– 

20
15

/5
/5

 
20

15
/7

/2
1 

– 
20

15
/7

/2
5 

20
15

/9
/3

– 
20

15
/9

/1
3 

(1
0)

 
(5

) 
(1

1)
 

20
16

/4
/1

4 
- 2

01
6/

4/
15

 
20

16
/1

1/
2 

- 2
01

6/
11

/7
 

20
16

/1
2/

24
 - 

20
16

/1
2/

29
 

20
17

/3
/4

 - 
20

17
/3

/8
 

(2
) 

(6
) 

(6
) 

(5
) 

20
17

/4
/2

7 
- 2

01
7/

4/
29

 
20

17
/5

/2
4 

- 2
01

7/
5/

27
 

20
17

/9
/1

7 
- 2

01
7/

9/
21

 

(3
) 

(4
) 

(5
) 

(9
0)

 
1 

2 
高
橋

 
成
実

 
海
洋
研
究
開

発
機
構

 

20
13

/4
/3

0 
– 

20
13

/5
/6

 
20

14
/3

/1
6 

– 
20

14
/3

/2
3 

 

(7
) 

(8
) 

20
14

/8
/2

8 
– 

20
14

/9
/1

 
20

14
/9

/1
8 

– 
20

14
/9

/2
7 

20
15

/3
/1

3 
– 

20
15

/3
/2

2 

(5
) 

(1
0)

 
(1

0)
 

20
15

/7
/1

8-
20

15
/7

/2
6 

20
15

/9
/5

 - 
20

15
/9

/1
3 

 

(9
) 

(9
) 

20
16

/6
/1

7 
- 2

01
6/

6/
27

 
20

16
/1

1/
2 

- 2
01

6/
11

/5
 

(1
1)

 
(4

) 
20

17
/4

/2
7 

- 2
01

7/
5/

7 
(1

1)
 

(9
3)

 
1 

3 
堀

 
高
峰

 
海
洋
研
究
開

発
機
構

 
20

13
/4

/2
9 

– 
20

13
/5

/5
 

 
(7

) 
20

14
/6

/1
 –

 2
01

4/
6/

6 
20

14
/8

/2
8 

– 
20

14
/8

/3
1 

(6
) 

(4
) 

20
15

/9
/5

 –
 2

01
5/

9/
12

 
(8

) 
20

16
/1

1/
2 

- 2
01

6/
11

/6
 

(5
) 

20
17

/9
/1

7-
 2

01
7/

9/
20

 
(4

) 
(3

4)
 

2 

4 
Se

ck
in

 C
IT

A
K

 
海
洋
研
究
開

発
機
構

 

20
13

/4
/2

9 
– 

20
13

/5
/8

 
20

13
/1

0/
1 

– 
20

13
/1

0/
18

 
20

13
/1

2/
19

– 
20

13
/1

2/
27

 
20

14
/3

/1
3 

– 
20

14
/3

/3
0 

(1
0)

 
(1

8)
 

(9
) 

(1
8)

 

20
14

/6
/1

4 
– 

20
14

/6
/2

7 
20

14
/8

/2
3 

– 
20

14
/9

/2
9 

20
15

/1
/2

4 
– 

20
15

/2
/9

 
20

15
/3

/1
1 

– 
20

15
/3

/2
7 

(1
4)

 
(3

8)
 

(1
7)

 
(1

7)
 

20
15

/4
/1

5 
– 

20
15

/5
/3

 
20

15
/6

/7
 –

 2
01

5/
6/

15
 

20
15

/7
/1

2 
- 2

01
5/

8/
1 

20
15

/8
/3

1 
- 2

01
5/

9/
27

 
20

16
/3

/4
 - 

20
16

/3
/2

4 

(1
9)

 
(9

) 
(2

1)
 

(2
8)

 
(2

1)
 

20
16

/4
/1

4 
- 2

01
6/

4/
19

 
20

16
/4

/2
3 

- 2
01

6/
4/

24
 

20
16

/6
/1

1 
- 2

01
6/

7/
3 

20
16

/8
/2

7 
- 2

01
6/

9/
13

 
20

16
/1

0/
31

 - 
20

16
/1

1/
13

 
20

16
/1

2/
24

 - 
20

17
/1

/2
9 

20
17

/2
/2

2 
- 2

01
7/

3/
12

 

(6
) 

(2
) 

(2
3)

 
(1

8)
 

(1
4)

 
(3

7)
 

(1
9)

 

20
17

/4
/1

3 
- 2

01
7/

4/
18

 
20

17
/4

/2
7-

20
17

/5
/1

6 
20

17
/5

/2
5 

- 2
01

7/
6/

13
 

20
17

/9
/3

 - 
20

17
/9

/2
1 

(6
) 

(1
5)

 
(2

0)
 

(1
9)

 

(4
18

) 
1 

5 
小
川

 
康
雄

 
東
京
工
業
大

学
 

20
13

/4
/2

9 
– 

20
13

/5
/5

 
(7

) 
20

15
/3

/1
4 

– 
20

15
/3

/2
3 

(1
0)

 
 

 
 

 
20

17
/6

/3
 - 

20
17

/6
/8

 
20

17
/8

/8
 - 

20
17

/8
/1

4 
(6

) 
(7

) 
(3

0)
 

1 

6 
笠
谷

 
貴
史

 
海
洋
研
究
開
発

機
構

 

 
 

20
15

/3
/1

4 
– 

20
15

/3
/2

3 
 

(1
0)

 
 

20
15

/6
/8

 –
 2

01
5/

6/
16

 
20

15
/7

/1
8 

- 2
01

5/
7/

27
 

20
16

/3
/1

3 
- 2

01
6/

3/
22

 

(9
) 

(1
0)

 
(1

0)
 

 
 

 
 

(3
9)

 
1 

7 
太
田

 
雄
策

 
東
北
大
学

 
20

13
/4

/3
0 

– 
20

13
/5

/6
 

(7
) 

 
 

20
16

/3
/1

3 
- 2

01
6/

3/
21

 
(9

) 
 

 
 

 
(1

6)
 

1 

8 
木
戸

 
元
之

 
東
北
大
学

 
20

13
/4

/3
0 

– 
20

13
/5

/6
 

20
14

/3
/1

6 
– 

20
14

/3
/2

3 
(7

) 
(8

) 
20

14
/9

/1
7 

– 
20

14
/9

/2
7 

20
15

/3
/1

6 
– 

20
15

/3
/2

1 
(1

1)
 

(6
) 

 
 

 
 

20
17

/4
/2

7 
- 2

01
7/

5/
12

 
(1

6)
 

(4
8)

 
1 

9 
有
川

 
太
郎

 
中
央
大
学

 
20

13
/5

/1
 –

 2
01

3/
5/

5 
20

13
/1

1/
28

 –
 2

01
3/

12
/1

 
(5

) 
(4

) 
 

 
20

15
/9

/1
4 

– 
20

15
/9

/2
0 

20
17

/2
/2

6 
- 2

01
7/

3/
1 

(7
) 

(4
) 

 
 

20
17

/7
/2

7 
- 2

01
7/

7/
31

 
(5

) 
(2

5)
 

2 

10
 
堀

 
宗
朗

 
東
京
大
学

 
20

13
/5

/1
 –

 2
01

3/
5/

5 
20

13
/1

2/
23

 - 
20

13
/1

2/
26

 
(5

) 
(4

) 
20

14
/8

/2
9 

– 
20

14
/9

/2
 

20
15

/2
/2

1 
– 

20
15

/2
/2

5 
(5

) 
(5

) 
20

15
/9

/5
 –

 2
01

5/
9/

12
 

(8
) 

20
16

/1
0/

20
 - 

20
16

/1
0/

23
 

20
16

/1
1/

2 
- 2

01
6/

11
/5

 
(4

) 
(4

) 
 

 
(3

5)
 

3 

11
 
山
中

 
浩
明

 
東
京
工
業
大

学
 

20
13

/4
/3

0 
– 

20
13

/5
/6

 
20

13
/1

0/
1 

– 
20

13
/1

0/
15

 
(7

) 
(1

5)
 

20
14

/9
/3

 –
 2

01
4/

9/
18

 
(1

6)
 

20
15

/9
/6

 –
 2

01
5/

9/
25

 
(2

0)
 

20
16

/9
/3

 - 
20

16
/9

/1
3 

(1
1)

 
20

17
/5

/2
5 

- 2
01

7/
6/

2 
(9

) 
(7

8)
 

3 

12
 
隈
本

 
邦
彦

 
江
戸
川
大
学

 
20

13
/5

/1
 –

 2
01

3/
5/

7 
20

13
/1

2/
22

- 2
01

3/
12

/2
8 

20
14

/3
/2

1 
– 

20
14

/3
/2

6 

(7
) 

(7
) 

(6
) 

20
14

/6
/2

1 
– 

20
14

/6
/2

5 
20

14
/8

/2
8 

– 
20

14
/8

/3
1 

20
14

/1
1/

22
 –

 2
01

4/
11

/2
7 

(5
) 

(4
) 

(6
) 

20
15

/4
/2

5 
– 

20
15

/5
/2

 
20

15
/7

/2
4 

- 2
01

5/
7/

29
 

20
15

/9
/6

 –
 2

01
5/

9/
11

 

(8
) 

(6
) 

(7
) 

20
16

/6
/2

2 
- 2

01
6/

6/
26

 
20

17
/3

/5
 - 

20
17

/3
/8

 
(5

) 
(4

) 
20

17
/4

/2
0 

- 2
01

7/
4/

24
 

20
17

/9
/1

2 
- 2

01
7/

9/
15

 
(5

) 
(4

) 
(7

4)
 

4 

13
 
阪
本

 
真
由
美

 
兵
庫
県
立
大

学
 

20
13

/4
/3

0 
– 

20
13

/5
/7

 
20

13
/1

2/
21

 –
 2

01
31

2/
27

 
(8

) 
(7

) 
20

14
/8

/2
8 

– 
20

14
/9

/3
 

 
(7

) 
 

20
15

/4
/2

5 
– 

20
15

/5
/2

 
20

15
/9

/6
 –

 2
01

5/
9/

12
 

 

(8
) 

(7
) 

 

20
17

/2
/2

5 
- 2

01
7/

3/
1 

(5
) 

20
17

/9
/1

7 
- 2

01
7/

9/
21

 
(5

) 
(4

7)
 

4 

14
 
吉
永

 
直
子

 
海
洋
研
究
開

発
機
構

 
20

13
/4

/2
9 

– 
20

13
/5

/8
 

20
13

/1
2/

21
– 

20
13

/1
2/

25
 

(1
0)

 
(5

) 
20

14
/8

/2
6 

– 
20

14
/9

/1
 

(7
) 

20
15

/9
/5

 –
 2

01
5/

9/
13

 
(9

) 
 

 
 

 
(3

1)
 

1 

15
 
内
田

 
直
希

 
東
北
大
学

 
20

14
/2

/1
0 

– 
20

14
/2

/1
3 

(4
) 

 
 

 
 

 
 

 
 

(4
) 

1 

16
 
汐
見

 
勝
彦

 
防
災
科
学
技

術
研
究
所

 
20

14
/2

/1
0 

– 
20

14
/2

/1
3 

(4
) 

 
 

 
 

 
 

 
 

(4
) 

1 

17
 
利
根
川

 
貴
志

 
海
洋
研
究
開

発
機
構

 
20

14
/2

/1
0 

– 
20

14
/2

/1
3 

(4
) 

 
 

 
 

 
 

 
 

(4
) 

1 

18
 
山
本

 
揚
二
朗

 
海
洋
研
究
開

発
機
構

 
20

14
/2

/1
0 

– 
20

14
/2

/1
3 

(4
) 

20
14

/6
/1

6 
– 

20
14

/6
/2

1 
(6

) 
20

15
/7

/1
8 

- 2
01

5/
7/

29
 

20
16

/6
/1

8 
- 2

01
6/

6/
28

 
(1

2)
 

(1
1)

 
 

 
20

17
/5

/5
 - 

20
17

/5
/1

3 
(9

) 
(4

2)
 

1 

  

A6-2 

19
 
長
江

 
拓
也

 
名
古
屋
大
学

 
20

14
/3

/1
3 

– 
20

14
/3

/1
6 

(4
) 

 
 

 
 

 
 

 
 

(4
) 

3 

20
 
中
野

 
優

  
海
洋
研
究
開

発
機
構

 
 

 
20

14
/6

/1
 –

 2
01

4/
6/

6 
(6

) 
 

 
 

 
 

 
(6

) 
2 

21
 
宮
崎

 
真
一

 
京
都
大
学

. 
 

 
20

14
/5

/3
1 

– 
20

14
/6

/4
 

(5
) 

20
15

/9
/9

 –
 2

01
5/

9/
14

 
(6

) 
 

 
 

 
(1

1)
 

2 
22

 
安
藤

 
亮
輔

 
東
京
大
学

. 
 

 
20

14
/6

/1
 –

 2
01

4/
6/

6 
(6

) 
 

 
 

 
 

 
(6

) 
2 

23
 
有
吉

 
慶
介

 
海
洋
研
究
開

発
機
構

 
 

 
20

14
/8

/2
3 

– 
20

14
/9

/3
 

(1
2)

 
 

 
 

 
 

 
(1

2)
 

2 

24
 
畑
山

 
健

 
消
防
庁
消
防

大
学
校

 
 

 
20

14
/9

/3
 –

 2
01

4/
9/

12
 

(1
0)

 
20

15
/9

/7
 –

 2
01

5/
9/

18
 

(1
2)

 
 

 
20

17
/5

/3
1 

- 2
01

7/
6/

7 
(8

) 
(3

0)
 

3 

25
 
地
元

 
孝
輔

 
東
京
工
業
大

学
 

 
 

20
14

/9
/3

 –
 2

01
4/

9/
18

 
(1

6)
 

20
15

/9
/1

0 
– 

20
15

/9
/2

7 
20

16
/3

/7
 - 

20
16

/3
/1

9 
(1

8)
 

(1
3)

 
20

16
/9

/3
 - 

20
16

/9
/1

3 
(1

1)
 

20
17

/5
/2

5 
- 2

01
7/

6/
10

 
(1

7)
 

(7
5)

 
3 

26
 
磯
野

 
真
一

 
海
洋
研
究
開

発
機
構

 
 

 
20

14
/8

/2
6 

– 
20

14
/9

/1
 

(7
) 

20
15

/9
/5

 –
 2

01
5/

9/
13

 
(9

) 
 

 
 

 
(1

6)
 

1 

27
 
大
堀

 
道
広

 
福
井
大
学

 
 

 
20

15
/1

/2
4 

– 
20

15
/2

/5
 

(1
3)

 
 

 
20

17
/1

/1
6 

- 2
01

7/
1/

28
 

(1
3)

 
20

17
/5

/3
1 

20
17

/6
/1

0 
(1

1)
 

(3
7)

 
3 

 
 

計
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

(1
,3

15
) 

 

28
 
高
橋

 
美
保

 
業
務
調

整
 

20
13

/7
/2

  
 

 
 

 
  

  
  

  
  

 (2
01

7/
9/

30
) 

 
 

 
 (2

01
8/

4/
30
ま
で
の
予
定

) 
 

 
 

 



  

A7-1 

付
属
資
料

7:
 
供
与
機
材

 
20

17
年

9
月

30
日
時
点

 
1)

 供
与
機
材

 
N

o 
機
材
名

 
メ
ー
カ
ー
・
ス
ペ
ッ
ク

 
数
量

 
金
額

 
配
達
日

 
使
用
場
所

 
使
用
状
況

 
1 

O
B

S（
海
底
地
震
計
）

 
N

ip
po

n 
M

ar
in

e 
En

te
rp

ris
es

, L
TD

. 
3 

15
,4

79
,6

40
 
円

 
20

13
/1

2/
26

 
K

O
ER

I 
活
動

1-
1 
（
運
用
中
）

 
2 

O
B

S（
海
底
地
震
計
）

 
N

ip
po

n 
M

ar
in

e 
En

te
rp

ris
es

, L
TD

. 
7 

35
,1

75
,0

00
 
円

 
20

14
/3

/1
8 

K
O

ER
I 

活
動

1-
1 
（
運
用
中
）

 
3 

海
底
間
音
響
測
距
装
置

 
K

ai
yo

de
ns

hi
ko

gy
o 

K
.K

. 
1 

8,
97

7,
50

0 
円

 
20

14
/9

/1
1 

K
O

ER
I 

活
動

1-
3 
（
運
用
中
）

 
4 

海
底
間
音
響
測
距
装
置

 
K

ai
yo

de
ns

hi
ko

gy
o 

K
.K

. 
4 

18
,9

13
,2

00
 
円

 
20

14
/9

/1
1 

K
O

ER
I 

活
動

1-
3 
（
運
用
中
）

 
5 

強
震
計

 
To

ky
o 

So
ku

sh
in

 
11

 
12

,9
60

,0
00

 
円

 
20

14
/8

/2
5 

Is
ta

nb
ul
大

(K
O

ER
I経
由

) 
活
動

3-
1 
（
運
用
中
）

 

6 
G

PS
レ
シ
ー
バ
ー

 
Tr

im
bl

e 
(U

SA
) 

2 
2,

72
7,

00
0 

円
 

20
15

/7
 

K
O

ER
I 

活
動

1-
3 
（
運
用
中
）

1
台
は
途
中
で
故

障
し
た
た
め
、
日
本
で
修
理
。
そ
の
後
、

ト
ル
コ
に
戻
し
て
い
る
。

 
7 

電
磁
気
電
位
差
観
測
計

(L
EM

I) 
Lv

iv
 C

en
tre

 o
f I

ns
tit

ut
e 

of
 S

pa
ce

 R
es

ea
rc

h(
U

kr
ai

ne
) 

1 
2,

62
0,

00
0 

円
 

20
15

/7
 

Is
ta

nb
ul
大

(K
O

ER
I経
由

) 
活
動

1-
2 
（
運
用
中
）

 
8 

コ
ン
パ
ス
グ
ラ
ス

 
株
式
会
社
石
神
井
計
器
製
作
所

 
1 

16
,5

24
 
円

 
20

17
/7

/2
7 

K
O

ER
I 

活
動

3-
1 
（
運
用
中
）

 
9 

れ
ん
が
ブ
ロ
ッ
ク
建
物
倒
壊
模
型

 
株
式
会
社
日
本
シ
ス
テ
ム
設
計

 
1 

1,
08

0,
00

0 
円

 
20

17
/2

/2
1 

K
O

ER
I 

活
動

4-
1 
（
運
用
中
）

 

10
 

H
PC

 c
om

pu
te

r 
B

O
X

X
 

1 
13

3,
40

0 
U

S D
 

20
16

/3
/2

2 
M

ET
U

 
活
動

3-
3 
（
運
用
中
）

 

11
 
ワ
ー
ク
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

 
B

O
X

X
 

1 
6,

29
0 

U
S D

 
20

16
/3

/2
2 

M
ET

U
 

活
動

3-
3 
（
運
用
中
）

 

12
 
ワ
ー
ク
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

 
B

O
X

X
 

5 
2,

00
0,

00
0 

円
 

20
17

/1
0/

25
 

4 
M

ET
U

, 1
 K

O
ER

I 
活
動

2-
2 
（
運
用
中
）

 
 2)

 ト
ル
コ
側
調
達
機
材

 
N

o 
機
材
名

 
メ
ー
カ
ー
・
ス
ペ
ッ
ク

 
数
量

 
金
額

 
配
達
日

 
使
用
場
所

 
使
用
状
況

 
1 

G
PR

S 
3G

 M
od

em
 

 
 

 
 

20
14

/3
 

 
2 

C
om

pu
te

r 
 

 
 

 
20

14
/3

 
 

3 
So

la
r P

an
el

 
 

 
 

 
20

14
/3

 
 

4 
3.

5”
 U

SB
 H

ar
d 

 
 

 
 

20
14

/3
 

 
5 

8 
G

B
 R

A
M

 
 

 
 

 
20

14
/3

 
 

6 
Sp

ar
e 

Pa
rts

 
 

 
 

 
20

14
/3

 
 

7 
C

om
pu

te
r 

 
 

 
 

20
14

 
 

8 
N

ot
eb

oo
k 

 
 

 
 

20
14

 
 

9 
So

la
r P

an
el

 
 

 
 

 
20

14
 

 
10

 
5 

U
SB

 H
ar

d 
D

isk
 

 
 

 
 

20
14

 
 

11
 

Sp
ar

e 
Pa

rts
 

 
 

 
 

20
14

 
 

12
 

Pr
in

te
r a

nd
 C

om
pu

te
r 

 
 

 
 

20
15

 
 

13
 

La
pt

op
 

 
 

 
 

20
15

 
 

14
 

O
B

 W
ei

gh
t A

pp
ar

at
us

 
 

20
 

 
 

20
15

 
 

15
 

Ex
te

rn
al

 H
D

 
 

5 
 

 
20

15
 

 
16

 
In

te
rn

al
 H

D
 

 
5 

 
 

20
15

 
 

17
 

In
te

rn
al

 H
D

 
 

3 
 

 
20

15
 

 
18

 
M

ac
hi

ne
ry

 e
qu

ip
m

en
t 

 
1 

 
 

20
16
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資
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7:
 
供
与
機
材

 
20

17
年

9
月

30
日
時
点

 
1)

 供
与
機
材

 
N

o 
機
材
名

 
メ
ー
カ
ー
・
ス
ペ
ッ
ク

 
数
量

 
金
額

 
配
達
日

 
使
用
場
所

 
使
用
状
況

 
1 

O
B

S（
海
底
地
震
計
）

 
N

ip
po

n 
M

ar
in

e 
En

te
rp

ris
es

, L
TD

. 
3 

15
,4

79
,6

40
 
円

 
20

13
/1

2/
26

 
K

O
ER

I 
活
動

1-
1 
（
運
用
中
）

 
2 

O
B

S（
海
底
地
震
計
）

 
N

ip
po

n 
M

ar
in

e 
En

te
rp

ris
es

, L
TD

. 
7 

35
,1

75
,0

00
 
円

 
20

14
/3

/1
8 

K
O

ER
I 

活
動

1-
1 
（
運
用
中
）

 
3 

海
底
間
音
響
測
距
装
置

 
K

ai
yo

de
ns

hi
ko

gy
o 

K
.K

. 
1 

8,
97

7,
50

0 
円

 
20

14
/9

/1
1 

K
O

ER
I 

活
動

1-
3 
（
運
用
中
）

 
4 

海
底
間
音
響
測
距
装
置

 
K

ai
yo

de
ns

hi
ko

gy
o 

K
.K

. 
4 

18
,9

13
,2

00
 
円

 
20

14
/9

/1
1 

K
O

ER
I 

活
動

1-
3 
（
運
用
中
）

 
5 

強
震
計

 
To

ky
o 

So
ku

sh
in

 
11

 
12

,9
60

,0
00

 
円

 
20

14
/8

/2
5 

Is
ta

nb
ul
大

(K
O

ER
I経
由

) 
活
動

3-
1 
（
運
用
中
）

 

6 
G

PS
レ
シ
ー
バ
ー

 
Tr

im
bl

e 
(U

SA
) 

2 
2,

72
7,

00
0 

円
 

20
15

/7
 

K
O

ER
I 

活
動

1-
3 
（
運
用
中
）

1
台
は
途
中
で
故

障
し
た
た
め
、
日
本
で
修
理
。
そ
の
後
、

ト
ル
コ
に
戻
し
て
い
る
。

 
7 

電
磁
気
電
位
差
観
測
計

(L
EM

I) 
Lv

iv
 C

en
tre

 o
f I

ns
tit

ut
e 

of
 S

pa
ce

 R
es

ea
rc

h(
U

kr
ai

ne
) 

1 
2,

62
0,

00
0 

円
 

20
15

/7
 

Is
ta

nb
ul
大

(K
O

ER
I経
由

) 
活
動

1-
2 
（
運
用
中
）

 
8 

コ
ン
パ
ス
グ
ラ
ス

 
株
式
会
社
石
神
井
計
器
製
作
所

 
1 

16
,5

24
 
円

 
20

17
/7

/2
7 

K
O

ER
I 

活
動

3-
1 
（
運
用
中
）

 
9 

れ
ん
が
ブ
ロ
ッ
ク
建
物
倒
壊
模
型

 
株
式
会
社
日
本
シ
ス
テ
ム
設
計

 
1 

1,
08

0,
00

0 
円

 
20

17
/2

/2
1 

K
O

ER
I 

活
動

4-
1 
（
運
用
中
）

 

10
 

H
PC

 c
om

pu
te

r 
B

O
X

X
 

1 
13

3,
40

0 
U

S D
 

20
16

/3
/2

2 
M

ET
U

 
活
動

3-
3 
（
運
用
中
）

 

11
 
ワ
ー
ク
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

 
B

O
X

X
 

1 
6,

29
0 

U
S D

 
20

16
/3

/2
2 

M
ET

U
 

活
動

3-
3 
（
運
用
中
）

 

12
 
ワ
ー
ク
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

 
B

O
X

X
 

5 
2,

00
0,

00
0 

円
 

20
17

/1
0/

25
 

4 
M

ET
U

, 1
 K

O
ER

I 
活
動

2-
2 
（
運
用
中
）

 
 2)

 ト
ル
コ
側
調
達
機
材

 
N

o 
機
材
名

 
メ
ー
カ
ー
・
ス
ペ
ッ
ク

 
数
量

 
金
額

 
配
達
日

 
使
用
場
所

 
使
用
状
況

 
1 

G
PR

S 
3G

 M
od

em
 

 
 

 
 

20
14

/3
 

 
2 

C
om

pu
te

r 
 

 
 

 
20

14
/3

 
 

3 
So

la
r P

an
el

 
 

 
 

 
20

14
/3

 
 

4 
3.

5”
 U

SB
 H

ar
d 

 
 

 
 

20
14

/3
 

 
5 

8 
G

B
 R

A
M

 
 

 
 

 
20

14
/3

 
 

6 
Sp

ar
e 

Pa
rts

 
 

 
 

 
20

14
/3

 
 

7 
C

om
pu

te
r 

 
 

 
 

20
14

 
 

8 
N

ot
eb

oo
k 

 
 

 
 

20
14

 
 

9 
So

la
r P

an
el

 
 

 
 

 
20

14
 

 
10

 
5 

U
SB

 H
ar

d 
D

isk
 

 
 

 
 

20
14

 
 

11
 

Sp
ar

e 
Pa

rts
 

 
 

 
 

20
14

 
 

12
 

Pr
in

te
r a

nd
 C

om
pu

te
r 

 
 

 
 

20
15

 
 

13
 

La
pt

op
 

 
 

 
 

20
15

 
 

14
 

O
B

 W
ei

gh
t A

pp
ar

at
us

 
 

20
 

 
 

20
15

 
 

15
 

Ex
te

rn
al

 H
D

 
 

5 
 

 
20

15
 

 
16

 
In

te
rn

al
 H

D
 

 
5 

 
 

20
15

 
 

17
 

In
te

rn
al

 H
D

 
 

3 
 

 
20

15
 

 
18

 
M

ac
hi

ne
ry

 e
qu

ip
m

en
t 

 
1 

 
 

20
16

 
 

  

A7-2 

3)
 日
本
側
か
ら
の
貸
与
機
材

 

N
o 

機
材
名

 
メ
ー
カ
ー
・
ス
ペ
ッ
ク

 
数
量

 
金
額

 
配
達
日

 
使
用
場
所

 
使
用
状
況

 

1 
O

B
S（
海
底
地
震
計
）

 
JA

M
ST

EC
所
有

 
5 

 
 

20
15

/3
 

K
O

ER
I 

活
動

1-
1 
（

20
17
年

9
月
 
日
本
へ
返

送
済
み
）

 

2 
O

B
E（
海
底
電
位
差
計
）

 
JA

M
ST

EC
所
有

 
2 

 
 

20
15

/3
 

K
O

ER
I 

活
動

1-
2 
（

20
15
年

6
月
以
降
紛
失
し

た
が
、

20
17
年
に

1
台
は
回
収
で
き
、

９
月
に
日
本
へ
返
送
済
み
）
 

 

3 
O

B
EM

 （
海
底
電
磁
電
位
差
計
）

 
JA

M
ST

EC
所
有

 
3 

 
 

20
15

/3
 

K
O

ER
I 

活
動

1-
2（
使
用
後
、

20
15
年
末
に
デ
ー

タ
解
析
の
た
め
日
本
に
返
送
）

 
4 

電
磁
気
電
位
差
観
測
計

 
東
京
工
業
大
学
所
有

 
1 

 
 

20
17

/0
8 

IU
 

活
動

1-
2（
使
用
後
、
日
本
に
戻
す
予
定
）

 



  

A8-1 

付
属
資
料

8:
 
本
邦
研
修

 
20

17
年

10
月
現
在

 
ス
キ
ー
ム

 
氏
名

 
所
属

 
期
間
（
到
着
・
出
発
）

 
訪
問
先
・
受
入
先

 
活
動

 

1 
本
邦
研
修
（

JI
C

A
予
算
）

 

1 
H

as
an

 G
ok

ha
n 

G
ul

er
 

M
ET

U
 

20
13
年

12
月

10
日

 –
 2

01
4
年

3
月

9
日

 
港
湾
空
港
技
術
研
究
所

(津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

) 
2-

2 

2 
C

er
en

 O
ze

r 
 

So
zd

in
le

r 
K

O
ER

I 
20

14
年

9
月

2
日

 –
 2

01
4
年

10
月

19
日

 
海
洋
研
究
開
発
機
構
／
港
湾
空
港
技
術
研
究
所
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

2 

3 
B

ar
is 

U
na

l 
M

ET
U

 
20

14
年

10
月

20
日

 –
 2

01
4
年

12
月

26
日

 
東
京
大
学
地
震
研
究
所
（
並
列
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
環
境
に
よ
る
統
合
地
震

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
3-

3 

4 
Ya

se
m

in
 K

or
ku

su
z 

K
O

ER
I 

20
15
年

7
月

15
日

 –
 2

01
5
年

10
月

10
日

 
東
京
大
学
地
震
研
究
所
（

3D
破
壊
伝
播
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
1-

1-
b 

5 
C

em
 Y

en
id

og
an

 
K

O
ER

I 
20

15
/9

/2
7 

- 2
01

5/
12

/1
7 

名
古
屋
大
学
減
災
連
携
研
究
セ
ン
タ
ー
（
地
震
特
性
評
価
及
び
被
害
予
測

- 
鉄

筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
建
物
の
地
震
応
答
数
値
解
析
）

 
3-

2 

6 
Ya

se
m

in
 K

or
ku

su
z 

K
O

ER
I 

20
16

/7
/3

 - 
20

16
/9

/2
9 

東
京
大
学
理
学
系
研
究
科
（
地
震
サ
イ
ク
ル
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

- 
動
的
破
壊

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
手
法
）

 
2-

1 

7 
C

er
en

 O
ze

r S
oz

di
nl

er
 

K
O

ER
I 

20
16

/5
/2

3 
- 2

01
6/

6/
17

 
中
央
大
学
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

- 
津
波
遡
上
か
ら
伝
搬
ま
で
の
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

3 

8 
H

as
an

 G
ok

ha
n 

G
ul

er
 

M
ET

U
 

20
16

/1
0/

16
 - 

20
16

/1
1/

11
 

中
央
大
学
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

2 
9 

Ez
gi

 G
iz

em
 C

in
er

 
M

ET
U

 
20

17
/7

/2
 - 

20
17

/8
/2

6 
中
央
大
学
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

2 

10
 

B
as

ak
 H

af
iz

e 
B

ay
ra

kt
ar

 
K

O
ER

I 
20

17
/7

/2
 - 

20
17

/8
/1

9 
中
央
大
学
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

3 

11
 

M
eh

m
et

 S
af

a A
rs

la
n 

IU
 

20
17

/6
/1

1 
- 2

01
7/

8/
26

 
東
京
工
業
大
学
す
ず
か
け
台
キ
ャ
ン
パ
ス
（
地
震
波
干
渉
法
に
基
づ
く
強
震
観

測
記
録
の
分
析
）

 
JA

M
ST

EC
横
浜
研
究
所
、
そ
の
他

 
3-

1 

12
 

O
m

er
 K

op
uz

 
K

O
ER

I 
20

17
/1

0/
01

 - 
20

17
/1

0/
28

 
東
北
大
学
（
海
底
間
音
響
測
距
解
析
）

 
 

13
 

H
as

an
 G

ok
ha

n 
G

ul
er

 
M

ET
U

 
20

17
/1

0/
16

 - 
20

17
/1

1/
24
（
予
定
）

 
中
央
大
学
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

2 

2 
文
部
科
学
省
に
よ
る
国
費
留
学

 
1 

O
zl

em
 

K
ar

ag
oz

 
C

an
ak

ka
le
大
学

 
20

13
年

10
月
～

 2
01

7
年

3
月
博
士
号
取
得

 
東
京
工
業
大
学
博
士
課
程
（
地
盤
構
造
モ
デ
リ
ン
グ
の
た
め
の
観
測
・
解
析
技

術
）

 
3-

1 

2 
Irf

an
 K

ili
c 

K
O

ER
I 

20
14
年

10
月
～

20
16
年

3
月
（
博
士
号
未
取

得
）

 
京
都
大
学
大
学
院
理
学
研
究
科
博
士
課
程
（
地
震
発
生
サ
イ
ク
ル
計
算
）

 
2-

1 

3 
現
地
業
務
費
に
よ
る
渡
航

 

1 
A

hm
et

 Y
al

ci
ne

r 
M

ET
U

 
20

14
年

1
月

28
日

 –
 2

01
4
年

2
月

4
日

 
PA

R
I 
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

2 
2 

G
ul

um
 T

an
irc

an
 

K
O

ER
I 

20
14
年

5
月

10
日

 –
 2

01
4
年

5
月

18
日

 
東
北
、
名
古
屋
（
視
察
・
討
論
）

 
4-

1 
3 

H
as

an
 G

ok
ha

n 
G

ul
er

 
M

ET
U

 
20

14
年

7
月

26
日

 –
 2

01
4
年

7
月

31
日

 
北
海
道
（

A
O

G
S 
会
議
参
加
）

 
2-

2 
4 

D
og

an
 K

al
af

at
 

K
O

ER
I 

20
14
年

11
月

8
日

 –
 2

01
4
年

11
月

18
日

 
JA

M
ST

EC
 （

O
B

S
作
業
や
作
業
環
境
の
見
学
）

 
1-

1 
5 

Su
le

ym
an

 T
un

c 
K

O
ER

I 
6 

Za
fe

r O
gu

tc
u 

K
O

ER
I 

20
14
年

11
月

27
日

 –
 2

01
4
年

12
月

14
日

 
JA

M
ST

EC
（
船
舶
「
よ
こ
す
か
」
に
乗
船
、

O
B

S
の
設
置
・
回
収
作
業
を
見

学
）

 
1-

1 
7 

O
zk

an
 C

ok
 

K
O

ER
I 

8 
M

eh
m

et
 Y

ilm
az

er
 

K
O

ER
I 

9 
Er

en
 U

ck
an

 
K

O
ER

I 
20

14
年

12
月

14
日

 –
 2

01
4
年

12
月

21
日

 
消
防
庁
消
防
大
学
校

 消
防
研
究
セ
ン
タ
ー
（
オ
イ
ル
タ
ン
ク
関
連
）

 
3-

3 
10

 
A

bd
hl

la
h 

Sa
hi

n 
Yi

ld
iz
工
科
大
学

 
20

15
年

2
月

2
日

 –
 2

01
5
年

2
月

5
日

 
東
京
大
学
地
震
研
究
所
 
（
統
合
地
震
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
）

 
3-

3 
11

 
Er

da
l S

af
ak

 
K

O
ER

I 
20

15
年

2
月

15
日

 –
 2

01
5
年

2
月

22
日

 
名
古
屋
大
学
、
東
京
大
学

(C
an

ce
lle

d)
 

3 
12

 
C

em
 Y

en
id

og
an

 
K

O
ER

I 
20

15
年

7
月

11
日

 –
 2

01
5
年

7
月

17
日

 
名
古
屋
大
学
、
東
京
大
学
、

E-
de

fe
ns

e 
3-

2 
13

 
O

zk
an

 C
ok

 
K

O
ER

I 
10

-J
an

-2
01

6 
- 1

7-
Ja

n-
20

16
 

JA
M

ST
EC

 (O
B

S
研
修

) 
1-

1 
14

 
M

ur
at

 S
uv

ar
ik

li 
K

O
ER

I 
10

-J
an

-2
01

6 
- 1

7-
Ja

n-
20

16
 

25
-F

eb
-2

01
6 

- 1
-M

ar
-2

01
6 

JA
M

ST
EC

 (O
B

S
研
修

) 
名
古
屋
大
（
日
本
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
ト
ル
コ

3
カ
国
対
象

In
te

rn
at

io
na

l 
1-

1 
4-

2 
15

 
Za

fe
r O

gu
tc

u 
K

O
ER

I 



  

A8-1 

付
属
資
料

8:
 
本
邦
研
修

 
20

17
年

10
月
現
在

 
ス
キ
ー
ム

 
氏
名

 
所
属

 
期
間
（
到
着
・
出
発
）

 
訪
問
先
・
受
入
先

 
活
動

 

1 
本
邦
研
修
（

JI
C

A
予
算
）

 

1 
H

as
an

 G
ok

ha
n 

G
ul

er
 

M
ET

U
 

20
13
年

12
月

10
日

 –
 2

01
4
年

3
月

9
日

 
港
湾
空
港
技
術
研
究
所

(津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

) 
2-

2 

2 
C

er
en

 O
ze

r 
 

So
zd

in
le

r 
K

O
ER

I 
20

14
年

9
月

2
日

 –
 2

01
4
年

10
月

19
日

 
海
洋
研
究
開
発
機
構
／
港
湾
空
港
技
術
研
究
所
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

2 

3 
B

ar
is 

U
na

l 
M

ET
U

 
20

14
年

10
月

20
日

 –
 2

01
4
年

12
月

26
日

 
東
京
大
学
地
震
研
究
所
（
並
列
コ
ン
ピ
ュ
ー
テ
ィ
ン
グ
環
境
に
よ
る
統
合
地
震

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
3-

3 

4 
Ya

se
m

in
 K

or
ku

su
z 

K
O

ER
I 

20
15
年

7
月

15
日

 –
 2

01
5
年

10
月

10
日

 
東
京
大
学
地
震
研
究
所
（

3D
破
壊
伝
播
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
1-

1-
b 

5 
C

em
 Y

en
id

og
an

 
K

O
ER

I 
20

15
/9

/2
7 

- 2
01

5/
12

/1
7 

名
古
屋
大
学
減
災
連
携
研
究
セ
ン
タ
ー
（
地
震
特
性
評
価
及
び
被
害
予
測

- 
鉄

筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
建
物
の
地
震
応
答
数
値
解
析
）

 
3-

2 

6 
Ya

se
m

in
 K

or
ku

su
z 

K
O

ER
I 

20
16

/7
/3

 - 
20

16
/9

/2
9 

東
京
大
学
理
学
系
研
究
科
（
地
震
サ
イ
ク
ル
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

- 
動
的
破
壊

シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
手
法
）

 
2-

1 

7 
C

er
en

 O
ze

r S
oz

di
nl

er
 

K
O

ER
I 

20
16

/5
/2

3 
- 2

01
6/

6/
17

 
中
央
大
学
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

- 
津
波
遡
上
か
ら
伝
搬
ま
で
の
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

3 

8 
H

as
an

 G
ok

ha
n 

G
ul

er
 

M
ET

U
 

20
16

/1
0/

16
 - 

20
16

/1
1/

11
 

中
央
大
学
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

2 
9 

Ez
gi

 G
iz

em
 C

in
er

 
M

ET
U

 
20

17
/7

/2
 - 

20
17

/8
/2

6 
中
央
大
学
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

2 

10
 

B
as

ak
 H

af
iz

e 
B

ay
ra

kt
ar

 
K

O
ER

I 
20

17
/7

/2
 - 

20
17

/8
/1

9 
中
央
大
学
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

3 

11
 

M
eh

m
et

 S
af

a A
rs

la
n 

IU
 

20
17

/6
/1

1 
- 2

01
7/

8/
26

 
東
京
工
業
大
学
す
ず
か
け
台
キ
ャ
ン
パ
ス
（
地
震
波
干
渉
法
に
基
づ
く
強
震
観

測
記
録
の
分
析
）

 
JA

M
ST

EC
横
浜
研
究
所
、
そ
の
他

 
3-

1 

12
 

O
m

er
 K

op
uz

 
K

O
ER

I 
20

17
/1

0/
01

 - 
20

17
/1

0/
28

 
東
北
大
学
（
海
底
間
音
響
測
距
解
析
）

 
 

13
 

H
as

an
 G

ok
ha

n 
G

ul
er

 
M

ET
U

 
20

17
/1

0/
16

 - 
20

17
/1

1/
24
（
予
定
）

 
中
央
大
学
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

2 

2 
文
部
科
学
省
に
よ
る
国
費
留
学

 
1 

O
zl

em
 

K
ar

ag
oz

 
C

an
ak

ka
le
大
学

 
20

13
年

10
月
～

 2
01

7
年

3
月
博
士
号
取
得

 
東
京
工
業
大
学
博
士
課
程
（
地
盤
構
造
モ
デ
リ
ン
グ
の
た
め
の
観
測
・
解
析
技

術
）

 
3-

1 

2 
Irf

an
 K

ili
c 

K
O

ER
I 

20
14
年

10
月
～

20
16
年

3
月
（
博
士
号
未
取

得
）

 
京
都
大
学
大
学
院
理
学
研
究
科
博
士
課
程
（
地
震
発
生
サ
イ
ク
ル
計
算
）

 
2-

1 

3 
現
地
業
務
費
に
よ
る
渡
航

 

1 
A

hm
et

 Y
al

ci
ne

r 
M

ET
U

 
20

14
年

1
月

28
日

 –
 2

01
4
年

2
月

4
日

 
PA

R
I 
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 
2-

2 
2 

G
ul

um
 T

an
irc

an
 

K
O

ER
I 

20
14
年

5
月

10
日

 –
 2

01
4
年

5
月

18
日

 
東
北
、
名
古
屋
（
視
察
・
討
論
）

 
4-

1 
3 

H
as

an
 G

ok
ha

n 
G

ul
er

 
M

ET
U

 
20

14
年

7
月

26
日

 –
 2

01
4
年

7
月

31
日

 
北
海
道
（

A
O

G
S 
会
議
参
加
）

 
2-

2 
4 

D
og

an
 K

al
af

at
 

K
O

ER
I 

20
14
年

11
月

8
日

 –
 2

01
4
年

11
月

18
日

 
JA

M
ST

EC
 （

O
B

S
作
業
や
作
業
環
境
の
見
学
）

 
1-

1 
5 

Su
le

ym
an

 T
un

c 
K

O
ER

I 
6 

Za
fe

r O
gu

tc
u 

K
O

ER
I 

20
14
年

11
月

27
日

 –
 2

01
4
年

12
月

14
日

 
JA

M
ST

EC
（
船
舶
「
よ
こ
す
か
」
に
乗
船
、

O
B

S
の
設
置
・
回
収
作
業
を
見

学
）

 
1-

1 
7 

O
zk

an
 C

ok
 

K
O

ER
I 

8 
M

eh
m

et
 Y

ilm
az

er
 

K
O

ER
I 

9 
Er

en
 U

ck
an

 
K

O
ER

I 
20

14
年

12
月

14
日

 –
 2

01
4
年

12
月

21
日

 
消
防
庁
消
防
大
学
校

 消
防
研
究
セ
ン
タ
ー
（
オ
イ
ル
タ
ン
ク
関
連
）

 
3-

3 
10

 
A

bd
hl

la
h 

Sa
hi

n 
Yi

ld
iz
工
科
大
学

 
20

15
年

2
月

2
日

 –
 2

01
5
年

2
月

5
日

 
東
京
大
学
地
震
研
究
所

 
（
統
合
地
震
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム
）

 
3-

3 
11

 
Er

da
l S

af
ak

 
K

O
ER

I 
20

15
年

2
月

15
日

 –
 2

01
5
年

2
月

22
日

 
名
古
屋
大
学
、
東
京
大
学

(C
an

ce
lle

d)
 

3 
12

 
C

em
 Y

en
id

og
an

 
K

O
ER

I 
20

15
年

7
月

11
日

 –
 2

01
5
年

7
月

17
日

 
名
古
屋
大
学
、
東
京
大
学
、

E-
de

fe
ns

e 
3-

2 
13

 
O

zk
an

 C
ok

 
K

O
ER

I 
10

-J
an

-2
01

6 
- 1

7-
Ja

n-
20

16
 

JA
M

ST
EC

 (O
B

S
研
修

) 
1-

1 
14

 
M

ur
at

 S
uv

ar
ik

li 
K

O
ER

I 
10

-J
an

-2
01

6 
- 1

7-
Ja

n-
20

16
 

25
-F

eb
-2

01
6 

- 1
-M

ar
-2

01
6 

JA
M

ST
EC

 (O
B

S
研
修

) 
名
古
屋
大
（
日
本
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
ト
ル
コ

3
カ
国
対
象

In
te

rn
at

io
na

l 
1-

1 
4-

2 
15

 
Za

fe
r O

gu
tc

u 
K

O
ER

I 

  

A8-2 

ス
キ
ー
ム

 
氏
名

 
所
属

 
期
間
（
到
着
・
出
発
）

 
訪
問
先
・
受
入
先

 
活
動

 

16
 

G
ul

um
 T

an
irc

an
 

K
O

ER
I 

W
or

ks
ho

p 
an

d 
Sy

m
po

si
um

 
on

 
D

is
as

te
r 

In
fo

rm
at

io
n 

Li
te

ra
cy

-R
is

k 
C

om
m

un
ic

at
io

n 
be

tw
ee

n 
th

e 
M

ed
ia

 a
nd

 D
isa

st
er

 R
es

ea
rc

h 
In

st
itu

te
s参
加

そ
の
他
）

 

17
 

Se
yh

un
 P

us
ku

lc
u 

K
O

ER
I 

25
-F

eb
-2

01
6 

- 1
-M

ar
-2

01
6 

28
-F

eb
-2

01
6 

- 1
2-

M
ar

-2
01

6 

名
古
屋
大
（
日
本
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
ト
ル
コ

3
カ
国
対
象

In
te

rn
at

io
na

l 
W

or
ks

ho
p 

an
d 

Sy
m

po
si

um
 

on
 

D
is

as
te

r 
In

fo
rm

at
io

n 
Li

te
ra

cy
-R

is
k 

C
om

m
un

ic
at

io
n 

be
tw

ee
n 

th
e 

M
ed

ia
 a

nd
 D

isa
st

er
 R

es
ea

rc
h 

In
st

itu
te

s参
加

そ
の
他
）

 
東
京
大
学
地
震
研
究
所
（
動
的
破
壊
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
）

 

4-
2 

2-
1 

18
 

Ya
se

m
in

 K
or

ku
su

z 
K

O
ER

I 

19
 

A
si

m
 O

gu
z 

O
ze

l 
IU

 
10

-J
ul

-2
01

6 
- 2

4-
Ju

l-2
01

6 
東
京
工
業
大
学
（
地
震
波
干
渉
法
に
基
づ
く
強
震
観
測
記
録
の
分
析
そ
の
他
）

 
3-

1 
20

 
A

li 
Pi

ne
r 

K
O

ER
I 

19
-S

ep
-2

01
6 

- 4
-O

ct
-2

01
6 

JA
M

ST
EC

 (O
B

S
デ
ー
タ
解
析

) 
1-

1a
 

21
 

D
og

an
 K

al
af

at
 

K
O

ER
I 

19
-S

ep
-2

01
6 

- 4
-O

ct
-2

01
6 

16
-O

ct
-2

01
6 

- 2
0-

O
ct

-2
01

6 
JA

M
ST

EC
 (O

B
S
デ
ー
タ
解
析

) 
JA

M
ST

EC
そ
の
他
（

G
3
会
議
出
席
等
）

 
1-

1a
 

3-
2 

22
 

Er
da

l S
af

ak
 

K
O

ER
I 

23
 

R
uk

en
 Y

az
ic

i 
K

O
ER

I 
6-

N
ov

-2
01

6 
- 2

3-
N

ov
-2

01
6 

名
古
屋
大
学
、
神
戸
大
学
（
防
災
教
育
教
材
）

 
4-

1 

24
 

Ze
yn

ep
 C

os
ku

n 
K

O
ER

I 
29

-J
an

-2
01

7 
- 1

1-
Fe

b-
20

17
 

JA
M

ST
EC
、
東
北
大
学
（
断
層
セ
グ
メ
ン
ト
と
ジ
オ
メ
ト
リ
ー
、

O
B

S
デ
ー

タ
解
析
）

 
1-

1a
 

25
 

M
eh

m
et

 S
af

a A
rs

la
n 

IU
 

29
-J

an
-2

01
7 

- 1
1-

Fe
b-

20
17

 
12

-M
ar

-2
01

7 
- 1

9-
M

ar
-2

01
7 

JA
M

ST
EC
（
強
振
動
解
析
）、
東
北
大
学

 
3-

1 
26

 
M

us
ta

fa
 K

em
al

 T
un

ce
r 

IU
 

東
京
工
業
大
学
（
電
磁
気
探
査
デ
ー
タ
解
析
）

 
1-

2 

27
 

G
ul

um
 T

an
irc

an
 

K
O

ER
I 

16
-M

ar
-2

01
7 

- 2
3-

M
ar

-2
01

7 
京
都
大
学

Su
m

m
it 

of
 R

es
ea

rc
h 

In
st

itu
te

s 
fo

r 
D

is
as

te
r 

Ri
sk

 R
ed

uc
tio

n
参

加
、
そ
の
他

 
4-

3 

28
 

D
og

an
 K

al
af

at
 

K
O

ER
I 

19
-M

ay
-2

01
7 

- 1
7-

Ju
n-

20
17

 
JP

G
U
学
会
（
幕
張
）
参
加
、

O
BS
デ
ー
タ
解
析

 
1-

1a
 

29
 

R
em

zi
 P

ol
at

 
K

O
ER

I 
5-

Ju
n-

20
17

 - 
17

-J
un

-2
01

7 
O

B
S
デ
ー
タ
解
析

 
1-

1a
 

30
 

H
al

uk
 O

ze
ne

r 
K

O
ER

I 
28

 Ju
l 2

01
7 

- 2
 A

ug
 2

01
7 

IA
G

-I
A

SP
EI
学
会
（
神
戸
）
参
加

 
1-

3 

31
 

A
si

m
 O

gu
z 

O
ze

l 
IU

 
25

-J
ul

-2
01

7 
- 3

-A
ug

-2
01

7 
東
京
工
業
大
学
（
地
震
波
干
渉
法
に
基
づ
く
強
震
観
測
記
録
の
分
析
そ
の
他
、

研
修
生
の
フ
ォ
ロ
ー
）

 
3-

1 

32
 

O
zg

e 
C

ab
uk

 
K

O
ER

I 
13

-A
ug

-2
01

7 
- 1

9-
A

ug
-2

01
7 

東
北
港
湾
管
理
＆
防
波
堤
視
察

 
2-

2 

33
 

A
hm

et
 Y

al
ci

ne
r 

M
ET

U
 

12
-A

ug
-2

01
7 

- 2
7-

A
ug

-2
01

7 
東
北
港
湾
管
理
＆
防
波
堤
視
察

 
IT

S
学
会
（
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
バ
リ
）
参
加

 
2-

2 

34
 

C
er

en
 O

ze
r S

oz
di

nl
er

 
K

O
ER

I 
13

-A
ug

-2
01

7 
- 2

7-
A

ug
-2

01
7 

東
北
港
湾
管
理
＆
防
波
堤
視
察

 
IT

S
学
会
（
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
バ
リ
）
参
加

 
東
北
大
学
（
海
底
間
音
響
測
距
装
置
オ
ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
習
得
：
船
舶
「
新
青
丸
」

に
乗
船
）

 

2-
2 

1-
3 

35
 

O
m

er
 K

op
uz

 
K

O
ER

I 
1-

O
ct

-2
01

7 
- 2

9-
O

ct
-2

01
7 

 

4 
そ
の
他

 
（

K
O

ER
I, 

Y
ild

iz
工
科
大
学
）

 
1 

A
bd

hl
la

h 
Sa

hi
n 

Yi
ld

iz
工
科
大
学

 
20

13
年

9
月

 -
 

東
京
大
学
（

E-
 d

ef
en

se
関
連
）

 
N

/A
 

2 
C

em
 Y

en
id

og
an

 
K

O
ER

I 
20

13
年

9
月

 -
 

東
京
大
学
（

E-
 d

ef
en

se
関
連
）

 
N

/A
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付
属
資
料

9:
 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
配
置

 
20

17
年

10
月
時
点

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
け
る
役
割

 
ト
ル
コ
側

 
日
本
側

 
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
リ
ー
ダ
ー
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ジ
ャ
ー
）

 
H

al
uk

 O
ZE

N
ER

 (K
O

ER
I) 

金
田

 
義
行
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/香
川
大
学
）

 
2 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー

 
N

ur
ca

n 
M

er
al

 O
ZE

L 
(K

O
ER

I) 
高
橋

 
成
実
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/ 
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 
3 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I)
 

Se
ck

in
 C

IT
A

K
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
 

活
動
（
グ
ル
ー
プ
）

 
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
及
び
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー

 
ト
ル
コ
側
メ
ン
バ
ー

 
日
本
側
メ
ン
バ
ー

 
課
題

1）
震
源
モ
デ
ル
構
築

 
 

 A
li 

PI
N

A
R

 (K
O

ER
I) 

 O
gu

z 
O

ZE
L 

(I.
U

) 
 金
田

 
義
行
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/香
川

大
学
）

 
 

 

1-
1 
海
底
地
震
の
長
期
観
測

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I)
 

 
高
橋

 
成
実
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 
Za

fe
r O

G
U

TC
U

 (K
O

ER
I)

 
M

ur
at

 S
U

VA
R

IK
LI

 (K
O

ER
I) 

O
zk

an
 C

O
K

 (K
O

ER
I) 

 S
ec

ki
n 

C
IT

A
K

 (J
A

M
ST

EC
) 

a 
M

ic
ro

 e
ar

th
qu

ak
e 

an
al

ys
is

 
A

li 
PI

N
A

R
 (K

O
ER

I) 
尾
鼻

 
浩
一
郎
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I) 
K

iv
an

c 
K

EK
O

VA
LI

 (K
O

ER
I)

 
R

em
zi

 P
ol

at
 (K

O
ER

I)
 

Ze
yn

ep
 C

O
SK

U
N

 (K
O

ER
I) 

Ya
vu

z 
G

U
N

ES
 (K

O
ER

I)
 

Fa
tih

 T
U

R
H

A
N

 (K
O

ER
I)

 
Tu

gb
ay

 K
IL

IC
 (A

FA
D

) 
Sa

m
i Z

U
N

B
U

L 
(A

FA
D

) 
K

en
an

 Y
A

N
IK

 (A
FA

D
) 

R
ec

ai
 F

. K
A

RT
A

L 
(A

FA
D

) 
M

el
te

m
 T

U
R

K
O

G
LU

 (A
FA

D
) 

 山
本
 
揚
二
朗
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

b 
St

re
ss

 F
ie

ld
 a

na
ly

si
s 

Si
na

n 
O

ZE
RE

N
 (I

TU
) 

利
根
川

 
貴
志
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I)
 

A
li 

PI
N

A
R

 (K
O

ER
I)

 
Le

ve
nt

 G
U

LE
N

 (S
A

U
) 

 汐
見
 
勝
彦
（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 

c 
Sm

al
l i

nt
er

-p
la

te
 re

pe
at

in
g 

ea
rth

qu
ak

e 
an

al
ys

is
 

A
li 

PI
N

A
R

 (K
O

ER
I)

 
内
田

 
直
希
（
東
北
大
学
）

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I) 
- 

d 
Se

is
m

ic
 to

m
og

ra
ph

y 
C

em
il 

G
U

R
B

U
Z 

(K
O

ER
I)

 
汐
見

 
勝
彦
（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 
M

et
in

 K
A

H
R

A
M

A
N

 (K
O

ER
I) 

D
og

an
 A

K
SA

R
I (

K
O

ER
I)

 
Tu

gc
e A

FA
C

A
N

 (K
O

ER
I) 

 山
本
 
揚
二
朗
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

e &
 

f 

R
ec

ei
ve

r f
un

ct
io

n 
an

al
ys

is
 &

 C
ru

sta
l S

tru
ct

ur
e 

Su
rv

ey
 

C
em

il 
G

U
R

B
U

Z 
(K

O
ER

I)
 

利
根
川

 
貴
志
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
高
橋

 
成
実
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 

Se
zi

n 
G

U
V

ER
C

IN
 (K

O
ER

I) 
D

og
an

 A
K

SA
R

I (
K

O
ER

I)
 

Tu
gc

e A
FA

C
A

N
 (K

O
ER

I) 

 汐
見
 
勝
彦
（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 

1-
2 
海
底
下
の
電
磁
気
観
測

 
M

us
ta

fa
 K

em
al

 T
U

N
C

ER
 (I

U
) 

小
川

 
康
雄
（
東
京
工
業
大
学
）

 
G

ok
ha

n 
K

A
R

C
IO

G
LU

 (I
U

) 
 笠
谷
 
貴
史
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
1-

3 
 海
底
間
音
響
測
距
観
測

 
A

sl
i D

O
G

R
U

 (K
O

ER
I)

 
木
戸

 
元
之
（
東
北
大
学
）

 
H

al
uk

 O
ZE

N
ER

 (K
O

ER
I) 

Se
m

ih
 E

R
G

IN
TA

V
 (K

O
ER

I) 
Fe

tih
 B

U
LU

T 
(K

O
ER

I)
 

O
m

er
 K

O
PU

Z 
(K

O
ER

I) 

 田
所
 
敬
一
（
名
古
屋
大
学
）

 
 太
田
 
雄
策
（
東
北
大
学
）

 

1-
4 
ト
レ
ン
チ
調
査

 
Er

ha
n 

A
LT

U
N

EL
 (E

O
U

) 
池
田

 
安
隆
（
東
京
大
学
）

 
N

am
ik

 C
A

G
AT

AY
 (I

TU
) 

Le
ve

nt
 G

U
LE

N
 (S

A
U

) 
M

eh
m

et
 D

in
ce

r K
O

K
SA

L 
(S

A
U

) 

 山
本
 
由
弦
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
 林

 
為
人
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/京
都
大

学
）

 
 坂
口
 
有
人
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/ 山
口

大
学
）

 
課
題

2）
地
震
発
生
サ
イ
ク
ル
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
基

づ
く
津
波
予
測

 
 

 A
hm

et
 C

ev
de

t Y
A

LC
IN

ER
 (M

ET
U

) 
 堀

 
高
峰
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
  

 



  

A9-1 

付
属
資
料

9:
 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
配
置

 
20

17
年

10
月
時
点

 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
け
る
役
割

 
ト
ル
コ
側

 
日
本
側

 
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
リ
ー
ダ
ー
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ジ
ャ
ー
）

 
H

al
uk

 O
ZE

N
ER

 (K
O

ER
I) 

金
田
 
義
行
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/香
川
大
学
）

 
2 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー

 
N

ur
ca

n 
M

er
al

 O
ZE

L 
(K

O
ER

I) 
高
橋
 
成
実
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/ 
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 
3 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I)
 

Se
ck

in
 C

IT
A

K
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
 

活
動
（
グ
ル
ー
プ
）

 
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
及
び
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー

 
ト
ル
コ
側
メ
ン
バ
ー

 
日
本
側
メ
ン
バ
ー

 
課
題

1）
震
源
モ
デ
ル
構
築

 
 

 A
li 

PI
N

A
R

 (K
O

ER
I) 

 O
gu

z 
O

ZE
L 

(I.
U

) 
 金
田
 
義
行
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/香
川

大
学
）

 
 

 

1-
1 
海
底
地
震
の
長
期
観
測

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I)
 

 
高
橋

 
成
実
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 
Za

fe
r O

G
U

TC
U

 (K
O

ER
I)

 
M

ur
at

 S
U

VA
R

IK
LI

 (K
O

ER
I) 

O
zk

an
 C

O
K

 (K
O

ER
I) 

 S
ec

ki
n 

C
IT

A
K

 (J
A

M
ST

EC
) 

a 
M

ic
ro

 e
ar

th
qu

ak
e 

an
al

ys
is

 
A

li 
PI

N
A

R
 (K

O
ER

I) 
尾
鼻

 
浩
一
郎
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I) 
K

iv
an

c 
K

EK
O

VA
LI

 (K
O

ER
I)

 
R

em
zi

 P
ol

at
 (K

O
ER

I) 
Ze

yn
ep

 C
O

SK
U

N
 (K

O
ER

I) 
Ya

vu
z 

G
U

N
ES

 (K
O

ER
I)

 
Fa

tih
 T

U
R

H
A

N
 (K

O
ER

I)
 

Tu
gb

ay
 K

IL
IC

 (A
FA

D
) 

Sa
m

i Z
U

N
B

U
L 

(A
FA

D
) 

K
en

an
 Y

A
N

IK
 (A

FA
D

) 
R

ec
ai

 F
. K

A
RT

A
L 

(A
FA

D
) 

M
el

te
m

 T
U

R
K

O
G

LU
 (A

FA
D

) 

 山
本

 
揚
二
朗
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

b 
St

re
ss

 F
ie

ld
 a

na
ly

si
s 

Si
na

n 
O

ZE
RE

N
 (I

TU
) 

利
根
川

 
貴
志
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I)
 

A
li 

PI
N

A
R

 (K
O

ER
I)

 
Le

ve
nt

 G
U

LE
N

 (S
A

U
) 

 汐
見

 
勝
彦
（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 

c 
Sm

al
l i

nt
er

-p
la

te
 re

pe
at

in
g 

ea
rth

qu
ak

e 
an

al
ys

is
 

A
li 

PI
N

A
R

 (K
O

ER
I)

 
内
田

 
直
希
（
東
北
大
学
）

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I) 
- 

d 
Se

is
m

ic
 to

m
og

ra
ph

y 
C

em
il 

G
U

R
B

U
Z 

(K
O

ER
I)

 
汐
見

 
勝
彦
（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 
M

et
in

 K
A

H
R

A
M

A
N

 (K
O

ER
I) 

D
og

an
 A

K
SA

R
I (

K
O

ER
I)

 
Tu

gc
e A

FA
C

A
N

 (K
O

ER
I) 

 山
本

 
揚
二
朗
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 

e &
 

f 

R
ec

ei
ve

r f
un

ct
io

n 
an

al
ys

is
 &

 C
ru

sta
l S

tru
ct

ur
e 

Su
rv

ey
 

C
em

il 
G

U
R

B
U

Z 
(K

O
ER

I)
 

利
根
川

 
貴
志
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
高
橋

 
成
実
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 

Se
zi

n 
G

U
V

ER
C

IN
 (K

O
ER

I) 
D

og
an

 A
K

SA
R

I (
K

O
ER

I)
 

Tu
gc

e A
FA

C
A

N
 (K

O
ER

I) 

 汐
見

 
勝
彦
（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 

1-
2 
海
底
下
の
電
磁
気
観
測

 
M

us
ta

fa
 K

em
al

 T
U

N
C

ER
 (I

U
) 

小
川

 
康
雄
（
東
京
工
業
大
学
）

 
G

ok
ha

n 
K

A
R

C
IO

G
LU

 (I
U

) 
 笠
谷

 
貴
史
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
1-

3 
 海
底
間
音
響
測
距
観
測

 
A

sl
i D

O
G

R
U

 (K
O

ER
I)

 
木
戸

 
元
之
（
東
北
大
学
）

 
H

al
uk

 O
ZE

N
ER

 (K
O

ER
I) 

Se
m

ih
 E

R
G

IN
TA

V
 (K

O
ER

I) 
Fe

tih
 B

U
LU

T 
(K

O
ER

I)
 

O
m

er
 K

O
PU

Z 
(K

O
ER

I) 

 田
所

 
敬
一
（
名
古
屋
大
学
）

 
 太
田

 
雄
策
（
東
北
大
学
）

 

1-
4 
ト
レ
ン
チ
調
査

 
Er

ha
n 

A
LT

U
N

EL
 (E

O
U

) 
池
田

 
安
隆
（
東
京
大
学
）

 
N

am
ik

 C
A

G
AT

AY
 (I

TU
) 

Le
ve

nt
 G

U
LE

N
 (S

A
U

) 
M

eh
m

et
 D

in
ce

r K
O

K
SA

L 
(S

A
U

) 

 山
本

 
由
弦
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
 林

 
為
人
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/京
都
大

学
）

 
 坂
口

 
有
人
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/山
口

大
学
）

 
課
題

2）
地
震
発
生
サ
イ
ク
ル
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
基

づ
く
津
波
予
測

 
 

 A
hm

et
 C

ev
de

t Y
A

LC
IN

ER
 (M

ET
U

) 
 堀

 
高
峰
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
  

 

  

A9-2 

活
動
（
グ
ル
ー
プ
）

 
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
及
び
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー

 
ト
ル
コ
側
メ
ン
バ
ー

 
日
本
側
メ
ン
バ
ー

 
2-

1
 地
震
発
生
サ
イ
ク
ル
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

 
N

ur
ca

n 
M

er
al

 O
ZE

L 
(K

O
ER

I) 
堀

 
高
峰
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
A

. 
O

zg
un

 K
O

N
C

A 
(K

O
ER

I)
 

Y
se

m
in

 K
O

R
K

U
SU

Z 
(K

O
ER

I)
 

G
ul

um
 T

A
N

IR
C

A
N

 (K
O

ER
I)

 
G

ul
te

n 
Po

la
t (

K
O

ER
I) 

 兵
藤
 
守
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
 有
吉
 
慶
介
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
 中
田
 
令
子
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
 安
藤
 
亮
輔
（
東
京
大
学
）
 

 宮
崎
 
真
一
（
京
都
大
学
）
. 

 近
藤
 
久
雄
（
産
業
技
術
総
合
研
究
所
）

 
2-

2
 津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン

 
A

hm
et

 C
ev

de
t Y

A
LC

IN
ER

 (M
ET

U
) 

有
川

 
太
郎
（
中
央
大
）

 
H

as
an

 G
ok

ha
n 

G
U

LE
R

 (M
ET

U
) 

B
et

ul
 A

Y
TO

R
E 

(M
ET

U
) 

Se
na

 A
C

A
R

 (M
ET

U
) 

N
ur

ca
n 

M
er

al
 O

ZE
L 

(K
O

ER
I) 

Lu
tfi

 S
U

ZE
N

 (M
ET

U
) 

C
er

en
 C

A
N

K
AY

A 
(M

ET
U

) 
D

un
gu

 T
U

FE
K

C
I (

M
ET

U
) 

O
zg

e 
C

A
B

U
K

 (M
ET

U
) 

Er
ol

ca
n 

A
K

D
O

G
A

N
 (M

ET
U

) 
Ez

gi
 C

IN
ER

 (M
ET

U
) 

N
ila

y 
B

A
SA

R
IR

 (K
O

ER
I)

 
Si

na
n 

O
ZE

RE
N

 (I
TU

) 

 対
馬
 
弘
晃
（
気
象
研
究
所
）

 
 馬
場
 
俊
孝
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/徳
島

大
学
）

 

2-
3 
マ
ル
マ
ラ
海
の
津
波
シ
ナ
リ
オ
・
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

 
O

ca
l N

EC
M

IO
G

LU
 (K

O
ER

I) 
有
川

 
太
郎
（
中
央
大
）

 
C

er
en

 O
ze

r S
O

ZD
IN

LE
R

 (K
O

ER
I) 

K
or

ay
 K

aa
n 

O
zd

em
ir 

(M
ET

U
) 

N
ur

ca
n 

M
er

al
 O

ZE
L 

(K
O

ER
I) 

N
ila

y 
B

A
SA

R
IR

 (K
O

ER
I)

 
B

as
ak

 F
IR

AT
 (K

O
ER

I) 
Yi

ld
iz

 A
LT

IN
O

K
 (I

U
) 

 対
馬
 
弘
晃
（
気
象
研
究
所
）

 
 馬
場
 
俊
孝
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/徳
島

大
学
）

 

2-
4 
早
期
探
知
能
力
の
改
善

 
O

ca
l N

EC
M

IO
G

LU
 (K

O
ER

I) 
中
野

 
優
（
海
洋
研
究
開
発
機
構
）

 
O

gu
z 

O
ZE

L 
(IU

) 
H

ak
an

 A
LC

IK
 (K

O
ER

I) 
 中
村
 
武
史
（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 
 藤
原
 
広
行
（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 
課
題

3）
地
震
特
性
評
価
及
び
被
害
予
測

 
 

 E
rd

al
 S

A
FA

K
 (K

O
ER

I)
 

 M
ur

at
 N

ur
lu

 (A
FA

D
) 

 

 堀
 
宗
朗
（
東
京
大
学
）

 
 

 

3-
1

 地
盤
構
造
の
モ
デ
リ
ン
グ
と
解
析
、
及
び
強
振
動

推
定

 
O

gu
z 

O
ZE

L 
(IU

) 
 

山
中

 
浩
明
（
東
京
工
業
大
学
）

 
Er

en
 U

C
K

A
N

 (K
O

ER
I) 

M
eh

m
et

 S
af

a A
R

SL
A

N
 (I

U
) 

Es
er

ef
 Y

A
LC

IN
K

AY
A 

(IU
) 

O
zl

em
 K

A
R

A
G

O
Z 

(C
O

M
U

) 
K

ar
in

 S
ES

ET
YA

N
 (K

O
ER

I) 
Ay

se
gu

l A
SK

A
N

 (M
ET

U
) 

Er
en

 T
EP

EU
G

U
R

 (A
FA

D
) 

M
ur

at
 B

EY
H

A
N

 (A
FA

D
) 

Tu
gb

ay
 K

IL
IC

 (A
FA

D
) 

 地
元
 
孝
輔
（
東
京
工
業
大
学
）

 
 竹
中
 
博
士
（
岡
山
大
学
）

 
 畑
山
 
健
（
消
防
庁
消
防
大
学
校
）

 
 大
堀
 
道
広
（
福
井
大
学
）

 
 S

ec
ki

n 
C

IT
A

K
 (海
洋
研
究
開
発
機
構

) 

3-
2 
大
規
模
実
験
及
び
先
端
数
値
解
析
を
使
っ
た
構
造

物
耐
震
性
評
価

 
Er

en
 U

C
K

A
N

 (K
O

ER
I) 

 
護

 
雅
史
（
名
古
屋
大
学
）

 
Er

da
l S

A
FA

K
 (K

O
ER

I) 
C

em
 Y

EN
ID

O
G

A
N

 (K
O

ER
I) 

M
ur

at
 A

ltu
g 

ER
B

ER
IK

 (M
ET

U
) 

T.
 S

el
cu

k 
K

O
K

SA
L 

(A
FA

D
) 

O
nd

er
 U

M
U

T 
(K

O
ER

I) 

長
江
 
拓
也
（
名
古
屋
大
学

/防
災
科
学
技

術
研
究
所
）

 
 S

ec
ki

n 
C

IT
A

K
 (海
洋
研
究
開
発
機
構

) 
 V

et
hm

a 
W

IT
H

A
N

A
（
名
古
屋
大
学
）

 
 陳
超
凡
（
名
古
屋
大
学
）

 
3-

3 
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成

 
Ay

se
gu

l A
SK

A
N

 (M
ET

U
) 

堀
 
宗
朗
（
東
京
大
学
）

 
A

ltu
g 

ER
B

ER
IK

 (M
ET

U
) 

Sh
ag

ha
ye

gh
 K

A
R

IM
ZA

D
EH

 
(M

ET
U

) 

- 



  

A9-3 

活
動
（
グ
ル
ー
プ
）

 
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
及
び
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー

 
ト
ル
コ
側
メ
ン
バ
ー

 
日
本
側
メ
ン
バ
ー

 
N

az
an

 K
IL

IC
 (A

FA
D

) 
Em

in
 Y

ah
ya

 M
EN

TE
SE

 (I
M

M
) 

課
題

4）
研
究
結
果
に
基
づ
く
防
災
教
育

 
 G

ul
um

 T
A

N
IR

C
A

N
 (K

O
ER

I)
 

 A
hm

et
 D

EM
IR

TA
S 

(A
FA

D
EM

) 
 隈
本

 
邦
彦
（
江
戸
川
大
学
）

 
 

 

4-
1 
防
災
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

 
G

ul
um

 T
A

N
IR

C
A

N
 (K

O
ER

I)
 

金
田

 
義
行
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/香
川
大
）

 
Se

yh
un

 P
U

SK
U

LC
U

 (K
O

ER
I) 

O
ca

l N
EC

M
IO

G
LU

 (K
O

ER
I) 

Ya
vu

z 
G

U
N

ES
 (K

O
ER

I) 
Se

ld
a A

. P
O

Y
R

A
Z 

(K
O

ER
I) 

A
le

v 
B

ER
B

ER
O

G
LU

 (K
O

ER
I)

 
Ib

ra
hi

m
 T

A
R

I (
Is

ta
nb

ul
 A

FA
D

) 
A

hm
et

 D
EM

IR
TA

S 
(A

FA
D

EM
) 

- 

4-
2 
情
報
発
信
に
お
け
る
メ
デ
ィ
ア
の
有
効
活
用
体
制
の

検
討

 
M

ik
ta

d 
K

A
D

IO
G

LU
 (I

TU
) 

阪
本

 
真
由
美
（
兵
庫
県
立
大
）

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I)
 

O
ca

l N
EC

M
IO

G
LU

 (K
O

ER
I) 

R
uk

en
 Y

A
ZI

C
I (

K
O

ER
I) 

R
am

az
an

 S
EV

IN
C

 (A
FA

D
) 

 隈
本
 
邦
彦
（
江
戸
川
大
学
）

 

4-
3 
地
域
防
災
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
通
じ
た
防
災
対
策
の
改

善
 

O
sm

an
 K

IL
IC

 (I
M

M
) 

藤
原

 
広
行
（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 
M

ik
ta

d 
K

D
IO

G
LU

 (I
TU

) 
Se

yh
un

 P
U

SK
U

LC
U

 (K
O

ER
I) 

Fe
tta

h 
O

LC
A

R
 (A

FA
D

EM
) 

- 

注
）
第

5
回

JC
C（

20
17
年

10
月

31
日
）
で
合
意
さ
れ
る
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
及
び
研
究
メ
ン
バ
ー

 



  

A9-3 

活
動
（
グ
ル
ー
プ
）

 
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
及
び
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー

 
ト
ル
コ
側
メ
ン
バ
ー

 
日
本
側
メ
ン
バ
ー

 
N

az
an

 K
IL

IC
 (A

FA
D

) 
Em

in
 Y

ah
ya

 M
EN

TE
SE

 (I
M

M
) 

課
題

4）
研
究
結
果
に
基
づ
く
防
災
教
育

 
 G

ul
um

 T
A

N
IR

C
A

N
 (K

O
ER

I)
 

 A
hm

et
 D

EM
IR

TA
S 

(A
FA

D
EM

) 
 隈
本
 
邦
彦
（
江
戸
川
大
学
）

 
 

 

4-
1 
防
災
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム

 
G

ul
um

 T
A

N
IR

C
A

N
 (K

O
ER

I)
 

金
田

 
義
行
（
海
洋
研
究
開
発
機
構

/香
川
大
）

 
Se

yh
un

 P
U

SK
U

LC
U

 (K
O

ER
I) 

O
ca

l N
EC

M
IO

G
LU

 (K
O

ER
I) 

Ya
vu

z 
G

U
N

ES
 (K

O
ER

I) 
Se

ld
a A

. P
O

Y
R

A
Z 

(K
O

ER
I) 

A
le

v 
B

ER
B

ER
O

G
LU

 (K
O

ER
I)

 
Ib

ra
hi

m
 T

A
R

I (
Is

ta
nb

ul
 A

FA
D

) 
A

hm
et

 D
EM

IR
TA

S 
(A

FA
D

EM
) 

- 

4-
2 
情
報
発
信
に
お
け
る
メ
デ
ィ
ア
の
有
効
活
用
体
制
の

検
討

 
M

ik
ta

d 
K

A
D

IO
G

LU
 (I

TU
) 

阪
本

 
真
由
美
（
兵
庫
県
立
大
）

 
D

og
an

 K
A

LA
FA

T 
(K

O
ER

I)
 

O
ca

l N
EC

M
IO

G
LU

 (K
O

ER
I) 

R
uk

en
 Y

A
ZI

C
I (

K
O

ER
I) 

R
am

az
an

 S
EV

IN
C

 (A
FA

D
) 

 隈
本

 
邦
彦
（
江
戸
川
大
学
）

 

4-
3 
地
域
防
災
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
通
じ
た
防
災
対
策
の
改

善
 

O
sm

an
 K

IL
IC

 (I
M

M
) 

藤
原

 
広
行
（
防
災
科
学
技
術
研
究
所
）

 
M

ik
ta

d 
K

D
IO

G
LU

 (I
TU

) 
Se

yh
un

 P
U

SK
U

LC
U

 (K
O

ER
I) 

Fe
tta

h 
O

LC
A

R
 (A

FA
D

EM
) 

- 

注
）
第

5
回

JC
C（

20
17
年

10
月

31
日
）
で
合
意
さ
れ
る
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
及
び
研
究
メ
ン
バ
ー

 



  

A10-1 

付
属
資
料

10
: 
現
地
活
動
費

 
 日
本
側

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
  

  
  
 
 

  
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 

  
 （
単
位

: 
ト
ル
コ
リ
ラ
） 

項
目
（
在
外
事
業
強
化
費
）

 
20

13
年
度

 
 2

01
3
年

2
月

  
– 

20
14
年

3
月

 

20
14
年
度

 
20

14
年

4
月

  
– 

20
15
年

3
月

 

20
15
年
度

 
20

15
年

4
月

  
– 

20
16
年

3
月

 

20
16
年
度

 
20

16
年

4
月

  
– 

20
17
年

3
月

 

20
17
年
度

 
20

17
年

4
月

  
– 

20
17
年

9
月

 
合
計

 

1 
一
般
業
務
費

 
15

,4
88

.8
5 

54
,6

19
.5

0 
58

,2
57

.5
7 

90
,9

44
.7

6 
22

,9
85

.1
3 

24
2,

29
5.

81
 

2 
航
空
賃

 
3,

98
9.

00
 

46
,6

22
.8

2 
46

,3
49

.0
0 

53
,1

58
.9

8 
14

,8
72

.0
0 

16
4,

99
1.

80
 

3 
旅
費
（
航
空
賃
以
外
）

 
6,

20
3.

03
 

22
,4

96
.8

6 
19

,5
74

.2
6 

42
,1

99
.5

5 
35

,3
77

.4
3 

12
5,

85
1.

13
 

4 
謝
金
報
酬
（
ス
タ
ッ
フ
以
外
）

 
0.

00
 

0.
00

 
0.

00
 

0.
00

 
項
目
削
除

 
0 

5 
業
務
契
約
（
ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト

N
G

O
）

  
0.

00
 

0.
00

 
0.

00
 

0.
00

 
0.

00
 

0 

6 
会
議
費

 
99

0.
00

 
2,

37
6.

00
 

1,
10

0.
00

 
30

0.
00

 
項
目
削
除

 
4,

76
6 

7 
建
設
費

 
0.

00
 

0.
00

 
0.

00
 

0.
00

 
項
目
無
し

 
0.

00
 

合
計

 
26

,6
70

.8
8 

12
6,

11
5.

18
 

12
5,

28
0.

83
 

18
6,

60
3.

29
 

73
,2

34
.5

6 
53

7,
90

4.
74

 
注
）
専
門
家
派
遣
（
付
属
資
料

 5
）
に
係
る
費
用
は
上
表
に
は
含
ま
ず

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
 

 （
1
リ
ラ

 =
  

40
円
で
換
算
） 

 ト
ル
コ
側

 
1)

 K
O

ER
I 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 （
単
位

: 
ト
ル
コ
リ
ラ
）

 
項
目
 

2
01
3
年
度
 

2
01
4
年
度
 

2
01
5
年
度
 

2
01
6
年
度
 

2
01
7
年
度
 

合
計
 

1 
ト
ル
コ
側
研
究
者
の
国
外
・
国
内
旅
費

 
15

,1
87

 
27

,5
91

 
4,

22
5 

17
,8

26
 

22
,4

71
 

87
,3

00
 

2 
研
究
関
連
（
研
修
参
加
、
観
測
点
設
置
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
購
入
な
ど
） 

0 
98

,6
18

 
0 

0 
8,

85
0 

10
7,

46
8 

3 
機
材
の
輸
入
に
関
す
る
取
扱
い
費
用

 
6,

07
5 

42
,8

81
 

8,
18

5 
6,

24
2 

7,
53

7 
70

,9
20

 
4 
機
材
運
用
費
（
消
耗
品
お
よ
び
修
理
費
等
を
含
む
）

 
0 

10
,3

29
 

0 
29

,8
94

 
 

40
,2

23
 

5 
会
議
費

 
5,

05
1 

0 
0 

0 
 

5,
05

1 
6 
機
材
購
入

 
28

,1
25

 
68

,5
77

 
42

,1
97

 
25

0,
15

0 
 

38
9,

04
9 

7 
海
洋
観
測
の
た
め
の
船
舶
レ
ン
タ
ル

 
36

,0
00

 
33

0,
80

8 
70

,0
00

 
0 

47
,2

00
 

48
4,

00
8 

8 
印
刷
費

 
0 

9,
79

4 
0 

0 
0 

9,
79

4 
合
計

 
90

,4
38

 
58

8,
59

8 
12

4,
60

7 
30

4,
11

2 
86

,0
59

 
1,

19
3,

81
4 

 2)
 IU

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
 

 
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

（
単
位
：
ト
ル
コ
リ
ラ
）

 

項
目

 
20

13
年
度

 
 2

01
3
年

2
月

 –
 2

01
4

年
3
月

 

20
14
年
度

 
20

14
年

4月
 –

 2
01

5年
3
月

 

2
01
5
年
度
 

2
01
5
年

4
月
  

–
 2
0
16
年

3
月

 

2
01
6
年
度
 

2
01
6
年

4
月
  

–
 2
0
17
年

3
月

 

2
01
7
年
度
 

2
01
7
年

4
月
  

–
 2
0
17
年

9
月

 
合
計

 

1 
ト
ル
コ
側
研
究
者
の
国
内
旅
費

 
5,

00
0 

4,
00

0 
5,

00
0 

6,
00

0 
20

,0
00

 
40

,0
00

 
2 
研
究
関
連

 （
フ
ィ
ー
ル
ド
観
測
な
ど
）

 
0 

21
,5

00
 

8,
50

0 
0 

0 
30

,0
00

 
合
計

 
5,

00
0 

25
,5

00
 

13
,5

00
 

6,
00

0 
20

,0
00

 
70

,0
00

 
3)

 M
ET

U
 –

 （
20

13
~2

01
5
デ
ー
タ
は
推
定
）

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

項
目

 
20

13
年
度

  
20

14
年
度

 
20

15
年
度

 
20

16
年
度

 
20

17
年
度

 
合
計

 

1 
ト
ル
コ
側
研
究
者
の
国
内
旅
費

 
1,

50
0 

TL
 

2,
00

0 
TL

 
3,

00
0 

TL
 

2,
00

0 
TL

 
36

0 
U

SD
 

8,
50

0 
TL

  
+ 

7,
86

0 
U

SD
 

 
ト
ル
コ
側
研
究
者
の
国
外
旅
費

 
 

 
 

3,
00

0 
U

SD
 

4,
50

0 
U

SD
 

 
機
材
購
入

 
 

 
 

1,
00

0 
U

SD
 

1,
00

0 
U

SD
 

2,
00

0 
U

SD
 

 
会
議
費

 
 

 
 

48
0 

U
SD

 
0 

U
SD

 
48

0 
U

SD
 

2 
そ
の
他

 
0 

5,
00

01)
 T

L  
3,

00
02)

 T
L  

1,
20

0 
U

SD
 

0 
U

SD
 

8,
00

0 
TL

 
+ 

1,
20

0 
U

SD
 

合
計

 
1,

50
0 

TL
 

7,
00

0 
TL

 
6,

00
0 

TL
 

22
,7

30
 U

SD
 

5,
06

0 
U

SD
 

14
,5

00
 T

L 
+ 

27
,7

90
 U

SD
 

1)
 高
性
能
パ
ソ
コ
ン
の
ハ
ー
ド
ド
ラ
イ
ブ
更
新
、
部
屋
の
空
調
、
サ
ー
バ
ー
の
ア
ッ
プ
グ
レ
ー
ド
、

2)
 外
付
け
ハ
ー
ド
ド
ラ
イ
ブ
、

PC
周
辺
機
器

  
  

  



  

A10-1 

付
属
資
料

10
: 
現
地
活
動
費

 
 日
本
側

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
  

  
  
 
 

  
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 

  
 （
単
位

: 
ト
ル
コ
リ
ラ
） 

項
目
（
在
外
事
業
強
化
費
）

 
20

13
年
度

 
 2

01
3
年

2
月

  
– 

20
14
年

3
月

 

20
14
年
度

 
20

14
年

4
月

  
– 

20
15
年

3
月

 

20
15
年
度

 
20

15
年

4
月

  
– 

20
16
年

3
月

 

20
16
年
度

 
20

16
年

4
月

  
– 

20
17
年

3
月

 

20
17
年
度

 
20

17
年

4
月

  
– 

20
17
年

9
月

 
合
計

 

1 
一
般
業
務
費

 
15

,4
88

.8
5 

54
,6

19
.5

0 
58

,2
57

.5
7 

90
,9

44
.7

6 
22

,9
85

.1
3 

24
2,

29
5.

81
 

2 
航
空
賃

 
3,

98
9.

00
 

46
,6

22
.8

2 
46

,3
49

.0
0 

53
,1

58
.9

8 
14

,8
72

.0
0 

16
4,

99
1.

80
 

3 
旅
費
（
航
空
賃
以
外
）

 
6,

20
3.

03
 

22
,4

96
.8

6 
19

,5
74

.2
6 

42
,1

99
.5

5 
35

,3
77

.4
3 

12
5,

85
1.

13
 

4 
謝
金
報
酬
（
ス
タ
ッ
フ
以
外
）

 
0.

00
 

0.
00

 
0.

00
 

0.
00

 
項
目
削
除

 
0 

5 
業
務
契
約
（
ロ
ー
カ
ル
コ
ン
サ

ル
タ
ン
ト

N
G

O
）

  
0.

00
 

0.
00

 
0.

00
 

0.
00

 
0.

00
 

0 

6 
会
議
費

 
99

0.
00

 
2,

37
6.

00
 

1,
10

0.
00

 
30

0.
00

 
項
目
削
除

 
4,

76
6 

7 
建
設
費

 
0.

00
 

0.
00

 
0.

00
 

0.
00

 
項
目
無
し

 
0.

00
 

合
計

 
26

,6
70

.8
8 

12
6,

11
5.

18
 

12
5,

28
0.

83
 

18
6,

60
3.

29
 

73
,2

34
.5

6 
53

7,
90

4.
74

 
注
）
専
門
家
派
遣
（
付
属
資
料

 5
）
に
係
る
費
用
は
上
表
に
は
含
ま
ず

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
 

 （
1
リ
ラ

 =
  

40
円
で
換
算
） 

 ト
ル
コ
側

 
1)

 K
O

ER
I 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 （
単
位

: 
ト
ル
コ
リ
ラ
）

 
項
目
 

2
01
3
年
度
 

2
01
4
年
度
 

2
01
5
年
度
 

2
01
6
年
度
 

2
01
7
年
度
 

合
計
 

1 
ト
ル
コ
側
研
究
者
の
国
外
・
国
内
旅
費

 
15

,1
87

 
27

,5
91

 
4,

22
5 

17
,8

26
 

22
,4

71
 

87
,3

00
 

2 
研
究
関
連
（
研
修
参
加
、
観
測
点
設
置
、
プ
ロ
グ
ラ
ム
購
入
な
ど
） 

0 
98

,6
18

 
0 

0 
8,

85
0 

10
7,

46
8 

3 
機
材
の
輸
入
に
関
す
る
取
扱
い
費
用

 
6,

07
5 

42
,8

81
 

8,
18

5 
6,

24
2 

7,
53

7 
70

,9
20

 
4 
機
材
運
用
費
（
消
耗
品
お
よ
び
修
理
費
等
を
含
む
）

 
0 

10
,3

29
 

0 
29

,8
94

 
 

40
,2

23
 

5 
会
議
費

 
5,

05
1 

0 
0 

0 
 

5,
05

1 
6 
機
材
購
入

 
28

,1
25

 
68

,5
77

 
42

,1
97

 
25

0,
15

0 
 

38
9,

04
9 

7 
海
洋
観
測
の
た
め
の
船
舶
レ
ン
タ
ル

 
36

,0
00

 
33

0,
80

8 
70

,0
00

 
0 

47
,2

00
 

48
4,

00
8 

8 
印
刷
費

 
0 

9,
79

4 
0 

0 
0 

9,
79

4 
合
計

 
90

,4
38

 
58

8,
59

8 
12

4,
60

7 
30

4,
11

2 
86

,0
59

 
1,

19
3,

81
4 

 2)
 IU

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 
 

 
 

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

（
単
位
：
ト
ル
コ
リ
ラ
）

 

項
目

 
20

13
年
度

 
 2

01
3
年

2
月

 –
 2

01
4

年
3
月

 

20
14
年
度

 
20

14
年

4月
 –

 2
01

5年
3
月

 

2
01
5
年
度
 

2
01
5
年

4
月

  
–
 2
0
16
年

3
月

 

2
01
6
年
度
 

2
01
6
年

4
月

  
–
 2
0
17
年

3
月

 

2
01
7
年
度
 

2
01
7
年

4
月
  

–
 2
0
17
年

9
月

 
合
計

 

1 
ト
ル
コ
側
研
究
者
の
国
内
旅
費

 
5,

00
0 

4,
00

0 
5,

00
0 

6,
00

0 
20

,0
00

 
40

,0
00

 
2 
研
究
関
連

 （
フ
ィ
ー
ル
ド
観
測
な
ど
）

 
0 

21
,5

00
 

8,
50

0 
0 

0 
30

,0
00

 
合
計

 
5,

00
0 

25
,5

00
 

13
,5

00
 

6,
00

0 
20

,0
00

 
70

,0
00

 
3)

 M
ET

U
 –

 （
20

13
~2

01
5
デ
ー
タ
は
推
定
）

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

項
目

 
20

13
年
度

  
20

14
年
度

 
20

15
年
度

 
20

16
年
度

 
20

17
年
度

 
合
計

 

1 
ト
ル
コ
側
研
究
者
の
国
内
旅
費

 
1,

50
0 

TL
 

2,
00

0 
TL

 
3,

00
0 

TL
 

2,
00

0 
TL

 
36

0 
U

SD
 

8,
50

0 
TL

  
+ 

7,
86

0 
U

SD
 

 
ト
ル
コ
側
研
究
者
の
国
外
旅
費

 
 

 
 

3,
00

0 
U

SD
 

4,
50

0 
U

SD
 

 
機
材
購
入

 
 

 
 

1,
00

0 
U

SD
 

1,
00

0 
U

SD
 

2,
00

0 
U

SD
 

 
会
議
費

 
 

 
 

48
0 

U
SD

 
0 

U
SD

 
48

0 
U

SD
 

2 
そ
の
他

 
0 

5,
00

01)
 T

L  
3,

00
02)

 T
L  

1,
20

0 
U

SD
 

0 
U

SD
 

8,
00

0 
TL

 
+ 

1,
20

0 
U

SD
 

合
計

 
1,

50
0 

TL
 

7,
00

0 
TL

 
6,

00
0 

TL
 

22
,7

30
 U

SD
 

5,
06

0 
U

SD
 

14
,5

00
 T

L 
+ 

27
,7

90
 U

SD
 

1)
 高
性
能
パ
ソ
コ
ン
の
ハ
ー
ド
ド
ラ
イ
ブ
更
新
、
部
屋
の
空
調
、
サ
ー
バ
ー
の
ア
ッ
プ
グ
レ
ー
ド
、

2)
 外
付
け
ハ
ー
ド
ド
ラ
イ
ブ
、

PC
周
辺
機
器
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付
属
資
料

11
: 
評
価
グ
リ
ッ
ド
（
実
績
の
確
認
と

5
項
目
評
価
）

 
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標

 
 
学
際
的
な
研
究
を
基
に
被
害
地
震
の
想
定
シ
ナ
リ
オ
を
設
定
す
る
。

 
指
標

 
 

1.
 想
定
さ
れ
る
シ
ナ
リ
オ
が
公
表
さ
れ
る
。

 
 

2.
 想
定
さ
れ
る
シ
ナ
リ
オ
が
関
係
者
に
受
け
入
れ
ら
れ
る
。

 
 

 
被
害
地
震
の
想
定
に
つ
い
て
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
学
際
的
な
研
究
を
実
施
し
て
お
り
、
震
源
モ
デ
ル
・
地
震
発
生
シ
ナ
リ
オ
・
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
・
地
震
動
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
・
建
物
被
害
の
想
定
な
ど
の
た
め
の
研
究
を
実
施

し
、
そ
れ
ら
は
既
に
ト
ル
コ
側
・
日
本
側
双
方
の
メ
ン
バ
ー
に
よ
る
成
果
が
、
国
際
誌
「

Ea
rth

, P
la

ne
ts

 a
nd

 S
pa

ce
」
等
で
公
表
さ
れ
、
ま
た
学
会
発
表
が
行
わ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

A
FA

D
（
首
相
府
防
災
危
機
管
理

庁
）
・
地
方
政
府
・
大
学
と
協
力
し
て
地
域
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
開
発
し
て
い
る
被
害
地
震
の
シ
ナ
リ
オ
に
関
す
る
研
究
成
果
を
公
表
し
た
。

 
  上
位
目
標

 
  
学
際
的
な
研
究
を
基
に
災
害
へ
の
備
え
を
促
進
す
る

 
指
標

 
 
災
害
へ
の
一
層
の
備
え
の
た
め
に
、
学
際
的
な
研
究
が
よ
り
盛
ん
に
実
施
さ
れ
る
。

 
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
よ
る
学
際
的
な
研
究
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
が
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
参
加
し
た
ト
ル
コ
側
・
日
本
側
の
研
究
者
に
よ
っ
て
、
学
会
発
表
ま
た
は
論
文
公
表
が
行
わ
れ
る
可
能
性
が
あ
る
。

成
果
１
、
２
、
３
、
を
担
当
し
た
メ
ン
バ
ー
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
担
当
分
野
の
研
究
を
関
心
領
域
と
し
て
お
り
、
今
後
も
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
を
生
か
し
た
研
究
活
動
の
継
続
が
期
待
で
き
る
。
ま
た
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
よ
る
観
測
・

研
究
・
実
験
の
結
果
と
り
ま
と
め
に
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
な
お
時
間
を
必
要
と
す
る
も
の
も
あ
る
と
み
ら
れ
、
そ
れ
ら
の
成
果
の
公
表
の
た
め
の
活
動
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
継
続
す
る
。

 
  成
果
と
活
動
の
進
捗

 
成
果
の
概
要
と
主
な
活
動

 
進
捗

 
成
果

1)
 海
底
観
測
に
基
づ
く
想
定
マ
ル
マ
ラ
地
震
の
震
源
モ
デ
ル
が
構
築
さ
れ
る

 
指
標

 
 

1-
1.

 震
源
モ
デ
ル
の
作
成
と
津
波
シ
ナ
リ
オ
開
発
へ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

 
 

1-
2.

 地
域
の
地
震
波
断
層
映
像
に
よ
る

3
次
元
速
度
構
造
を
得
る
こ
と
に
よ
っ
て
地
震
活
動
度
の
把
握
を
改
善
す
る

 
 
既
に
暫
定
の
震
源
モ
デ
ル
は
作
成
さ
れ
、
成
果

2
の
津
波
シ
ナ
リ
オ
や
成
果

3
の
強
震
動
予
測
に
利
用
さ
れ
る
た
め
に
、
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
を
お
こ
な
っ
た
。
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、
調
査
対
象
地
域
の
マ
ル
マ
ラ
海
に
海
底
地
震
計
（

O
B

S）
を
用
い
た
自
然
地
震
観
測
、
海
底
電
磁
電
位
差
計
（

O
BE

M
）
を
用
い
た
電
磁
気
観
測
、
海
底
間
音
響
測
距
装
置
及
び
陸
上

 G
PS

 を
用
い
た
地
殻
変
動
観
測
を
実
施
し
た
。
こ
れ
ら
の
観
測
か
ら
得
ら
れ
た
デ
ー
タ
の
解
析
に
基
づ
い
て
、

マ
ル
マ
ラ
地
震
震
源
域
の
地
下
構
造
を
推
定
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
地
震
活
動
を
よ
り
良
く
把
握
し
、
震
源
モ
デ
ル
の
構
築
と
改
訂
を
行
っ
て
い
る
。

O
BS
に
よ
る
観
測
結
果
の
解
析
か
ら
、
調
査
対
象
地
域
の
地
域
の
地
震
波
断
層
映
像
に

よ
る

3
次
元
速
度
構
造
が
得
ら
れ
た
。

 
 

O
B

S
に
よ
る
観
測
は
、
一
時

2
台
の

O
B

S
を
回
収
が
で
き
な
か
っ
た
が
遠
隔
操
作
型
の
無
人
潜
水
機
（

R
O

V
）
を
用
い
て
回
収
に
成
功
し
、
観
測
は
無
事
に
進
展
し
た
。

O
B

S
に
よ
る
観
測
で
は
、
断
層
モ
デ
ル
の
よ
り
精
緻
な
モ
デ

ル
化
が
進
み
、
共
同
作
業
の
実
施
に
よ
り
観
測
技
術
の
ト
ル
コ
側
へ
の
移
転
も
進
ん
だ
。

O
B

EM
を
用
い
た
電
磁
気
観
測
で
は
、
断
層
の
活
動
に
よ
る
と
み
ら
れ
る
流
体
の
存
在
が
推
定
さ
れ
て
い
る
。
海
底
間
音
響
測
距
装
置
を
用
い
た
、

海
底
の
地
殻
変
動
は
、
世
界
的
に
も
稀
な
精
度
で
観
測
を
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
た
。
ま
た
地
殻
変
動
の
モ
デ
ル
を
向
上
さ
せ
る
た
め

G
PS
を
用
い
た
陸
上
で
の
地
殻
変
動
観
測
も
合
わ
せ
て
実
施
し
て
い
る
。
さ
ら
に
過
去
の
ト
レ
ン
チ

調
査
の
結
果
を
取
り
ま
と
め
も
、
震
源
モ
デ
ル
の
構
築
に
役
立
て
ら
れ
る
。

 
 1-

1 
海
底
地
震
の
長
期
観
測
を
行
い
、
マ
ル
マ
ラ
海
域

の
地
震
活
動
マ
ッ
プ
を
作
成
す
る
。

 
(2

01
3)

 
・
海
底
地
震
計
（

O
B

S）
7
台
を
調
達
し
て
ト
ル
コ
に
輸
送
。

20
14
年

3
月
に
は
こ
れ
ら
を
用
い
た
技
術
移
転
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
の
実
施
、
マ
ル
マ
ラ
海
域
に

3
台
の

O
BS
を
試
験

的
に
設
置
。
約

3
カ
月
の
観
測
を
実
施
し
て
、

20
14
年

6
月
に
回
収
作
業
を
行
っ
た
。

 
・
日
本
側
の
地
震
学
研
究
者

4
名
が

20
14
年

2
月
に

K
O

ER
Iに
お
い
て
、
ト
ル
コ
側
メ
ン
バ
ー
約

20
名
と

O
B

S
の
解
析
内
容
と
協
力
方
針
、
デ
ー
タ
の
相
互
交
換
に
つ
い
て
打

ち
合
わ
せ
た
。

 
(2

01
4)

 
・

3
台
の

O
B

S
を
追
加
調
達
し
て

20
14
年

3
月
に
ト
ル
コ
に
輸
送
し
、

20
14
年

9
月
よ
り

10
台
の

O
B

S
を
マ
ル
マ
ラ
海
の
中
西
部
を
カ
バ
ー
す
る
よ
う
に
設
置
し
、
本
格
観
測

を
開
始
。

 
・
ト
ル
コ
か
ら

2
名
が
来
日
し
、
日
本
の

O
B

S
作
業
や
作
業
環
境
を
見
学
。
さ
ら
に

3
名
が
来
日
し
、

JA
M

ST
EC
の
「
よ
こ
す
か
」
に
乗
船
、

O
B

S
の
設
置
・
回
収
作
業
を
見
学
。 

・
O

B
S
を
用
い
た
解
析
環
境
整
備
に
つ
い
て
は
、
異
方
性
構
造
を
広
域
的
に
推
定
す
る
た
め
の

S
波
ス
プ
リ
ッ
テ
ィ
ン
グ
解
析
を
行
う
こ
と
の
で
き
る
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
「

LT
sp

lit
」

を
日
本
側
研
究
者
が
開
発
し
、
ト
ル
コ
側
に
譲
渡
。

 
(2

01
5)

 
・
マ
ル
マ
ラ
海
全
体
を
カ
バ
ー
す
る
た
め
更
に

5
台
の

O
B

S
を
増
強
し
、

20
15
年

3
月
よ
り
全

15
台
に
よ
る
地
震
観
測
を
開
始
。

20
15
年

7
月
に
全

15
台
を
回
収
、
メ
ン
テ
ナ

ン
ス
し
、
再
び
同
じ
場
所
に
設
置
し
た
。
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(2
01

6)
 

・
20

16
年

1
月
に

K
O

ER
EI
の
研
究
者

3
名
に
対
す
る

O
B

S
研
修
を
日
本
で
実
施
し
た
。

 
・

20
16
年

6
月
に

O
BS
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
と
再
設
置
を
行
っ
た
。
ま
た
伸
縮
計
の
デ
ー
タ
を
回
収
し
た
。

 
・

20
16
年

6
月
、

O
B

S
の
ア
レ
イ
の
エ
リ
ア
を
や
や
東
側
に
移
動
し
て
観
測
を
開
始
し
た
。
こ
の
観
測
結
果
に
よ
っ
て
マ
ル
マ
ラ
海
の
中
央
部
の
地
震
活
動
が
検
知
さ
れ
る
予
定

で
あ
る
。
（

K
O

ER
I）

 
・

20
16
年

9
月
か
ら

10
月
に
か
け
て
、

O
BS
デ
ー
タ
処
理
・
震
源
解
析
シ
ス
テ
ム
（

SW
IF

T）
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
レ
ビ
ュ
ー
）
、

K
O

ER
EI
の
研
究
者

2
名
が
日
本
で
の
研
修
を
実
施

し
た
。

 
・
北
ア
ナ
ト
リ
ア
断
層
と
断
層
面
の
傾
斜
の
不
均
質
な
構
造
を
理
解
す
る
た
め
の

O
B

S
デ
ー
タ
解
析
を
行
っ
た
。

 
・
マ
ル
マ
ラ
海
に
お
け
る
東
西
方
向
の
応
力
場
の
変
化
の
特
定
を
行
っ
た
。

 
・
グ
ル
ー
プ

2
と
グ
ル
ー
プ

3
が
協
力
し
て
、
北
ア
ナ
ト
リ
ア
断
層
の
モ
デ
ル
化
を
実
施
し
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

4
月
～

5
月
に
マ
ル
マ
ラ
海
で
、

20
16
年

6
月
設
置
の

11
台
の

O
B

S
の
回
収
を
行
い
、さ
ら
に

10
台
は
場
所
を
変
更
し
て
再
設
置
し
た
。
ま
た

R
O

V
 （

R
em

ot
el

y 
op

er
at

ed
 

ve
hi

cl
e:

 遠
隔
操
作
型
の
無
人
潜
水
機
）
を
用
い
て
、

20
16
年

6
月
に
回
収
で
き
な
か
っ
た

2
台
の

O
BS
を
回
収
し
た
。

 
1-

2 
海
底
下
の
電
磁
気
観
測
を
行
い
、
地
殻
内
の
流
体

の
分
布
を
可
視
化
す
る
。

 
(2

01
4)

 
・
調
査
航
海
の
詳
細
仕
様
を
検
討
し
た
。

 
(2

01
5)

 
・

20
15
年

3
月
か
ら

6
月
と
、

6
月
か
ら

7
月
に
か
け
て
の

2
回
、
電
磁
気
電
位
差
観
測
を
マ
ル
マ
ラ
海
で
実
施
し
た
。

20
15
年

3
月
に

3
台
の

O
B

EM
（
海
底
電
磁
電
位
差
計
）

と
2
台
の

O
B

E（
海
底
電
位
差
計
）
を
設
置
し
、

6
月
に

O
B

EM
3
台
を
回
収
し
た
が
、

O
B

E2
台
（

JA
M

ST
EC
所
有
）
に
つ
い
て
は
回
収
で
き
な
か
っ
た
。

 
・
海
底
と
陸
上
の
電
磁
気
調
査
を
連
携
し
て
行
う
た
め
、
陸
上
の
電
磁
気
電
位
差
観
測
用
の
レ
コ
ー
ダ
ー

1
台
（

LE
M

I-4
17
）
を
、

7
月
に
日
本
か
ら
ト
ル
コ
に
譲
渡
し
た
。

 
(2

01
6)

 
・

O
B

EM
を
回
収
し
、
マ
ル
マ
ラ
海
低
の
地
殻
流
体
を
特
定
す
る
た
め
の
デ
ー
タ
解
析
を
行
っ
た
。

2
台
の

O
BE
は
回
収
で
き
な
か
っ
た
。

 
・
陸
上
で
の
電
磁
気
探
査
を
実
施
し
た
。

 
・
過
去
の
他
の
調
査
成
果
を
取
り
入
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
海
底
の
地
殻
構
造
を
理
解
す
る
た
め
の
電
磁
気
観
測
が
さ
ら
に
進
捗
し
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

3
月
、

IU
の
サ
ブ
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
が
東
工
大
と
京
大
を
訪
問
し
た
。

O
B

EM
と
マ
ル
マ
ラ
地
域
の
陸
上
の
デ
ー
タ
の
解
析
と
今
後
の
陸
上
で
の
観
測
サ
イ
ト
と

今
後
の
計
画
に
つ
い
て
討
議
し
た
。

 
・

20
17
年

6
月
、

O
B

EM
デ
ー
タ
の
分
析
と
陸
上
で
の
電
磁
気
観
測
の
た
め
の
調
査
を
実
施
し
た
。

 
・

20
17
年

8～
9
月
、
電
磁
波
気
観
測
を
実
施
し
た
。

 
1-

3 
 G

PS
と
海
底
間
音
響
測
距
に
よ
る
観
測
を
行

い
、
断
層
沿
い
の
変
位
を
理
解
す
る
。

 
 

(2
01

3)
 

・
海
底
間
音
響
測
距
装
置

1
セ
ッ
ト
を
調
達
し
て
ト
ル
コ
に
輸
送
し
、

20
14
年

3
月
に
は
こ
れ
ら
を
用
い
た
技
術
移
転
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
、
音
響
通
信
試
験
を
実
施
。

 
(2

01
4)

 
・

20
14
年

9
月
に
海
底
間
音
響
測
距
装
置

3
台
を
設
置
し
、

1
週
間
に

1
回
の
本
格
測
距
を
開
始
、
そ
れ
ら
の
間
の
距
離
を
測
定
し
て
初
期
デ
ー
タ
を
得
た
。
ま
た

X
B

T
観
測
を

繰
り
返
し
実
施
し
、
マ
ル
マ
ラ
海
の
温
度
構
造
を
確
認
。

 
・

9
月
か
ら

20
15
年

3
月
ま
で
の

6
カ
月
間
の
海
底
測
距
デ
ー
タ
を
音
響
信
号
に
よ
る
デ
ー
タ
伝
送
に
よ
り
回
収
し
た
。

 
(2

01
5)

 
・

20
15
年

3
月
に
新
た
に

1
台
の
装
置
を
追
加
設
置
。
週

1
回
の
観
測
を
開
始
し
た
。

 
・
日
本
か
ら

2
台
の
陸
上
用

G
PS
レ
シ
ー
バ
を
譲
渡
し
、
陸
上
に
お
け
る
地
殻
変
動
観
測
を
開
始
し
た
。

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

3
月
、
海
底
間
音
響
測
距
装
置
を
回
収
し
た
。

 
・

20
16
年

5
月
、
マ
ル
マ
ラ
島
北
端
部
と

K
ap

ita
g
半
島
北
端
部
に

G
PS
観
測
所
を
設
置
し
た
。

 
・
プ
レ
ー
ト
境
界
の
動
き
の
約
半
分
は
ク
リ
ー
プ
し
て
い
る
こ
と
が
、
海
底
測
距
デ
ー
タ
か
ら
分
か
っ
た
。

 
・
陸
上
の
観
測
点
か
ら
の
デ
ー
タ
が
蓄
積
さ
れ
て
お
り
、
マ
ル
マ
ラ
海
の
地
殻
ひ
ず
み
の
蓄
積
の
状
況
を
解
明
す
る
た
め
の
、
プ
レ
ー
ト
境
界
全
般
の
地
殻
変
動
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・

チ
ー
ム
に
明
ら
か
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

 
・

20
16
年

6
月
に
、
海
底
間
音
響
測
距
装
置
の
デ
ー
タ
回
収
を
行
っ
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

4
月
～

5
月
に
、
マ
ル
マ
ラ
海
で
、

R
O

V
を
用
い
て
海
底
間
音
響
測
距
装
置

5
台
を
回
収
し
、
再
設
置
し
た
。

 
1-

4 
ト
レ
ン
チ
調
査
と
過
去
の
大
き
な
地
震
の
記

録
を
取
り
ま
と
め
る
。

 
 

(2
01

5)
 

・
ト
ル
コ
側
か
ら
過
去
の
ト
レ
ン
チ
調
査
を
記
載
し
た
幾
つ
か
の
論
文
の
紹
介
を
受
け
、
現
在
の
ト
レ
ン
チ
調
査
の
情
報
を
得
た
。

 
・
ト
レ
ン
チ
調
査
は
ト
ル
コ
側
が
主
体
と
な
っ
て
実
施
し
た
。

 
(2

01
6)
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(2
01

6)
 

・
20

16
年

1
月
に

K
O

ER
EI
の
研
究
者

3
名
に
対
す
る

O
B

S
研
修
を
日
本
で
実
施
し
た
。

 
・

20
16
年

6
月
に

O
BS
の
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
と
再
設
置
を
行
っ
た
。
ま
た
伸
縮
計
の
デ
ー
タ
を
回
収
し
た
。

 
・

20
16
年

6
月
、

O
B

S
の
ア
レ
イ
の
エ
リ
ア
を
や
や
東
側
に
移
動
し
て
観
測
を
開
始
し
た
。
こ
の
観
測
結
果
に
よ
っ
て
マ
ル
マ
ラ
海
の
中
央
部
の
地
震
活
動
が
検
知
さ
れ
る
予
定

で
あ
る
。
（

K
O

ER
I）

 
・

20
16
年

9
月
か
ら

10
月
に
か
け
て
、

O
BS
デ
ー
タ
処
理
・
震
源
解
析
シ
ス
テ
ム
（

SW
IF

T）
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
レ
ビ
ュ
ー
）
、

K
O

ER
EI
の
研
究
者

2
名
が
日
本
で
の
研
修
を
実
施

し
た
。

 
・
北
ア
ナ
ト
リ
ア
断
層
と
断
層
面
の
傾
斜
の
不
均
質
な
構
造
を
理
解
す
る
た
め
の

O
B

S
デ
ー
タ
解
析
を
行
っ
た
。

 
・
マ
ル
マ
ラ
海
に
お
け
る
東
西
方
向
の
応
力
場
の
変
化
の
特
定
を
行
っ
た
。

 
・
グ
ル
ー
プ

2
と
グ
ル
ー
プ

3
が
協
力
し
て
、
北
ア
ナ
ト
リ
ア
断
層
の
モ
デ
ル
化
を
実
施
し
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

4
月
～

5
月
に
マ
ル
マ
ラ
海
で
、

20
16
年

6
月
設
置
の

11
台
の

O
B

S
の
回
収
を
行
い
、さ
ら
に

10
台
は
場
所
を
変
更
し
て
再
設
置
し
た
。
ま
た

R
O

V
 （

R
em

ot
el

y 
op

er
at

ed
 

ve
hi

cl
e:

 遠
隔
操
作
型
の
無
人
潜
水
機
）
を
用
い
て
、

20
16
年

6
月
に
回
収
で
き
な
か
っ
た

2
台
の

O
BS
を
回
収
し
た
。

 
1-

2 
海
底
下
の
電
磁
気
観
測
を
行
い
、
地
殻
内
の
流
体

の
分
布
を
可
視
化
す
る
。

 
(2

01
4)

 
・
調
査
航
海
の
詳
細
仕
様
を
検
討
し
た
。

 
(2

01
5)

 
・

20
15
年

3
月
か
ら

6
月
と
、

6
月
か
ら

7
月
に
か
け
て
の

2
回
、
電
磁
気
電
位
差
観
測
を
マ
ル
マ
ラ
海
で
実
施
し
た
。

20
15
年

3
月
に

3
台
の

O
B

EM
（
海
底
電
磁
電
位
差
計
）

と
2
台
の

O
B

E（
海
底
電
位
差
計
）
を
設
置
し
、

6
月
に

O
B

EM
3
台
を
回
収
し
た
が
、

O
B

E2
台
（

JA
M

ST
EC
所
有
）
に
つ
い
て
は
回
収
で
き
な
か
っ
た
。

 
・
海
底
と
陸
上
の
電
磁
気
調
査
を
連
携
し
て
行
う
た
め
、
陸
上
の
電
磁
気
電
位
差
観
測
用
の
レ
コ
ー
ダ
ー

1
台
（

LE
M

I-4
17
）
を
、

7
月
に
日
本
か
ら
ト
ル
コ
に
譲
渡
し
た
。

 
(2

01
6)

 
・

O
B

EM
を
回
収
し
、
マ
ル
マ
ラ
海
低
の
地
殻
流
体
を
特
定
す
る
た
め
の
デ
ー
タ
解
析
を
行
っ
た
。

2
台
の

O
BE
は
回
収
で
き
な
か
っ
た
。

 
・
陸
上
で
の
電
磁
気
探
査
を
実
施
し
た
。

 
・
過
去
の
他
の
調
査
成
果
を
取
り
入
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
海
底
の
地
殻
構
造
を
理
解
す
る
た
め
の
電
磁
気
観
測
が
さ
ら
に
進
捗
し
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

3
月
、

IU
の
サ
ブ
グ
ル
ー
プ
・
リ
ー
ダ
ー
が
東
工
大
と
京
大
を
訪
問
し
た
。

O
B

EM
と
マ
ル
マ
ラ
地
域
の
陸
上
の
デ
ー
タ
の
解
析
と
今
後
の
陸
上
で
の
観
測
サ
イ
ト
と

今
後
の
計
画
に
つ
い
て
討
議
し
た
。

 
・

20
17
年

6
月
、

O
B

EM
デ
ー
タ
の
分
析
と
陸
上
で
の
電
磁
気
観
測
の
た
め
の
調
査
を
実
施
し
た
。

 
・

20
17
年

8～
9
月
、
電
磁
波
気
観
測
を
実
施
し
た
。

 
1-

3 
 G

PS
と
海
底
間
音
響
測
距
に
よ
る
観
測
を
行

い
、
断
層
沿
い
の
変
位
を
理
解
す
る
。

 
 

(2
01

3)
 

・
海
底
間
音
響
測
距
装
置

1
セ
ッ
ト
を
調
達
し
て
ト
ル
コ
に
輸
送
し
、

20
14
年

3
月
に
は
こ
れ
ら
を
用
い
た
技
術
移
転
ト
レ
ー
ニ
ン
グ
、
音
響
通
信
試
験
を
実
施
。

 
(2

01
4)

 
・

20
14
年

9
月
に
海
底
間
音
響
測
距
装
置

3
台
を
設
置
し
、

1
週
間
に

1
回
の
本
格
測
距
を
開
始
、
そ
れ
ら
の
間
の
距
離
を
測
定
し
て
初
期
デ
ー
タ
を
得
た
。
ま
た

X
B

T
観
測
を

繰
り
返
し
実
施
し
、
マ
ル
マ
ラ
海
の
温
度
構
造
を
確
認
。

 
・

9
月
か
ら

20
15
年

3
月
ま
で
の

6
カ
月
間
の
海
底
測
距
デ
ー
タ
を
音
響
信
号
に
よ
る
デ
ー
タ
伝
送
に
よ
り
回
収
し
た
。

 
(2

01
5)

 
・

20
15
年

3
月
に
新
た
に

1
台
の
装
置
を
追
加
設
置
。
週

1
回
の
観
測
を
開
始
し
た
。

 
・
日
本
か
ら

2
台
の
陸
上
用

G
PS
レ
シ
ー
バ
を
譲
渡
し
、
陸
上
に
お
け
る
地
殻
変
動
観
測
を
開
始
し
た
。

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

3
月
、
海
底
間
音
響
測
距
装
置
を
回
収
し
た
。

 
・

20
16
年

5
月
、
マ
ル
マ
ラ
島
北
端
部
と

K
ap

ita
g
半
島
北
端
部
に

G
PS
観
測
所
を
設
置
し
た
。

 
・
プ
レ
ー
ト
境
界
の
動
き
の
約
半
分
は
ク
リ
ー
プ
し
て
い
る
こ
と
が
、
海
底
測
距
デ
ー
タ
か
ら
分
か
っ
た
。

 
・
陸
上
の
観
測
点
か
ら
の
デ
ー
タ
が
蓄
積
さ
れ
て
お
り
、
マ
ル
マ
ラ
海
の
地
殻
ひ
ず
み
の
蓄
積
の
状
況
を
解
明
す
る
た
め
の
、
プ
レ
ー
ト
境
界
全
般
の
地
殻
変
動
が
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・

チ
ー
ム
に
明
ら
か
に
な
っ
て
き
て
い
る
。

 
・

20
16
年

6
月
に
、
海
底
間
音
響
測
距
装
置
の
デ
ー
タ
回
収
を
行
っ
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

4
月
～

5
月
に
、
マ
ル
マ
ラ
海
で
、

R
O

V
を
用
い
て
海
底
間
音
響
測
距
装
置

5
台
を
回
収
し
、
再
設
置
し
た
。

 
1-

4 
ト
レ
ン
チ
調
査
と
過
去
の
大
き
な
地
震
の
記

録
を
取
り
ま
と
め
る
。

 
 

(2
01

5)
 

・
ト
ル
コ
側
か
ら
過
去
の
ト
レ
ン
チ
調
査
を
記
載
し
た
幾
つ
か
の
論
文
の
紹
介
を
受
け
、
現
在
の
ト
レ
ン
チ
調
査
の
情
報
を
得
た
。

 
・
ト
レ
ン
チ
調
査
は
ト
ル
コ
側
が
主
体
と
な
っ
て
実
施
し
た
。

 
(2

01
6)

 

  

A10-4 

・
過
去
の
ト
レ
ン
チ
調
査
と
海
底
ボ
ー
リ
ン
グ
掘
削
調
査
の
デ
ー
タ
の
収
集
を
行
っ
た
。

 
成
果

 2
) 
想
定
マ
ル
マ
ラ
地
震
の
連
動
性
評
価
と
津
波
の
予
測
が
な
さ
れ
る

 
指
標

 
 

2.
 津
波
リ
ス
ク
評
価
能
力
を
提
示
す
る

 
 

(1
) 
地
震
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
震
源
モ
デ
ル

 
 

(2
) 
洪
水

 
 

(3
) 
浸
水
深

 
 

(4
) 
流
速

 
 

(5
) 
運
動
量
流
束

 
 

(6
) 
選
択
さ
れ
た
地
域
の
脆
弱
性
評
価
と
マ
ッ
プ
（
少
な
く
と
も

2）
 

 
成
果
１
に
よ
る
震
源
モ
デ
ル
の
結
果
を
用
い
て
地
震
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
っ
た
。
震
源
で
の
地
震
発
生
の
長
期
サ
イ
ク
ル
と
そ
の
破
壊
伝
播
の
計
算
を
既
に
暫
定
的
な
モ
デ
ル
で
行
い
、
成
果

1
の
解
析
結
果
に
基
づ
い
た
よ
り
現

実
的
な
断
層
形
状
で
の
計
算
を
実
施
で
き
る
状
況
に
な
っ
た
。
地
震
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
破
壊
伝
播
計
算
や
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
技
術
移
転
の
た
め
に
は
、
ト
ル
コ
人
研
修
生
を
日
本
の
大
学
に
受
入
れ
を
行
っ
た
。

 
 
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
は
、
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の
ハ
イ
ダ
ル
パ
シ
ャ
港
を
対
象
と
し
た
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
と
、
イ
エ
ニ
カ
プ
地
区
を
対
象
と
し
た
都
市
の
対
津
波
脆
弱
性
の
評
価
の
手
法
提
案
の
内
容
が
「

Ea
rth

, P
la

ne
ts

 a
nd

 
Sp

ac
e」
誌
に
公
表
さ
れ
た
。
こ
れ
ら
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
で
は
、
洪
水
、
浸
水
深
、
流
速
、
運
動
量
流
束
な
ど
の
デ
ー
タ
が
得
ら
れ
る
。
さ
ら
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
バ
ク
ル
キ
ョ
イ
地
区
を
対
象
と
し
て
津
波
遡
上
計
算
を
行
い
、
都
市

の
対
津
波
脆
弱
性
の
評
価
を
行
う
。
こ
れ
ら
の
脆
弱
性
評
価
で
は
津
波
リ
ス
ク
マ
ッ
プ
が
作
成
さ
れ
る
。

 
 
さ
ら
に
津
波
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
は
、
過
去
の
津
波
の
デ
ー
タ
を
集
め
、
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
役
立
て
る
。
ま
た
地
震
の
即
時
解
析
に
つ
い
て
は
、
即
時
震
源
解
析
シ
ス
テ
ム
「

SW
IF

T」
の
機
能
な
ら
び
に
利
用
の
し
易
さ
の
向
上
の

た
め
、
ウ
ェ
ブ
・
バ
ー
ジ
ョ
ン
を

 K
O

ER
I 
に
導
入
し
た
。
ま
た
、
津
波
即
時
予
測
シ
ス
テ
ム
の
提
案
を
「

Ea
rth

, P
la

ne
ts

 a
nd

 S
pa

ce
」
誌
に
公
表
し
た
。

 
2-

1
 地
震
サ
イ
ク
ル
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行

う
。

 
(2

01
4)

 
・
地
震
発
生
サ
イ
ク
ル
・
破
壊
伝
播
計
算
は
コ
ー
ド
の
チ
ュ
ー
ニ
ン
グ
を
進
め
、
地
球
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
や
京
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
で
実
用
的
な
時
間
で
実
ス
ケ
ー
ル
の
計
算
が
で
き
る

よ
う
に
な
っ
た
。

 
・
地
震
発
生
サ
イ
ク
ル
計
算
を
担
当
す
る

K
O

ER
I大
学
院
生
が

20
14
年

10
月
か
ら
京
都
大
学
大
学
院
理
学
研
究
科
に
国
費
留
学
生
（
地
球
規
模
枠
）
と
し
て
入
学
。

 
・
さ
ら
に
、
北
ア
ナ
ト
リ
ア
断
層
を
対
象
と
し
た
断
層
モ
デ
ル
の
デ
ジ
タ
ル
デ
ー
タ
を
入
手
し
、
地
震
発
生
サ
イ
ク
ル
計
算
に
着
手
し
た
。

 
・

20
14
年

6
月

5
日
に
、
ア
ン
カ
ラ
の

M
ET

U
土
木
工
学
部
に
て
技
術
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
、
グ
ル
ー
プ

2
の

4
名
の
研
究
者
が
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
を
行
っ
た
。

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

2
月
に

K
O

ER
Iの
研
究
者
が
、
地
震
発
生
シ
ナ
リ
オ
の
た
め
の
破
壊
伝
播
計
算
の
研
修
を
日
本
で
受
け
た
。（
破
壊
伝
播
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
計
算
の
コ
ー
デ
ィ
ン
グ
技

術
）

 
・

20
16
年

7
月
～

9
月

K
O

ER
Iの
研
究
者
が
、
日
本
で
研
修
コ
ー
ス
を
受
講
し
た
。（
破
壊
伝
播
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
コ
ー
ド
の
作
成
と
使
用
）

 
2-

2
 津
波
発
生
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
う
。

 
 

(2
01

3)
 

・
津
波
計
算
を
担
当
す
る
日
本
側
研
究
者

1
名
が

20
13
年

11
月
下
旬
か
ら

12
月
上
旬
に
か
け
て
ト
ル
コ
に
て
、
津
波
遡
上
計
算
を
行
う
予
定
の
現
場
視
察
、

K
O

ER
Iや

M
ET

U
で
の
打
ち
合
わ
せ
を
実
施
し
た
。

 
・

PA
R

Iに
招
聘
研
究
員
（

M
ET

U
）
を

3
カ
月
間
（

20
13
年

12
月

10
日
～

20
14
年

3
月

9
日
）
受
入
れ
、

3
次
元
津
波
遡
上
計
算
プ
ロ
グ
ラ
ム
使
用
技
術
の
移
転
、
イ
ス
タ
ン

ブ
ー
ル
へ
の
遡
上
計
算
の
た
め
の
デ
ー
タ
を
取
得
し
、
整
備
し
た
。

 
(2

01
4)

 
・

20
14
年

9
月
～

10
月
に
津
波
計
算
を
担
当
す
る
ト
ル
コ
側
研
究
者

1
名
（

K
O

ER
I）
を
招
聘
し
、

PA
R

Iに
お
い
て

3
次
元
津
波
計
算
プ
ロ
グ
ラ
ム
使
用
技
術
の
習
得
（
既
に
地

形
デ
ー
タ
が
準
備
さ
れ
て
い
る
釜
石
、
高
知
を
対
象
と
し
た
計
算
、
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の

A
m

ba
rli

 P
or

tを
対
象
と
し
た

2
次
元
の
津
波
伝
播
・
遡
上
計
算
な
ど
）
を
進
め
た
。

 
・
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の

H
ay

da
rp

as
a 

Po
rt
を
対
象
に
、

M
ET

U
が
高
解
析
度
の
地
形
デ
ー
タ
を
用
意
し
、
そ
れ
を

PA
RI
で
津
波
計
算
用
に
整
備
し
た
上
で
、
津
波
伝
播
・
遡
上
の

3
次
元
津
波
計
算
を
実
施
し
た
。

 
(2

01
5)

 
・

20
15
年

9
月
に
、
津
波
遡
上
計
算
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
（

ST
O

C
-C

A
D

M
A

S）
を
設
置
し
た
。

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

5
月
～

6
月
に
、

K
O

ER
I研
究
者
の
日
本
で
の
研
修
コ
ー
ス
実
施
（
津
波
遡
上
計
算
シ
ミ
ュ
レ
ー
タ
の

ST
O

C
-C

A
D

M
A

S
の
使
用
法
）

 
・

20
16
年

10
月
～

11
月
に
、

M
ET

U
研
究
者
の
日
本
で
の
研
修
コ
ー
ス
実
施
（
防
波
堤
を
襲
う
津
波
の
伝
播
の
計
算
法

 
D

EM
と

V
O

F
連
成
コ
ー
ド
）
を
検
討
し
た
。

 
・

M
ET

U
は
、
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の

Ba
ki

rk
oy
地
区
の
高
分
解
能
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
と
脆
弱
性
評
価
を
行
っ
た
。

 
・

20
17
年

7
月
～

8
月
、
中
央
大
学
に
お
い
て
、

M
ET

U
と

K
O

ER
Iの
研
修
生
計

2
名
が
、
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
た
め
の
研
修
を
実
施
し
た
。

 
・

20
17
年

8
月
に
、

M
ET

U
と

K
O

ER
Iか
ら
の
日
本
出
張
及
び
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
で
の
学
会
発
表
を
行
っ
た
。

 
2-

3 
マ
ル
マ
ラ
海
に
お
け
る
津
波
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

を
確
立
す
る
。

 
(2

01
3)

 
・
歴
史
記
録
の
収
集
整
理
を
ト
ル
コ
側
で
進
め
た
。

 
(2

01
4)

 
・
マ
ル
マ
ラ
海
を
対
象
と
し
た
津
波
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
ト
ル
コ
側
で
構
築
し
た
。

 
(2

01
6)

 



  

A10-5 

・
20

16
年

4
月
に
、
津
波
シ
ナ
リ
オ
・
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
が
完
成
し
た
。

 
・

20
16
年

6
月
に
、
津
波
シ
ナ
リ
オ
に
つ
い
て
、
そ
の
現
状
と
改
善
法
に
つ
い
て
議
論
を
行
っ
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

2
月
～

3
月
に

M
ET

U
に
お
い
て
、
有
川
、

M
ET

U
の
メ
ン
バ
ー
と
グ
ル
ー
プ

2
の
今
後
の
計
画
に
つ
い
て
討
議
し
た
。
ま
た
数
値
計
算
に

2
名
の
研
修
員
を
日
本
に

送
る
こ
と
、
地
滑
り
津
波
の
計
算
方
法
、
脆
弱
性
評
価
の
た
め
の
浸
水
計
算
に
つ
い
て
話
合
っ
た
。

 
2-

4 
早
期
探
知
能
力
を
改
善
す
る
。

 
(2

01
4)

 
・

20
14
年

6
月
に
日
本
側
研
究
者

1
名
が
ト
ル
コ
を
訪
問
し
、
即
時
震
源
解
析
シ
ス
テ
ム
「

SW
IF

T
シ
ス
テ
ム
」
を

K
O

ER
Iに
導
入
、
使
用
法
に
つ
い
て
の
講
習
会
を
ト
ル
コ
研

究
者
約

10
名
に
対
し
て
実
施
。

 
・
こ
の
シ
ス
テ
ム
は

A
FA

D
で
利
用
さ
れ
て
い
る
。

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

9
月
～

10
月
に
、
震
源
解
析
シ
ス
テ
ム
（

SW
IF

T）
を

K
O

ER
Iの
ウ
ェ
ブ
・
バ
ー
ジ
ョ
ン
に
設
置
し
、
運
営
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

 
・
ウ
ェ
ブ
・
バ
ー
ジ
ョ
ン
で
の

SW
IF

T
の
改
善
が
行
わ
れ
た
。

 
・
「
マ
ル
マ
ラ
海
域
の
津
波
早
期
警
報
シ
ス
テ
ム
の
設
計
と
そ
の
課
題
」
の
発
表
（

a 
m

od
el

 fo
r E

EW
 c

ou
pl

ed
 w

ith
 T

W
S 

in
 M

ar
m

ar
a 

, E
ar

th
, P

la
ne

ts
 a

nd
 S

pa
ce
誌
）

 
成
果

 3
) 
想
定
マ
ル
マ
ラ
地
震
に
よ
る
構
造
物
の
振
動
・
倒
壊
危
険
性
予
測
が
な
さ
れ
る

 
指
標

 
 

3-
1-

1.
 1

1
サ
イ
ト
で

5
年
間
の
観
測
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
）

 
 

3-
1-

2.
 4

0
カ
所
の
サ
イ
ト
で
の
観
測

 
 

3-
1-

3.
 過
去
の

2
地
震
を
用
い
た
想
定

 
 

3-
1-

4.
 5
種
の
石
油
タ
ン
ク
の
分
析

 
 

3-
1-

5.
 2

0
の
建
物
で
の
観
測

 
 

3-
1
地
盤
構
造
の
推
定
は
、
ほ
ぼ
予
定
ど
お
り
の
活
動
を
終
え
、
成
果
を
達
成
し
つ
つ
あ
る
。
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
と
テ
キ
ル
ダ
ア
の
合
計

11
サ
イ
ト
で
強
震
計
を
設
置
し
て
強
震
動
観
測
を
行
い
、
ま
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
全
体
で
は

約
16

0
カ
所
の
サ
イ
ト
で
微
振
動
調
査
行
っ
た
。
ま
た
、
石
油
タ
ン
ク
で
の
揺
れ
の
危
険
性
を
分
析
す
る
研
究
が
実
施
中
で
あ
り
、
さ
ら
に

20
以
上
の
建
物
で
の
微
振
動
調
査
が
既
に
実
施
さ
れ
た
。
地
盤
調
査
結
果
か
ら
地
震
動
を
推
測

し
て
お
り
、

20
14
年
に
発
生
し
た
地
震
を
用
い
た
強
震
動
の
想
定
が
既
に
行
わ
れ
た
。

 
 

3-
2-

1.
 少
な
く
と
も

10
0
チ
ャ
ネ
ル
で
の
観
測
デ
ー
タ
の
収
集
と
分
析

 
 

3-
2-

2.
実
大
三
次
元
振
動
破
壊
実
験
施
設
（

E
デ
ィ
フ
ェ
ン
ス
）
に
よ
る
再
現
と
そ
の
他
の
建
造
物
へ
の
予
測

 
 

3-
2
構
造
物
の
耐
震
性
評
価
は
地
震
動
を
も
と
に
、
防
災
科
学
技
術
研
究
所
で
震
動
台
実
験
（
実
大
三
次
元
振
動
破
壊
実
験
施
設
で
あ
る

E
デ
ィ
フ
ェ
ン
ス
）
を
行
い
、
現
在
そ
の
解
析
モ
デ
ル
の
構
築
を
進
め
て
い
る
。

 
 

3-
3-

1.
 2
地
震
動
と
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
、
高
周
波

(1
 - 

25
 H

z)
 /低
周
波

 (
0.

1 
- 1

. H
z)

, 
ゼ
イ
テ
ィ
ン
ブ
ル
ヌ
地
区

(5
 k

m
 x

 5
 k

m
 x

 1
50

 m
) 

 
3-

3-
2.

 2
つ
の
震
源
モ
デ
ル
に
よ
る
地
震
動
に
よ
る
２
つ
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ

 
 

3-
3
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
は
、
暫
定
的
な
地
震
動
を
用
い
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の
ゼ
イ
テ
ィ
ン
ブ
ル
ヌ
地
区
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
し
た
。
中
東
工
科
大
学
（

M
ET

U
）
に
供
与
さ
れ
た
高
性
能
コ
ン
ピ
ュ

ー
タ
ー
を
用
い
て
、
想
定
さ
れ
た
地
震
に
対
し
て
、
表
層
地
盤
で
の
地
震
動
増
幅
と
、
増
幅
さ
れ
た
地
震
動
を
受
け
る
建
物
群
の
地
震
応
答
を
計
算
し
た
結
果
に
基
づ
く
、
先
進
的
な
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
作
成
さ
れ
た
。

イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の

G
IS
デ
ー
タ
と
地
盤
デ
ー
タ
が
得
ら
れ
れ
ば
、
更
に
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の
状
況
に
合
わ
せ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
改
訂
と
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成
が
可
能
な
状
態
に
な
っ
て
い
る
。

 
3-

1
 速
度
構
造
を
モ
デ
ル
化
し
、
強
震
動
推
定
の
た

め
の
分
析
を
行
う
。

 
（
地
盤
構
造
の
モ
デ
リ
ン
グ
と
解
析
、
及
び
強

振
動
推
定
）

 

(2
01

3)
 

・
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
近
郊
（

Ze
yt

in
bu

rn
u、

Te
ki

rd
ag
）
に
て

20
13
年

10
月
に
ト
ル
コ
側

C
P
と
共
同
で
常
時
地
震
動
観
測
を
実
施
し
、
解
析
結
果
を
用
い
た
地
盤
構
造
の
モ
デ
リ

ン
グ
に
着
手
し
た
。

 
・

20
13
年

10
月
に
ト
ル
コ
か
ら
の
国
費
留
学
生
（
地
球
規
模
枠
）
が
東
京
工
業
大
学
博
士
課
程
に
入
学
し
、
地
盤
構
造
モ
デ
リ
ン
グ
の
た
め
の
観
測
技
術
・
解
析
技
術
を
習
得
し

た
。
前
述
の
常
時
地
震
動
観
測
に
も
参
加
し
た
。

 
(2

01
4)

 
・

20
14
年

9
月
に
マ
ル
マ
ラ
海
西
部
（

Te
ki

rd
ag
及
び

Ze
yt

in
bu

rn
u
地
域
）
に
お
い
て
微
動
観
測
を
実
施
し
、
表
層
地
盤
の

S
波
速
度
構
造
を
推
定
。
さ
ら
に
深
さ

30
m
ま
で
の

平
均

S
波
速
度
と
地
形
デ
ー
タ
の
経
験
式
を
作
成
。
（
こ
れ
ま
で

Te
ki

rd
ag
で
は
地
盤
の
情
報
が
ほ
と
ん
ど
無
い
状
況
で
あ
っ
た
が
、
本
研
究
に
よ
り
同
地
域
の
信
頼
性
の
高
い

強
振
動
予
測
に
寄
与
す
る
と
期
待
さ
れ
る
）

 
・

20
14
年

9
月
に
同
地
域
に
お
い
て
強
震
計

10
基
を
設
置
し
、
地
震
観
測
を
開
始
。

20
15
年

2
月
に
は
、

11
番
目
の
強
震
計
が
マ
ル
マ
ラ
島
に
あ
る
郡
行
政
官
オ
フ
ィ
ス
に
設
置

さ
れ
た
。
（
強
震
観
測
の
維
持
は
、

IU
が
担
当
）

 
・

20
14
年

5
月

24
日
に
エ
ー
ゲ
海
で
地
震
（

M
6.

9）
が
発
生
し
、
マ
ル
マ
ラ
海
西
部
で
も
強
震
観
測
記
録
が
得
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
本
研
究
で
の
対
象
地
域
を
拡
大
し
、

20
14

年
9
月
に
震
源
域
を
含
め
た
強
震
観
測
点
で
の
地
盤
調
査
を
実
施
。

 
(2

01
5)

 
・

20
15
年

9
月
、
常
時
微
動
の
ア
レ
イ
観
測
を
、

Te
ki

rd
ag

, I
st

an
bu

l, 
Ed

irn
e,

 C
an

ak
ka

le
地
域
で
実
施
し
た
。

 
・

20
15
年

9
月
、
石
油
タ
ン
ク
の
調
査
を
行
い
、
デ
ー
タ
を
収
集
し
た
。

 
・

20
15
年

12
月
、
石
油
タ
ン
ク
担
当
の
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー
が
日
本
に
出
張
し
、
分
析
の
た
め
の
会
合
を
行
い
、
タ
ン
ク
の
デ
ー
タ
を
交
換
し
た
。

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

2
月
に

M
ET

U
で
、
進
捗
報
告
と
今
後
の
計
画
を
策
定
し
た
。

 



  

A10-5 

・
20

16
年

4
月
に
、
津
波
シ
ナ
リ
オ
・
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
が
完
成
し
た
。

 
・

20
16
年

6
月
に
、
津
波
シ
ナ
リ
オ
に
つ
い
て
、
そ
の
現
状
と
改
善
法
に
つ
い
て
議
論
を
行
っ
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

2
月
～

3
月
に

M
ET

U
に
お
い
て
、
有
川
、

M
ET

U
の
メ
ン
バ
ー
と
グ
ル
ー
プ

2
の
今
後
の
計
画
に
つ
い
て
討
議
し
た
。
ま
た
数
値
計
算
に

2
名
の
研
修
員
を
日
本
に

送
る
こ
と
、
地
滑
り
津
波
の
計
算
方
法
、
脆
弱
性
評
価
の
た
め
の
浸
水
計
算
に
つ
い
て
話
合
っ
た
。

 
2-

4 
早
期
探
知
能
力
を
改
善
す
る
。

 
(2

01
4)

 
・

20
14
年

6
月
に
日
本
側
研
究
者

1
名
が
ト
ル
コ
を
訪
問
し
、
即
時
震
源
解
析
シ
ス
テ
ム
「

SW
IF

T
シ
ス
テ
ム
」
を

K
O

ER
Iに
導
入
、
使
用
法
に
つ
い
て
の
講
習
会
を
ト
ル
コ
研

究
者
約

10
名
に
対
し
て
実
施
。

 
・
こ
の
シ
ス
テ
ム
は

A
FA

D
で
利
用
さ
れ
て
い
る
。

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

9
月
～

10
月
に
、
震
源
解
析
シ
ス
テ
ム
（

SW
IF

T）
を

K
O

ER
Iの
ウ
ェ
ブ
・
バ
ー
ジ
ョ
ン
に
設
置
し
、
運
営
で
き
る
よ
う
に
な
っ
た
。

 
・
ウ
ェ
ブ
・
バ
ー
ジ
ョ
ン
で
の

SW
IF

T
の
改
善
が
行
わ
れ
た
。

 
・
「
マ
ル
マ
ラ
海
域
の
津
波
早
期
警
報
シ
ス
テ
ム
の
設
計
と
そ
の
課
題
」
の
発
表
（

a 
m

od
el

 fo
r E

EW
 c

ou
pl

ed
 w

ith
 T

W
S 

in
 M

ar
m

ar
a 

, E
ar

th
, P

la
ne

ts
 a

nd
 S

pa
ce
誌
）

 
成
果

 3
) 
想
定
マ
ル
マ
ラ
地
震
に
よ
る
構
造
物
の
振
動
・
倒
壊
危
険
性
予
測
が
な
さ
れ
る

 
指
標

 
 

3-
1-

1.
 1

1
サ
イ
ト
で

5
年
間
の
観
測
（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
）

 
 

3-
1-

2.
 4

0
カ
所
の
サ
イ
ト
で
の
観
測

 
 

3-
1-

3.
 過
去
の

2
地
震
を
用
い
た
想
定

 
 

3-
1-

4.
 5
種
の
石
油
タ
ン
ク
の
分
析

 
 

3-
1-

5.
 2

0
の
建
物
で
の
観
測

 
 

3-
1
地
盤
構
造
の
推
定
は
、
ほ
ぼ
予
定
ど
お
り
の
活
動
を
終
え
、
成
果
を
達
成
し
つ
つ
あ
る
。
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
と
テ
キ
ル
ダ
ア
の
合
計

11
サ
イ
ト
で
強
震
計
を
設
置
し
て
強
震
動
観
測
を
行
い
、
ま
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
全
体
で
は

約
16

0
カ
所
の
サ
イ
ト
で
微
振
動
調
査
行
っ
た
。
ま
た
、
石
油
タ
ン
ク
で
の
揺
れ
の
危
険
性
を
分
析
す
る
研
究
が
実
施
中
で
あ
り
、
さ
ら
に

20
以
上
の
建
物
で
の
微
振
動
調
査
が
既
に
実
施
さ
れ
た
。
地
盤
調
査
結
果
か
ら
地
震
動
を
推
測

し
て
お
り
、

20
14
年
に
発
生
し
た
地
震
を
用
い
た
強
震
動
の
想
定
が
既
に
行
わ
れ
た
。

 
 

3-
2-

1.
 少
な
く
と
も

10
0
チ
ャ
ネ
ル
で
の
観
測
デ
ー
タ
の
収
集
と
分
析

 
 

3-
2-

2.
実
大
三
次
元
振
動
破
壊
実
験
施
設
（

E
デ
ィ
フ
ェ
ン
ス
）
に
よ
る
再
現
と
そ
の
他
の
建
造
物
へ
の
予
測

 
 

3-
2
構
造
物
の
耐
震
性
評
価
は
地
震
動
を
も
と
に
、
防
災
科
学
技
術
研
究
所
で
震
動
台
実
験
（
実
大
三
次
元
振
動
破
壊
実
験
施
設
で
あ
る

E
デ
ィ
フ
ェ
ン
ス
）
を
行
い
、
現
在
そ
の
解
析
モ
デ
ル
の
構
築
を
進
め
て
い
る
。

 
 

3-
3-

1.
 2
地
震
動
と
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
、
高
周
波

(1
 - 

25
 H

z)
 /低
周
波

 (
0.

1 
- 1

. H
z)

, 
ゼ
イ
テ
ィ
ン
ブ
ル
ヌ
地
区

(5
 k

m
 x

 5
 k

m
 x

 1
50

 m
) 

 
3-

3-
2.

 2
つ
の
震
源
モ
デ
ル
に
よ
る
地
震
動
に
よ
る
２
つ
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ

 
 

3-
3
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
は
、
暫
定
的
な
地
震
動
を
用
い
て
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の
ゼ
イ
テ
ィ
ン
ブ
ル
ヌ
地
区
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
し
た
。
中
東
工
科
大
学
（

M
ET

U
）
に
供
与
さ
れ
た
高
性
能
コ
ン
ピ
ュ

ー
タ
ー
を
用
い
て
、
想
定
さ
れ
た
地
震
に
対
し
て
、
表
層
地
盤
で
の
地
震
動
増
幅
と
、
増
幅
さ
れ
た
地
震
動
を
受
け
る
建
物
群
の
地
震
応
答
を
計
算
し
た
結
果
に
基
づ
く
、
先
進
的
な
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
が
作
成
さ
れ
た
。

イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の

G
IS
デ
ー
タ
と
地
盤
デ
ー
タ
が
得
ら
れ
れ
ば
、
更
に
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の
状
況
に
合
わ
せ
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
改
訂
と
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
作
成
が
可
能
な
状
態
に
な
っ
て
い
る
。

 
3-

1
 速
度
構
造
を
モ
デ
ル
化
し
、
強
震
動
推
定
の
た

め
の
分
析
を
行
う
。

 
（
地
盤
構
造
の
モ
デ
リ
ン
グ
と
解
析
、
及
び
強

振
動
推
定
）

 

(2
01

3)
 

・
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
近
郊
（

Ze
yt

in
bu

rn
u、

Te
ki

rd
ag
）
に
て

20
13
年

10
月
に
ト
ル
コ
側

C
P
と
共
同
で
常
時
地
震
動
観
測
を
実
施
し
、
解
析
結
果
を
用
い
た
地
盤
構
造
の
モ
デ
リ

ン
グ
に
着
手
し
た
。

 
・

20
13
年

10
月
に
ト
ル
コ
か
ら
の
国
費
留
学
生
（
地
球
規
模
枠
）
が
東
京
工
業
大
学
博
士
課
程
に
入
学
し
、
地
盤
構
造
モ
デ
リ
ン
グ
の
た
め
の
観
測
技
術
・
解
析
技
術
を
習
得
し

た
。
前
述
の
常
時
地
震
動
観
測
に
も
参
加
し
た
。

 
(2

01
4)

 
・

20
14
年

9
月
に
マ
ル
マ
ラ
海
西
部
（

Te
ki

rd
ag
及
び

Ze
yt

in
bu

rn
u
地
域
）
に
お
い
て
微
動
観
測
を
実
施
し
、
表
層
地
盤
の

S
波
速
度
構
造
を
推
定
。
さ
ら
に
深
さ

30
m
ま
で
の

平
均

S
波
速
度
と
地
形
デ
ー
タ
の
経
験
式
を
作
成
。
（
こ
れ
ま
で

Te
ki

rd
ag
で
は
地
盤
の
情
報
が
ほ
と
ん
ど
無
い
状
況
で
あ
っ
た
が
、
本
研
究
に
よ
り
同
地
域
の
信
頼
性
の
高
い

強
振
動
予
測
に
寄
与
す
る
と
期
待
さ
れ
る
）

 
・

20
14
年

9
月
に
同
地
域
に
お
い
て
強
震
計

10
基
を
設
置
し
、
地
震
観
測
を
開
始
。

20
15
年

2
月
に
は
、

11
番
目
の
強
震
計
が
マ
ル
マ
ラ
島
に
あ
る
郡
行
政
官
オ
フ
ィ
ス
に
設
置

さ
れ
た
。
（
強
震
観
測
の
維
持
は
、

IU
が
担
当
）

 
・

20
14
年

5
月

24
日
に
エ
ー
ゲ
海
で
地
震
（

M
6.

9）
が
発
生
し
、
マ
ル
マ
ラ
海
西
部
で
も
強
震
観
測
記
録
が
得
ら
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
本
研
究
で
の
対
象
地
域
を
拡
大
し
、

20
14

年
9
月
に
震
源
域
を
含
め
た
強
震
観
測
点
で
の
地
盤
調
査
を
実
施
。

 
(2

01
5)

 
・

20
15
年

9
月
、
常
時
微
動
の
ア
レ
イ
観
測
を
、

Te
ki

rd
ag

, I
st

an
bu

l, 
Ed

irn
e,

 C
an

ak
ka

le
地
域
で
実
施
し
た
。

 
・

20
15
年

9
月
、
石
油
タ
ン
ク
の
調
査
を
行
い
、
デ
ー
タ
を
収
集
し
た
。

 
・

20
15
年

12
月
、
石
油
タ
ン
ク
担
当
の
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー
が
日
本
に
出
張
し
、
分
析
の
た
め
の
会
合
を
行
い
、
タ
ン
ク
の
デ
ー
タ
を
交
換
し
た
。

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

2
月
に

M
ET

U
で
、
進
捗
報
告
と
今
後
の
計
画
を
策
定
し
た
。

 

  

A10-6 

・
20

16
年

3
月
、
強
震
観
測
を

Ze
yt

in
bu

rn
u
地
区
で
実
施
し
た
。

 
・

20
16
年

3
月
、
微
動
観
測
を
、
建
物
で
実
施
し
た
。

 
・

20
16
年

7
月
、
地
盤
調
査
担
当
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー
が
デ
ー
タ
解
析
の
た
め
の
日
本
に
出
張
し
た
。

 
・

20
16
年

9
月
、
常
時
微
動
の
ア
レ
イ
観
測
を
、
マ
ル
マ
ラ
の
東
部
と
南
部
地
域
で
実
施
し
た
。

 
・

20
16
年

11
月
、
建
物
微
震
動
観
測
を
実
施
し
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

1
月
、
建
物
微
震
動
観
測
を
実
施
し
た
。

 
・

20
17
年

5
月
～

6
月
、
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
市
中
央
部
の
土
地
と
建
物
の
微
動
観
測
を
実
施
し
た
。

 
・

20
17
年

6
月
～

8
月
、
地
震
波
干
渉
法
に
基
づ
く
強
震
観
測
記
録
分
析
法
の
習
得
し
、
地
盤
構
造
モ
デ
リ
ン
グ
と
強
震
動
推
定
へ
の
活
用
を
学
ぶ
た
め
の
研
修
を
実
施
し
た
。

 
・

20
16
年

9
月
、
微
動
観
測
を
、
建
物
で
実
施
し
た
。

 
3-

2 
高
度
な
数
値
解
析
を
用
い
た
耐
震
評
価
を
行

い
、
大
規
模
実
験
を
行
う
。

 
（
大
規
模
実
験
及
び
先
端
数
値
解
析
を
使
っ

た
構
造
物
耐
震
性
評
価
）

 

(2
01

3)
 

・
耐
震
性
評
価
お
よ
び
先
端
数
値
解
析
を
行
う
具
体
的
な
構
造
物
と
し
て
、

10
層
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
建
築
物
を
選
定
し
た
。

 
・
ト
ル
コ
側
研
究
者
が

20
13
年

9
月
に
実
大
三
次
元
振
動
破
壊
実
験
施
設
（

E-
デ
ィ
フ
ェ
ン
ス
）
を
視
察
し
た
。

 
(2

01
4)

 
・
日
本
側
と
ト
ル
コ
側
の
耐
震
基
準
を
考
慮
し
て
、
数
値
解
析
検
証
に
参
照
で
き
る

10
層
鉄
筋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
造
建
築
物
の
実
建
物
設
計
を
準
備
。
そ
の
設
計
を
基
に
先
端
数
値

解
析
モ
デ
ル
の
構
築
に
着
手
し
た
。

 
(2

01
5)

 
・

20
15
年

9
月
～

12
月
、

K
O

ER
Iの

Ye
ni

do
ga

n
が
日
本
で
の
研
修
を
受
け
る
。

 
・

20
15
年

12
月
に
、
ト
ル
コ
側
研
究
者

2
名
が
神
戸
の

N
IE

D
で
実
大
三
次
元
振
動
破
壊
実
験
施
設
（

E
デ
ィ
フ
ェ
ン
ス
）
に
よ
る
実
験
視
察
を
行
っ
た
。

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

2
月
、

M
ET

U
で
、
進
捗
報
告
と
今
後
の
計
画
を
策
定
し
た
。

 
・

20
16
年

4
月
～

6
月
、

K
O

ER
Iの
研
修
生
が
日
本
の
神
戸
の

N
IE

D
で
の
研
修
を
受
け
た
。

 
3-

3 
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
高

度
化
を
図
る
。

 
(2

01
3)

 
・
ト
ル
コ
側
が
入
手
し
た
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
近
郊
の
詳
細
地
理
デ
ー
タ
を
用
い
、
都
市
モ
デ
ル
の
作
成
に
着
手
し
た
。

 
・

20
13
年

9
月
よ
り

1
年
の
予
定
で
、
東
京
大
学
地
震
研
究
所
に
ト
ル
コ
人
研
究
者
が
客
員
准
教
授
と
し
て
滞
在
し
、
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
の
地
理
情
報
シ
ス
テ
ム
の
分
析
と
都
市
モ

デ
ル
の
作
成
技
術
を
習
得
し
た
。
後
に
正
式
に
ト
ル
コ
側
の
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
し
て
追
加
さ
れ
た
。

 
(2

01
4)

 
・
試
行
的
に
都
市
モ
デ
ル
を
利
用
し
た
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
ベ
ー
ス
の
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
を
作
成
。
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
に

M
at

la
b
ベ
ー
ス
の
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
利
用
す
る
こ
と
に

な
っ
た
こ
と
か
ら
、
イ
ン
タ
ー
ン
留
学
生
（
短
期
研
究
）
を
受
入
れ
、
日
本
の
地
震
被
害
評
価
手
法
の
基
本
の
理
解
・
習
得
を
行
っ
た
。

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

2
月
、
ア
ン
カ
ラ
の

M
ET

U
に
お
い
て
、
ト
ル
コ
側
グ
ル
ー
プ

3
の
会
合
を
実
施
し
た
。

 
・

20
16
年

3
月
に
、
論
文
作
成
の
た
め
の
会
合
を
行
っ
た
。

 
・

20
16
年

10
月
に
、

M
ET

U
に
お
い
て
、
進
捗
確
認
会
合
を
行
っ
た
。

 
成
果

 4
) 
研
究
成
果
を
基
に
防
災
教
材
が
開
発
さ
れ
、
利
用
さ
れ
る

 
4-

1.
 少
な
く
と
も

2
つ
の
教
材
が
、
災
害
予
防
教
育
ユ
ニ
ッ
ト
や
国
民
教
育
省
等
の
防
災
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
使
用
さ
れ
る

 
4-

2.
 プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
作
っ
た
メ
デ
ィ
ア
と
学
会
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
用
い
て
、
少
な
く
と
も

2
つ
の
メ
デ
ィ
ア
・
コ
ン
テ
ン
ツ
（
ラ
ジ
オ
・
テ
レ
ビ
）
が
作
成
さ
れ
る

 
4-

3.
 コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
と
少
な
く
と
も

4
回
の
地
域
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
す
る

 
 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
教
材
と
し
て
、
津
波
防
災
教
育
教
材
（
ビ
デ
オ
と
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
）
を
作
成
し
、
家
庭
内
に
お
け
る
地
震
防
災
に
つ
い
て
マ
ン
ガ
を
活
用
し
た
教
本
も
作
成
し
た
。
さ
ら
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
防
災
教
材
と
し
て
、
突

然
の
地
震
へ
の
備
え
に
つ
い
て
描
い
た
子
供
向
け
の
ア
ニ
メ
作
品
「
い
つ
か
く
る
大
地
震
～
備
え
・
対
処
・
そ
の
後
の
行
動
」
を
作
成
し
、
ま
た
そ
の
ア
ニ
メ
の
画
像
を
利
用
し
て
同
じ
内
容
の
絵
本
を
作
成
し
た
。
ア
ニ
メ
作
品
と
絵
本

に
は
、
こ
れ
ま
で
ト
ル
コ
国
内
の
地
震
へ
の
備
え
を
書
い
た
教
材
に
は
ほ
と
ん
ど
触
れ
ら
れ
て
い
な
か
っ
た
「
地
震
後
の
津
波
へ
の
備
え
」
と
「
帰
宅
困
難
者
の
発
生
へ
の
備
え
」
に
つ
い
て
も
言
及
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
の
教
材
は

K
O

ER
I

の
災
害
予
防
教
育
ユ
ニ
ッ
ト
で
利
用
さ
れ
た
。

 
 
メ
デ
ィ
ア
・
コ
ン
テ
ン
ツ
と
し
て
は
、

20
16
年
に
災
害
リ
ス
ク
情
報
伝
達
に
関
す
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
名
古
屋
大
学
で
、
ト
ル
コ
・
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
チ
リ
、
日
本
の
共
同
で
実
施
し
、
ト
ル
コ

C
N

N
か
ら

1
名
が
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ

プ
に
参
加
し
て

15
分
間
の
番
組
を
作
成
し
ト
ル
コ
で
放
映
し
た
。
さ
ら
に
現
在
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
活
動
と
成
果
を
紹
介
す
る
ビ
デ
オ
を
作
成
中
で
あ
る
。
な
お
メ
デ
ィ
ア
と
学
会
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
作
る
た
め
に
、
平

時
に
お
け
る
地
震
津
波
研
究
に
つ
い
て
の
メ
デ
ィ
ア
関
係
者
の
学
び
の
場
と
し
て
、
２
回
の
メ
デ
ィ
ア
サ
イ
エ
ン
ス
カ
フ
ェ
を
実
施
し
た
。

 
 
地
域
セ
ミ
ナ
ー
は
、

A
FA

D
、
県
、
大
学
な
ど
と
協
力
し
て
、
計

4
回
が
、

20
17
年

9
月
ま
で
に
実
施
さ
れ
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
が
紹
介
さ
れ
た
。

 
（
第

1
回
ヤ
ロ
ワ
、
第

2
回
テ
キ
ル
ダ
ー
、
第

3
回
チ
ャ
ナ
ッ
カ
レ
、
第

4
回
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
）

 
4-

1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
を
利
用
し
て
、
防
災
教

育
プ
ロ
グ
ラ
ム
の
内
容
を
補
足
し
、
ま
た
開
発

す
る
。

 

(2
01

3)
 

・
ト
ル
コ
の
防
災
教
育
実
践
状
況
を
把
握
し
た
。

 
・
ト
ル
コ
の
防
災
コ
ン
テ
ン
ツ
を
収
集
し
た
。

 
・
第

1
回

JC
C（

20
13
年

12
月
）
後
、
日
本
側
研
究
者

2
名
が
ブ
ル
サ
及
び
ア
ン
カ
ラ
を
訪
問
し
、
ブ
ル
サ
防
災
館
の
視
察
、
国
民
教
育
省
の
防
災
教
育
関
係
者
等
と
の
打
ち
合
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わ
せ
を
実
施
し
た
。

 
(2

01
4)

 
・

20
14
年

5
月
、
ト
ル
コ
側
研
究
者

1
名
が
来
日
。
日
本
の
防
災
の
実
践
事
例
に
つ
い
て
、
関
係
者
と
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

 
・
ト
ル
コ
と
の
日
本
の
防
災
教
育
教
材
の
比
較
検
討
と
テ
ー
マ
を
選
定
し
た
。

 
・
津
波
に
つ
い
て
防
災
教
育
用
の
視
聴
覚
教
材
を
作
製
、
防
災
教
育
教
本
を
作
成
し
た
。

 
(2

01
5)

 
・
策
定
し
た
防
災
教
材
を
活
用
し
た
防
災
教
育
を
実
践
し
た
（

K
O

ER
I）
。

  
・
防
災
教
育
実
施
状
況
に
関
す
る
社
会
調
査
を
検
討
し
た

 
・
視
聴
覚
教
材
の
検
討
・
制
作
準
備
を
行
っ
た
。
（

20
15
年

7
月
）

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

4
月
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
リ
ー
ダ
ー
が

K
O

ER
Iと
打
合
せ
を
行
っ
た
。

 
・

20
16
年

6
月
～

7
月
、
子
供
の
た
め
の
ア
ニ
メ
製
作
を
行
っ
た
。

 
・
子
供
の
た
め
の
ア
ニ
メ
製
作
（
日
本
語
で
の
完
成
）

 
・

20
16
年

12
月
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
リ
ー
ダ
ー
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル

A
FA

D
と
打
合
せ
を
行
っ
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

3
月
、

G
4
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー
が
グ
ル
ー
プ

4
の
会
合
の
た
め
に
名
古
屋
大
学
と
京
大
を
訪
問
し
た
。
名
古
屋
大
学
で

Sc
ie

nc
e 

C
af

é、
京
都
大
学
で
第

3
回
減
災
の
た
め
の

研
究
機
関
サ
ミ
ッ
ト
に
出
席
し
た
。

 
4-

2 
メ
デ
ィ
ア
と
学
会
が
有
効
に
協
力
す
る
。

 
(2

01
3)

 
・
メ
デ
ィ
ア
―
研
究
者
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
確
立
状
況
を
検
討
し
た
。

 
(2

01
4)

 
・

20
14
年

11
月
、

K
O

ER
Iに
て
メ
デ
ィ
ア
を
対
象
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
作
成
し
た
津
波
に
関
す
る
ビ
デ
オ
教
材
の
上
映
、
津
波
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
を
紹

介
。

AT
V
、

N
TV
等
の
テ
レ
ビ
、

M
ill

iy
et
等
の
新
聞
記
者
な
ど
約

30
名
が
参
加
し
た
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
を
幅
広
く
伝
え
る
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
作
成
し
た
。

 
(2

01
5)

 
・
メ
デ
ィ
ア
セ
ミ
ナ
ー
開
催
に
向
け
た
調
整
（

20
15
年

5
月
、

7
月
）

 
・
メ
デ
ィ
ア
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
（

20
15
年

9
月

7
日
）

 
(2

01
6)

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ウ
ェ
ッ
ブ
サ
イ
ト
を
更
新
し
た

 
・

20
16
年

2
月
、
災
害
リ
ス
ク
情
報
伝
達
に
関
す
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
名
古
屋
大
学
で
、
ト
ル
コ
・
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
チ
リ
、
日
本
の
共
同
で
実
施
し
た
。
ト
ル
コ
側
か
ら
は
カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

2
名
が
参
加
し
た
。

 
・
ト
ル
コ

C
N

N
で
、
上
記
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
が

15
分
間
の
番
組
で
放
映
さ
れ
た
。

 
・

20
16
年

10
月
と

11
月
に
、
グ
ル
ー
プ

1
と
グ
ル
ー
プ

4
の
活
動
が
、
ラ
ジ
オ
番
組
で
紹
介
さ
れ
た
。

 
・

20
11

1
年

11
月
、

K
O

ER
Iで

Th
e 

W
or

ld
 T

su
na

m
i A

w
ar

en
es

s D
ay
に
つ
い
て
の
メ
デ
ィ
ア
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

3
月

7
日
、
ボ
ア
ジ
チ
大
学
に
お
い
て
、
メ
デ
ィ
ア

17
名
が
参
加
し
た
カ
フ
ェ
を
開
催
し
た
。

 
・

20
17
年

9
月
、

D
V

D
作
成
の
た
め
に

G
4
の
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー
が

K
O

ER
Iを
訪
問
し
た
。

 
4-

3 
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成

果
を
紹
介
す
る
。

 
(2

01
4)

 
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
け
る
防
災
力
改
善
に
向
け
た
取
り
組
み
を
検
討
し
た
。
セ
ミ
ナ
ー
実
施
に
向
け
た
調
整

A
FA

D
、

Ya
lo

va
県

A
FA

D
 

・
Ya

lo
va
県

A
FA

D
事
務
所
に
て
セ
ミ
ナ
ー
の
た
め
の
準
備
会
合
を
実
施
し
た
。
（

20
15
年

2
月
）

 
(2

01
5)

 
・

 Y
al

ov
a
県

A
FA

D
事
務
所
に
て
、
地
域
の
防
災
関
係
者
（
行
政
、
企
業
、
地
域
防
災
組
織
な
ど
）
を
対
象
に
統
合
的
災
害
リ
ス
ク
管
理
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
（

20
15
年

4
月

28
日
）

 
・

 マ
ル
マ
ラ
海
市
長
連
合
と
今
後
の
地
域
防
災
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
改
善
に
向
け
た
取
り
組
み
を
協
議
し
た
。（

20
15
年

5
月
）

 
・

 マ
ル
マ
ラ
海
市
長
連
合
と
と
も
に
市
長
連
合
フ
ォ
ー
ラ
ム
に
お
け
る
報
告
を
行
っ
た
（

Bu
rs

a 
20

15
年

5
月
）

 
・

 Y
al

ov
a
県
に
お
け
る
セ
ミ
ナ
ー
後
の
事
業
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
（

A
FA

D
派
遣
長
期
専
門
家
の
連
携
に
よ
る
）
を
行
っ
た
。
（

20
15
年

7
月
）

 
・

 テ
キ
ル
ダ
ー
に
て
、
テ
キ
ル
ダ
ー
市
と
地
域
防
災
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
。
（

20
15
年

9
月
）

 
(2

01
7)

 
・

 20
17
年

2
月
に
、

Ca
na

kk
al

e
に
お
い
て
、

C
an

ak
ka

le
の

A
FA

D
・

C
an

ak
ka

le
大
学
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
共
済
で
、
第

3
回
地
域
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
。（
地
域
セ
ミ
ナ
ー
第

1
回
は
ヤ
ロ
ワ
、
第

2
回
は
テ
キ
ル
ダ
ー
で
開
催
）

 
・

 20
17
年

9
月
、
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
で
地
域
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
た
。
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わ
せ
を
実
施
し
た
。

 
(2

01
4)

 
・

20
14
年

5
月
、
ト
ル
コ
側
研
究
者

1
名
が
来
日
。
日
本
の
防
災
の
実
践
事
例
に
つ
い
て
、
関
係
者
と
意
見
交
換
を
行
っ
た
。

 
・
ト
ル
コ
と
の
日
本
の
防
災
教
育
教
材
の
比
較
検
討
と
テ
ー
マ
を
選
定
し
た
。

 
・
津
波
に
つ
い
て
防
災
教
育
用
の
視
聴
覚
教
材
を
作
製
、
防
災
教
育
教
本
を
作
成
し
た
。

 
(2

01
5)

 
・
策
定
し
た
防
災
教
材
を
活
用
し
た
防
災
教
育
を
実
践
し
た
（

K
O

ER
I）
。

  
・
防
災
教
育
実
施
状
況
に
関
す
る
社
会
調
査
を
検
討
し
た

 
・
視
聴
覚
教
材
の
検
討
・
制
作
準
備
を
行
っ
た
。
（

20
15
年

7
月
）

 
(2

01
6)

 
・

20
16
年

4
月
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
リ
ー
ダ
ー
が

K
O

ER
Iと
打
合
せ
を
行
っ
た
。

 
・

20
16
年

6
月
～

7
月
、
子
供
の
た
め
の
ア
ニ
メ
製
作
を
行
っ
た
。

 
・
子
供
の
た
め
の
ア
ニ
メ
製
作
（
日
本
語
で
の
完
成
）

 
・

20
16
年

12
月
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
リ
ー
ダ
ー
、
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
が
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル

A
FA

D
と
打
合
せ
を
行
っ
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

3
月
、

G
4
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー
が
グ
ル
ー
プ

4
の
会
合
の
た
め
に
名
古
屋
大
学
と
京
大
を
訪
問
し
た
。
名
古
屋
大
学
で

Sc
ie

nc
e 

C
af

é、
京
都
大
学
で
第

3
回
減
災
の
た
め
の

研
究
機
関
サ
ミ
ッ
ト
に
出
席
し
た
。

 
4-

2 
メ
デ
ィ
ア
と
学
会
が
有
効
に
協
力
す
る
。

 
(2

01
3)

 
・
メ
デ
ィ
ア
―
研
究
者
間
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
確
立
状
況
を
検
討
し
た
。

 
(2

01
4)

 
・

20
14
年

11
月
、

K
O

ER
Iに
て
メ
デ
ィ
ア
を
対
象
と
し
た
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
作
成
し
た
津
波
に
関
す
る
ビ
デ
オ
教
材
の
上
映
、
津
波
ハ
ン
ド
ブ
ッ
ク
を
紹

介
。

AT
V
、

N
TV
等
の
テ
レ
ビ
、

M
ill

iy
et
等
の
新
聞
記
者
な
ど
約

30
名
が
参
加
し
た
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
を
幅
広
く
伝
え
る
た
め
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
作
成
し
た
。

 
(2

01
5)

 
・
メ
デ
ィ
ア
セ
ミ
ナ
ー
開
催
に
向
け
た
調
整
（

20
15
年

5
月
、

7
月
）

 
・
メ
デ
ィ
ア
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
（

20
15
年

9
月

7
日
）

 
(2

01
6)

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
ウ
ェ
ッ
ブ
サ
イ
ト
を
更
新
し
た

 
・

20
16
年

2
月
、
災
害
リ
ス
ク
情
報
伝
達
に
関
す
る
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
名
古
屋
大
学
で
、
ト
ル
コ
・
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
チ
リ
、
日
本
の
共
同
で
実
施
し
た
。
ト
ル
コ
側
か
ら
は
カ

ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト

2
名
が
参
加
し
た
。

 
・
ト
ル
コ

C
N

N
で
、
上
記
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
が

15
分
間
の
番
組
で
放
映
さ
れ
た
。

 
・

20
16
年

10
月
と

11
月
に
、
グ
ル
ー
プ

1
と
グ
ル
ー
プ

4
の
活
動
が
、
ラ
ジ
オ
番
組
で
紹
介
さ
れ
た
。

 
・

20
11

1
年

11
月
、

K
O

ER
Iで

Th
e 

W
or

ld
 T

su
na

m
i A

w
ar

en
es

s D
ay
に
つ
い
て
の
メ
デ
ィ
ア
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
た
。

 
(2

01
7)

 
・

20
17
年

3
月

7
日
、
ボ
ア
ジ
チ
大
学
に
お
い
て
、
メ
デ
ィ
ア

17
名
が
参
加
し
た
カ
フ
ェ
を
開
催
し
た
。

 
・

20
17
年

9
月
、

D
V

D
作
成
の
た
め
に

G
4
の
サ
ブ
リ
ー
ダ
ー
が

K
O

ER
Iを
訪
問
し
た
。

 
4-

3 
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
成

果
を
紹
介
す
る
。

 
(2

01
4)

 
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
お
け
る
防
災
力
改
善
に
向
け
た
取
り
組
み
を
検
討
し
た
。
セ
ミ
ナ
ー
実
施
に
向
け
た
調
整

A
FA

D
、

Ya
lo

va
県

A
FA

D
 

・
Ya

lo
va
県

A
FA

D
事
務
所
に
て
セ
ミ
ナ
ー
の
た
め
の
準
備
会
合
を
実
施
し
た
。
（

20
15
年

2
月
）

 
(2

01
5)

 
・

 Y
al

ov
a
県

A
FA

D
事
務
所
に
て
、
地
域
の
防
災
関
係
者
（
行
政
、
企
業
、
地
域
防
災
組
織
な
ど
）
を
対
象
に
統
合
的
災
害
リ
ス
ク
管
理
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
（

20
15
年

4
月

28
日
）

 
・

 マ
ル
マ
ラ
海
市
長
連
合
と
今
後
の
地
域
防
災
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
改
善
に
向
け
た
取
り
組
み
を
協
議
し
た
。（

20
15
年

5
月
）

 
・

 マ
ル
マ
ラ
海
市
長
連
合
と
と
も
に
市
長
連
合
フ
ォ
ー
ラ
ム
に
お
け
る
報
告
を
行
っ
た
（

Bu
rs

a 
20

15
年

5
月
）

 
・

 Y
al

ov
a
県
に
お
け
る
セ
ミ
ナ
ー
後
の
事
業
状
況
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
（

A
FA

D
派
遣
長
期
専
門
家
の
連
携
に
よ
る
）
を
行
っ
た
。
（

20
15
年

7
月
）

 
・

 テ
キ
ル
ダ
ー
に
て
、
テ
キ
ル
ダ
ー
市
と
地
域
防
災
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
。
（

20
15
年

9
月
）

 
(2

01
7)

 
・

 20
17
年

2
月
に
、

Ca
na

kk
al

e
に
お
い
て
、

C
an

ak
ka

le
の

A
FA

D
・

C
an

ak
ka

le
大
学
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
共
済
で
、
第

3
回
地
域
セ
ミ
ナ
ー
を
開
催
し
た
。（
地
域
セ
ミ
ナ
ー
第

1
回
は
ヤ
ロ
ワ
、
第

2
回
は
テ
キ
ル
ダ
ー
で
開
催
）

 
・

 20
17
年

9
月
、
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
で
地
域
セ
ミ
ナ
ー
を
実
施
し
た
。
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評
価
グ
リ
ッ
ド
（

5
項
目
評
価
調
査
）

 
評
価
項
目

 
評
価
設
問

 
小
項
目
・
判
断
基
準

 
情
報
入
手
先

 ・
入
手
手
段

 
1.

 妥
当
性

 
1.

1 
国
家
・
地
方
レ
ベ
ル
で
、
防
災
に
か
か
る

新
た
な
政
策
／
戦
略
の
動
き
・
変
化
は
あ

る
か
。

 

・
N

ES
A

P2
01

2-
20

23
（
ト
ル
コ
国
地
震
戦
略
お
よ
び
行
動
計
画
）
以
外
の
新
た
な
防
災
関
連
政
策
の

策
定
状
況
。

 
・
新
た
な

15
か
年
計
画
（

TA
R

A
P）
の
内
容
。

 
・

A
FA

D
に
よ
る
防
災
に
か
か
る
政
策
・
方
針
の
変
化
（
新
た
な
戦
略
計
画
の
策
定
は
な
い
か
）

 
・
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
を
含
む
マ
ル
マ
ラ
海
沿
岸

8
県
の
地
方
自
治
体
の
防
災
政
策
と
ニ
ー
ズ
、
研
究
成

果
活
用
の
可
能
性
。

 

・
K

O
ER

I（
ボ
ア
ジ
チ
大
学
）、
開
発
省
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/
質
問
票

 
・
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
か
ら
の
情
報

 
・

A
FA

D
及
び

A
FA

D
EM
関
係
機
関
ヒ
ア
リ
ン
グ

 
・

IM
M
か
ら
の
聞
き
取
り

 

1.
2 
実
施
機
関
の
ニ
ー
ズ
・
期
待
と
の
整
合
性

に
変
化
は
な
い
か
。

 
・
責
任
機
関
（
ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
、
実
施
機
関
（

K
O

ER
I、

M
ET

U
、

IU
、

IT
U
）
の
地
震
・
津
波
被

害
軽
減
に
関
す
る
研
究
・
活
動
計
画
文
書
で
の
記
載
。

 
・
他
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
関
係
性
（

M
A

R
si

te
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
、
世
銀

IS
M

EP
）

 
・
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
を
業
務
の
一
環
と
し
て
継
続
で
き
る
か
。

 

・
K

O
ER

I（
ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
、

M
ET

U
（
中
等
工
科
大

学
）
、

IU
（
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
大
学
）
、

IT
U
（
イ
ス
タ
ン

ブ
ー
ル
工
科
大
学
）

G
az

i大
学
、
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問

票
 
・
関
連
文
書
、
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト

 
1.

3 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
サ
イ
ト
の
選
択
は
適
切

か
。

  
・
当
該
国
で
マ
ル
マ
ラ
地
域
を
対
象
と
す
る
こ
と
の
適
切
性
に
変
更
は
な
い
か
（
社
会
経
済
状
況
の
変

化
、
地
震
に
関
す
る
新
た
な
科
学
的
知
見
、
地
域
の
政
策
的
位
置
づ
け
な
ど
）。

 
・

K
O

ER
I（
ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
1.

4 
実
施
機
関
の
組
織
・
人
員
体
制
に
変
化
は

あ
っ
た
か
。

 
・
実
施
機
関
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
参
加
状
況

 
・
実
施
機
関
と
し
て
の
新
た
な
参
加
が
あ
っ
た
か

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
係
る
組
織
体
制
の
変
化
（
及
び
主
要
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
異
動
）
の
有
無
。 

・
K

O
ER

I（
ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

1.
5 
ト
ル
コ
へ
の
日
本
の
協
力
方
針
と
整
合

し
て
い
る
か
。

 
・
開
発
協
力
大
綱
（

20
15
年

2
月
閣
議
決
定
）
と
の
整
合
性

 –
 自
然
災
害
及
び
防
災
対
策
は
、
重
点

課
題
「
地
球
規
模
課
題
へ
の
取
組
を
通
じ
た
持
続
可
能
で
強
靭
な
国
際
社
会
の
構
築
」
に
位
置
づ

け
ら
れ
て
い
る
。

 
・
対
ト
ル
コ
国
別
援
助
方
針
、
事
業
展
開
計
画
（

20
16
年
）
と
の
整
合
性
。

 
・
仙
台
防
災
枠
組
（

20
15

-2
03

0）
と
の
整
合
性

 -
 期
待
さ
れ
る
成
果
と
目
標
、

4
つ
の
優
先
行
動
事

項
。

 

・
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
か
ら
の
情
報

 
・

JI
C

A
担
当
部
署
打
ち
合
わ
せ
、
現
地
日
本
大
使
館

 

2.
 有
効
性
 

 
（
成
果
・
実
績
）
 

 

2.
1 
成
果

1 
– 
地
震
の
震
源
モ
デ
ル
が
構
築

さ
れ
る
。

 
成
果
と
各
活
動
の
進
捗
度
を
別
途
、
実
績
に
つ
い
て
の
評
価
グ
リ
ッ
ド
に
整
理
。

 
・

 O
B

S
に
よ
る
観
測
の
進
展
が
あ
っ
た
。

 
・

 O
B

S
設
置
・
回
収
が

K
O

ER
Iに
よ
っ
て
実
施
で
き
る
見
通
し
。

 
・

 R
O

V
に
よ
る

O
BS
回
収
の
実
施
。

 
・

 O
B

EM
を
用
い
た
観
測
実
施
状
況

 
・

 海
底
と
陸
上
の
断
層
変
位
の
観
測
と
デ
ー
タ
の
統
合
。

 
・

 ト
レ
ン
チ
調
査
の
と
り
ま
と
め
状
況

 
・

 震
源

3D
モ
デ
ル
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
ま
で
の
作
成
見
込
み
。

 
 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

2.
2 
成
果

 2
 - 
地
震
サ
イ
ク
ル
の
シ
ミ
ュ
レ

ー
シ
ョ
ン
に
基
づ
い
て
津
波
の
予
測
が
行

わ
れ
る
。

  

果
と
各
活
動
の
進
捗
度
を
別
途
、
実
績
に
つ
い
て
の
評
価
グ
リ
ッ
ド
に
整
理
。

 
・

 日
本
で
の
地
震
発
生
サ
イ
ク
ル
や
破
壊
伝
播
の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
の
研
修
実
施
状
況
。

 
・

 津
波
遡
上
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
で
重
要
と
な
る

3
次
元
計
算
の
日
本
で
の
研
修
実
施
状
況
。

 
・

 地
震
被
害
シ
ナ
リ
オ
作
成
の
見
通
し

 
・

 成
果
品
資
料
作
成
の
見
通
し
（
津
波
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
と
脆
弱
性
評
価
マ
ッ
プ
）

 

・
M

ET
U
、

K
O

ER
Iイ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

2.
3 
成
果

 3
 –

 地
震
特
性
が
明
ら
か
に
さ

れ
、
被
害
予
測
が
行
わ
れ
る
。

 
成
果
と
各
活
動
の
進
捗
度
を
別
途
、
実
績
に
つ
い
て
の
評
価
グ
リ
ッ
ド
に
整
理
。

 
・

 研
修
と
調
査
参
加
に
よ
る
ト
ル
コ
側
研
究
者
の
育
成
の
進
展

 
・

 ア
レ
イ
と
建
物
の
微
震
動
観
測
が
実
施
さ
れ
た
。

 
・

 想
定
さ
れ
る
強
震
動
予
測
と
対
象
地
域
地
盤
の
振
動
特
性
の
同
定
に
つ
い
て
。

 
・

 石
油
タ
ン
ク
の
調
査
の
と
り
ま
と
め
の
見
通
し
。

 
・

 構
造
物
耐
震
性
評
価
の
た
め
の
研
究
の
と
り
ま
と
め
の
見
通
し
。

 
・

 ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
作
成
の
見
通
し

 
・

 現
地
の
研
究
者
に
よ
る
観
測
機
器
・
研
究
用
機
材
の
管
理
状
況
。

 

・
A

FA
D
、

IU
、

K
O

ER
I、

M
ET

U
、

IM
M
イ
ン
タ
ビ
ュ

ー
/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

2.
4 
成
果

4 
- 
研
究
成
果
を
基
に
防
災
教
材

が
開
発
さ
れ
、
利
用
さ
れ
る
。

 
成
果
と
各
活
動
の
進
捗
度
を
別
途
、
実
績
に
つ
い
て
の
評
価
グ
リ
ッ
ド
に
整
理
。

 
・

 防
災
教
育
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
と
手
法
の
確
認

 
・

K
O

ER
I、

A
FA

D
EM
、

IM
M
、
教
育
省
イ
ン
タ
ビ
ュ

ー
/質
問
票
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・
 防
災
教
材
の
利
用
状
況
と
評
価

 
・

 メ
デ
ィ
ア
カ
フ
ェ
の
実
施
と
メ
デ
ィ
ア
と
の
活
動
に
対
す
る
評
価

 
・

 メ
デ
ィ
ア
・
コ
ン
テ
ン
ツ
に
つ
い
て
の
評
価

 
・

 地
域
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施
状
況
と
そ
の
評
価

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

2.
5 

R
/D
に
合
意
さ
れ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の
達
成
見
込
み
。

 
・

PD
M
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
・
成
果
レ
ベ
ル
の
各
指
標
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
の
成
果

/実
績

を
図
れ
る
よ
う
適
切
に
設
定
さ
れ
て
い
る
か
。

 
・
指
標
の
達
成
見
込
み

 

・
K

O
ER

I、
IU
、

M
ET

U
、

A
FA

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
3.

 効
率
性
 

 
（
実
施
プ
ロ
セ
ス
） 

 

3.
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
計
画
は
関
係
者
間
で

認
識
・
共
有
さ
れ
て
い
る
か
。

 
・

R
/D
締
結

20
13
年

2
月

8
日

 （
国
際
共
同
研
究
期
間
は

20
13
年

5
月

1
日
か
ら
開
始
）

 
・
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
（
又
は

PD
M
）
の
改
訂
案
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
計
画
と
し
て
関
係
者
の
間
に

明
瞭
に
認
識
・
理
解
さ
れ
て
い
る
か
。

 
・
活
動
計
画
（

PO
）
と
実
際
の
活
動
の
間
の
差
異
の
有
無
、
差
異
の
場
合
は
そ
の
原
因
。

 
・
各
成
果
の
間
の
連
携
、
補
完
は
十
分
か
。

 
 
成
果

1
の
調
査
結
果
が
、
成
果

2
及
び

3
の
研
究
に
利
用
さ
て
い
る
か
。

 
 
成
果

4
へ
は
、
成
果

1～
3
の
研
究
成
果
が
ど
の
よ
う
に
貢
献
し
て
い
る
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
日
本
側
と
ト
ル
コ
側
と
の
間
の
調
整
の
実
施
状
況
は
ど
う
か
。

 

・
R

/D
、
詳
細
計
画
策
定
調
査
報
告
書

 
・

K
O

ER
I、

IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
イ
ン
タ
ビ
ュ

ー
/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

3.
2 

R
/D
に
合
意
さ
れ
た
実
施
体
制
は
守
ら

れ
て
い
る
か
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
（
ボ
ア
ジ
チ
大
学
）、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ジ
ャ
ー

（
K

O
ER

I）
、
チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る
管
理
状
況
。

 
・
双
方
の
研
究
者
の
グ
ル
ー
プ
分
け
、
各
活
動
へ
の
ア
サ
イ
ン
、
役
割
は
明
確
か
。

 
・

JC
C
の
定
期
的
（

R/
D
に
よ
る
と
年

2
回
）
な
開
催
状
況
の
確
認
。

 
1)

 キ
ッ
ク
オ
フ
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
（

20
13
年

5
月

2-
3
日
、

K
O

ER
I）

 
2)

 第
1
回

JC
C（

20
13
年

12
月

24
日
）

 
3)

 第
2
回

JC
C（

20
14
年

8
月

30
日
）

 
4)

 第
3
回

JC
C（

20
15
年

9
月

11
日
）

 
5)

 第
4
回

JC
C（

20
16
年

11
月

4
日
）

 
・

A
FA

D
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
主
体
的
に
参
加
す
る
と
と
も
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
し
て
防
災

関
係
省
庁
・
機
関
の
調
整
を
行
っ
て
い
る
か
。

 
・

A
FA

D
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
関
連
し
た
組
織
お
よ
び
人
員
体
制
の
状
況
。

 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
イ
ン
タ
ビ
ュ

ー
/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
・

JC
C
議
事
録

 
・
（

R/
D
に
記
載
の
あ
る
）
年
次
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
レ
ポ
ー

ト
 

3.
3 

R
/D
に
合
意
さ
れ
た
投
入
は
予
定
ど
お

り
実
施
さ
れ
て
い
る
か
、
ど
の
よ
う
に
改

訂
さ
れ
た
か
。

 

・
専
門
家
の
派
遣
実
績
（
担
当
分
野
、
人
数
、
現
地
滞
在
期
間
）
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト

 
・
日
本
で
の
研
究
員
の
受
入
状
況
（
研
究
分
野
、
時
期
・
期
間
、
参
加
者
、
受
入
機
関
）

 
・
調
達
機
材
（
機
材
の
種
類
、
時
期
、
数
量
、
金
額
）
の
ス
ッ
ペ
ク
や
実
際
の
使
用
状
況

 
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
体
制
・
費
用
、
説
明
書
の
管
理
な
ど
。

 
・
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
任
命
・
参
加
・
変
更
の
状
況
（
人
数
、
担
当
分
野
、
関
与
の
程
度
）

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
施
設
等
の
提
供

 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
イ
ン
タ
ビ
ュ

ー
/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
・
実
施
報
告
書
の
中
の
投
入
実
績
に
関
す
る
資
料

 

3.
4 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
の
た
め
の
ト
ル
コ

側
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
予
算
は
措
置
さ
れ

て
い
る
か
。

 

・
20

13
年
、

20
14
年
、

20
15
年
、

20
16
年
、

20
17
年
の
ト
ル
コ
側
（
主
に

K
O

ER
I、

IU
、

M
ET

U
、

A
FA

D
）
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
費
の
支
出
状
況

 
・
日
本
側
の
現
地
活
動
費
の
支
出
状
況

 
 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
EM
イ
ン
タ
ビ

ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
・
実
施
報
告
書
の
中
の
投
入
実
績
に
関
す
る
資
料

 
3.

5 
専
門
家
と
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
の
間

の
定
期
的
・
日
常
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ

ョ
ン
は
十
分
か
。

 

・
（

JC
C
以
外
の
）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
調
整
の
た
め
の
内
部
的
打
合
せ
会
議
の
開
催
の
有
無

 
・
専
門
家
が
ト
ル
コ
不
在
中
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
十
分
か
。

 
・
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
・
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
に
よ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
広
報
は
行
わ
れ
て
い
る
か
。

 
1)

 メ
デ
ィ
ア
カ
ン
フ
ェ
レ
ン
ス

 で
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
紹
介

 
2)

 M
ar

D
iM

 W
eb

sit
e 

 h
ttp

://
w

w
w.

m
ar

di
m

pr
oj

ec
t.o

rg
/ 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
EM
イ
ン
タ
ビ

ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
 

3.
6 
日
本
側
研
究
機
関
で
の
間
、
ト
ル
コ
側
関

係
機
関
で
の
間
の
定
期
的
・
日
常
的
な
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
十
分
か
。

 

・
日
本
側
研
究
者
同
士
（
グ
ル
ー
プ
内
お
よ
び
グ
ル
ー
プ
間
）
の
情
報
共
有
・
活
動
の
調
整
は
図
ら
れ

て
い
る
か
。

 
・
ト
ル
コ
側
研
究
者
同
士
（
グ
ル
ー
プ
内
お
よ
び
グ
ル
ー
プ
間
）
の
情
報
共
有
は
図
ら
れ
て
い
る
か

 
（
→

 特
に
ト
ル
コ
側
で
の
研
究
機
関
と
行
政
機
関
の
連
携
強
化
の
必
要
性
が
詳
細
計
画
策
定
調

査
時
に
指
摘
さ
れ
て
い
る
）
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
期
間
中
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
向
上
は
見
ら
れ
た
か
。

 

・
K

O
ER

I、
IU
、

M
ET

U
、

A
FA

D
、

IT
U
、

IM
M
、

A
FA

D
EM

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書
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・
 防
災
教
材
の
利
用
状
況
と
評
価

 
・

 メ
デ
ィ
ア
カ
フ
ェ
の
実
施
と
メ
デ
ィ
ア
と
の
活
動
に
対
す
る
評
価

 
・

 メ
デ
ィ
ア
・
コ
ン
テ
ン
ツ
に
つ
い
て
の
評
価

 
・

 地
域
セ
ミ
ナ
ー
の
実
施
状
況
と
そ
の
評
価

 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

2.
5 

R
/D
に
合
意
さ
れ
た
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目

標
の
達
成
見
込
み
。

 
・

PD
M
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
目
標
・
成
果
レ
ベ
ル
の
各
指
標
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
の
成
果

/実
績

を
図
れ
る
よ
う
適
切
に
設
定
さ
れ
て
い
る
か
。

 
・
指
標
の
達
成
見
込
み

 

・
K

O
ER

I、
IU
、

M
ET

U
、

A
FA

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
3.

 効
率
性
 

 
（
実
施
プ
ロ
セ
ス
） 

 

3.
1 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
計
画
は
関
係
者
間
で

認
識
・
共
有
さ
れ
て
い
る
か
。

 
・

R
/D
締
結

20
13
年

2
月

8
日

 （
国
際
共
同
研
究
期
間
は

20
13
年

5
月

1
日
か
ら
開
始
）

 
・
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
（
又
は

PD
M
）
の
改
訂
案
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
計
画
と
し
て
関
係
者
の
間
に

明
瞭
に
認
識
・
理
解
さ
れ
て
い
る
か
。

 
・
活
動
計
画
（

PO
）
と
実
際
の
活
動
の
間
の
差
異
の
有
無
、
差
異
の
場
合
は
そ
の
原
因
。

 
・
各
成
果
の
間
の
連
携
、
補
完
は
十
分
か
。

 
 
成
果

1
の
調
査
結
果
が
、
成
果

2
及
び

3
の
研
究
に
利
用
さ
て
い
る
か
。

 
 
成
果

4
へ
は
、
成
果

1～
3
の
研
究
成
果
が
ど
の
よ
う
に
貢
献
し
て
い
る
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
日
本
側
と
ト
ル
コ
側
と
の
間
の
調
整
の
実
施
状
況
は
ど
う
か
。

 

・
R

/D
、
詳
細
計
画
策
定
調
査
報
告
書

 
・

K
O

ER
I、

IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
イ
ン
タ
ビ
ュ

ー
/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 

3.
2 

R
/D
に
合
意
さ
れ
た
実
施
体
制
は
守
ら

れ
て
い
る
か
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
ス
ー
パ
ー
バ
イ
ザ
ー
（
ボ
ア
ジ
チ
大
学
）、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
マ
ネ
ジ
ャ
ー

（
K

O
ER

I）
、
チ
ー
ム
リ
ー
ダ
ー
に
よ
る
管
理
状
況
。

 
・
双
方
の
研
究
者
の
グ
ル
ー
プ
分
け
、
各
活
動
へ
の
ア
サ
イ
ン
、
役
割
は
明
確
か
。

 
・

JC
C
の
定
期
的
（

R/
D
に
よ
る
と
年

2
回
）
な
開
催
状
況
の
確
認
。

 
1)

 キ
ッ
ク
オ
フ
ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
（

20
13
年

5
月

2-
3
日
、

K
O

ER
I）

 
2)

 第
1
回

JC
C（

20
13
年

12
月

24
日
）

 
3)

 第
2
回

JC
C（

20
14
年

8
月

30
日
）

 
4)

 第
3
回

JC
C（

20
15
年

9
月

11
日
）

 
5)

 第
4
回

JC
C（

20
16
年

11
月

4
日
）

 
・

A
FA

D
は
、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
主
体
的
に
参
加
す
る
と
と
も
に
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
関
し
て
防
災

関
係
省
庁
・
機
関
の
調
整
を
行
っ
て
い
る
か
。

 
・

A
FA

D
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
に
関
連
し
た
組
織
お
よ
び
人
員
体
制
の
状
況
。

 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
イ
ン
タ
ビ
ュ

ー
/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
・

JC
C
議
事
録

 
・
（

R/
D
に
記
載
の
あ
る
）
年
次
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
レ
ポ
ー

ト
 

3.
3 

R
/D
に
合
意
さ
れ
た
投
入
は
予
定
ど
お

り
実
施
さ
れ
て
い
る
か
、
ど
の
よ
う
に
改

訂
さ
れ
た
か
。

 

・
専
門
家
の
派
遣
実
績
（
担
当
分
野
、
人
数
、
現
地
滞
在
期
間
）
の
ア
ッ
プ
デ
ー
ト

 
・
日
本
で
の
研
究
員
の
受
入
状
況
（
研
究
分
野
、
時
期
・
期
間
、
参
加
者
、
受
入
機
関
）

 
・
調
達
機
材
（
機
材
の
種
類
、
時
期
、
数
量
、
金
額
）
の
ス
ッ
ペ
ク
や
実
際
の
使
用
状
況

 
・
メ
ン
テ
ナ
ン
ス
の
体
制
・
費
用
、
説
明
書
の
管
理
な
ど
。

 
・
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
任
命
・
参
加
・
変
更
の
状
況
（
人
数
、
担
当
分
野
、
関
与
の
程
度
）

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
へ
の
施
設
等
の
提
供

 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
イ
ン
タ
ビ
ュ

ー
/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
・
実
施
報
告
書
の
中
の
投
入
実
績
に
関
す
る
資
料

 

3.
4 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
の
た
め
の
ト
ル
コ

側
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
予
算
は
措
置
さ
れ

て
い
る
か
。

 

・
20

13
年
、

20
14
年
、

20
15
年
、

20
16
年
、

20
17
年
の
ト
ル
コ
側
（
主
に

K
O

ER
I、

IU
、

M
ET

U
、

A
FA

D
）
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
費
の
支
出
状
況

 
・
日
本
側
の
現
地
活
動
費
の
支
出
状
況

 
 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
EM
イ
ン
タ
ビ

ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
・
実
施
報
告
書
の
中
の
投
入
実
績
に
関
す
る
資
料

 
3.

5 
専
門
家
と
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
と
の
間

の
定
期
的
・
日
常
的
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ

ョ
ン
は
十
分
か
。

 

・
（

JC
C
以
外
の
）
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
調
整
の
た
め
の
内
部
的
打
合
せ
会
議
の
開
催
の
有
無

 
・
専
門
家
が
ト
ル
コ
不
在
中
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
十
分
か
。

 
・
ニ
ュ
ー
ス
レ
タ
ー
・
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
等
に
よ
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
広
報
は
行
わ
れ
て
い
る
か
。

 
1)

 メ
デ
ィ
ア
カ
ン
フ
ェ
レ
ン
ス

 で
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
紹
介

 
2)

 M
ar

D
iM

 W
eb

sit
e 

 h
ttp

://
w

w
w.

m
ar

di
m

pr
oj

ec
t.o

rg
/ 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
EM
イ
ン
タ
ビ

ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
 

3.
6 
日
本
側
研
究
機
関
で
の
間
、
ト
ル
コ
側
関

係
機
関
で
の
間
の
定
期
的
・
日
常
的
な
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
は
十
分
か
。

 

・
日
本
側
研
究
者
同
士
（
グ
ル
ー
プ
内
お
よ
び
グ
ル
ー
プ
間
）
の
情
報
共
有
・
活
動
の
調
整
は
図
ら
れ

て
い
る
か
。

 
・
ト
ル
コ
側
研
究
者
同
士
（
グ
ル
ー
プ
内
お
よ
び
グ
ル
ー
プ
間
）
の
情
報
共
有
は
図
ら
れ
て
い
る
か

 
（
→

 特
に
ト
ル
コ
側
で
の
研
究
機
関
と
行
政
機
関
の
連
携
強
化
の
必
要
性
が
詳
細
計
画
策
定
調

査
時
に
指
摘
さ
れ
て
い
る
）
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
期
間
中
に
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
向
上
は
見
ら
れ
た
か
。

 

・
K

O
ER

I、
IU
、

M
ET

U
、

A
FA

D
、

IT
U
、

IM
M
、

A
FA

D
EM

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書
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3.
7 
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
現
時
点
ま
で
の
促
進

要
因
・
阻
害
要
因
。

 
・

PD
M
に
記
載
の
外
部
条
件
の
発
現
は
あ
っ
た
か
。

 
・
特
記
し
て
お
く
べ
き
促
進
要
因
・
阻
害
要
因
は
何
か
あ
っ
た
か
。

 
・

K
O

ER
I、

IU
、

M
ET

U
、

A
FA

D
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問

票
 

・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
4.

 イ
ン
パ
ク
ト

 
4.

1 
上
位
目
標
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後

3
－

5
年
で
の
達
成
が
見
込
め
る
か
。

 
・
現
時
点
で
も
上
位
目
標
の
設
定
は
適
切
か
。

 
 

・
K

O
ER

I（
ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
4.

2
想
定
さ
れ
る
ポ
ジ
テ
ィ
ブ
・
ネ
ガ
テ
ィ
ブ

な
イ
ン
パ
ク
ト
は
何
か
あ
る
か
。

 
・
想
定
さ
れ
る
ト
ル
コ
側
で
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
（
マ
ル
マ
ラ
海
狭
に
分
布
す
る
断
層
の
科
学
的
解
明
の
進
展
、
精
緻
な
ハ
ザ
ー
ド
・
リ
ス
ク
評
価

に
よ
る
的
確
な
防
災
計
画
の
作
成
、
ト
ル
コ
側
研
究
者
に
よ
る
新
た
な
技
術
・
知
見
の
獲
得
、
防

災
教
育
教
材
の
充
実
な
ど
）

 
・
想
定
さ
れ
る
日
本
側
へ
の
イ
ン
パ
ク
ト

 
（
研
究
成
果
の
日
本
の
海
底
断
層
研
究
へ
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
、
日
本
側
研
究
者
の
育
成
な
ど
）

 
・
貧
困
削
減
、
環
境
保
全
、
ジ
ェ
ン
ダ
ー
な
ど
の
開
発
課
題
へ
の
寄
与
は
あ
る
か
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
以
外
で
の
ト
ル
コ
国
内
・
他
国
・
日
本
に
お
け
る
関
連
行
事
へ
の
出
席
・
発
表

 

・
K

O
ER

I（
ボ
ア
ジ
チ
大
学
）、
開
発
省
、

A
FA

D
、

IM
M

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
・

A
FA

D
及
び
関
係
機
関
ヒ
ア
リ
ン
グ

 

4.
3 
他
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
（

JI
C

A
、
国
連
機

関
、
他
国
援
助
機
関
）
と
の
協
力
ま
た
は

そ
の
予
定
は
あ
る
か
。

 

・
他
の

JI
C

A
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
の
協
働
は
あ
っ
た
か
。

 
・

EU
と
日
本
に
よ
る
研
究
協
力

 
CO

N
C

ER
T-

JA
PA

N
が
実
施
さ
れ
た
。

 
・
国
連
・
援
助
機
関
に
よ
る
活
動
、
連
携
・
情
報
交
換
の
状
況

 
1)

 U
SA

ID
（

IT
U
に
災
害
管
理
セ
ン
タ
ー
を
設
立
し
、
中
央
政
府
、
県
市
職
員
、
民
間
企
業
を

対
象
に
し
た
防
災
研
修
を
実
施
）

 
2)

 W
B（
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

IS
M

E
が
終
了
、
耐
震
性
の
あ
る
ビ
ル
の
建
設
、
耐
震
補
強
を
行
っ
た
） 

3)
 E

U
（
調
査
研
究
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

M
ar

SI
TE
が
終
了
し
た
。

K
O

ER
Iは

M
ar

SI
TE
の
コ
ー
デ

ィ
ネ
ー
タ
ー
で
あ
り
、
フ
ラ
ン
ス
や
ド
イ
ツ
の
研
究
者
と
マ
ル
マ
ラ
海
東
部
で
調
査
研
究
を
実

施
。
）

 

・
K

O
ER

I（
ボ
ア
ジ
チ
大
学
）、
開
発
省
、

A
FA

D
、

IM
M

イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
・
他
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
関
係
者
ヒ
ア
リ
ン
グ

 
 

5.
 持
続
可
能
性

 
5.

1 
政
策
・
制
度
の
観
点
か
ら
の
仕
組
み
は
整

っ
て
い
る
か
。
 

  

・
ト
ル
コ
側
の
政
策
・
研
究
体
制
と
の
整
合
性
が
あ
る
か
。

 
・
ト
ル
コ
側
の
他
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
内
容
は
、
方
向
性
の
一
致
が
見
込
め
る
か
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
終
了
後
の
活
動
の
維
持
に
向
け
て
、
関
係
機
関
の
協
力
体
制
は
維
持
さ
れ
る
か
。

 

・
K

O
ER

I（
ボ
ア
ジ
チ
大
学
）
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
・

A
FA

D
及
び
関
係
機
関
ヒ
ア
リ
ン
グ

 
5.

2 
技
術
的
な
観
点
か
ら
の
持
続
性
は
見
込

め
る
か
。

 
 

・
供
与
機
材
の
継
続
的
な
活
用
は
見
込
め
る
か
。

 
 （
機
材
・
設
備
の
維
持
管
理
体
制
、
ス
ペ
ア
パ
ー
ツ
・
消
耗
品
購
入
の
た
め
の
予
算
、
関
連
説
明
書

等
の
管
理
、
技
術
に
関
す
る
研
修
機
会
な
ど
）

 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
、

M
ET

U
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
 

5.
3 
活
動
を
持
続
し
て
い
く
た
め
の
人
材
は

十
分
か
。
 

 

・
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
（
研
究
者
・
担
当
者
）
は
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
後
も
関
連
の
研
究
に
関
わ
る
か
。

ま
た
組
織
と
し
て
持
続
性
の
可
能
性
は
あ
る
か
。

 
・
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
雇
用
形
態
は
研
究
の
持
続
に
影
響
す
る
か
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
活
動
に
よ
る
人
材
育
成
（
研
修
の
実
施
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ
ー
ト
の
学
位
取
得
、
論
文

執
筆
な
ど
）
は
進
ん
で
い
る
か
。

 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
EM
イ
ン
タ
ビ

ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
 

5.
4 
活
動
へ
の
予
算
手
当
、財
政
支
援
の
見
通

し
は
あ
る
か
。

 
・
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
実
施
後
の
、

K
O

ER
Iの
予
算
確
保
の
見
通
し
。

 
・
国
内
の

IM
M
、

A
FA

D
等
か
ら
の
関
連
の
委
託
調
査
計
画
は
あ
る
か
。

 
・

TU
B

IT
A

K
等
か
ら
の
研
究
に
対
す
る
資
金
協
力
の
見
通
し
は
あ
る
か
。

 
・
二
国
間
協
力
、
国
連
・
国
際
協
力
機
関
か
ら
の
支
援
ま
た
は
協
働
の
可
能
性
が
あ
る
か
。

 

・
K

O
ER

I、
IU
、

IT
U
、

M
ET

U
、

A
FA

D
EM
イ
ン
タ
ビ

ュ
ー

/質
問
票

 
・
専
門
家
イ
ン
タ
ビ
ュ
ー
及
び
実
施
報
告
書

 
 

 







ト
ル
コ
共
和
国
マ
ル
マ
ラ
地
域
に
お
け
る
地
震
・
津
波
防
災
及
び
防
災
教
育
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
終
了
時
評
価
調
査
報
告
書

平
成
29
年
12
月

独
立
行
政
法
人
国
際
協
力
機
構
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